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政策評価調書（政策体系図）

所管名：内閣府（組織：金融庁）

政策評価
調書番号

基本政策 基本政策

施策 施策

Ⅰ．金融システムの安定と金融仲介機能の発揮 Ⅰ．金融システムの安定と金融仲介機能の発揮 ①

Ⅱ．利用者の保護と利用者利便の向上 Ⅱ．利用者の保護と利用者利便の向上 ②

Ⅲ．市場の公正性・透明性と市場の活力の向上 Ⅲ．市場の公正性・透明性と市場の活力の向上 ③

④

注）１． 政策評価において使用している政策レベルの名称を記入すること。

２． 予算書における項・事項と一致する政策レベルは必ず記入すること。

３．

４．

５．

６．

３．その他の横断的施策

施策

１．ＩＴ技術の進展等の環境変化を踏まえた戦略的な対応

２．業務継続体制の確立と災害への対応

３．その他の横断的施策

（横断的施策）

１．金融取引のグローバル化、複雑化、高度化に対応した市場監視
機能の強化

２．企業の情報開示の質の向上のための制度・環境整備とモニタリ
ングの実施

３．市場の機能強化、インフラの構築、公正性・透明性の確保のた
めの制度・環境整備

１．マクロプルーデンスの取組と効果的な金融モニタリングの実施

２．健全な金融システムの確保のための制度・環境整備

３．金融仲介機能の十分な発揮に向けた制度・環境整備と金融モニ
タリングの実施

１．利用者の利便の向上に適う金融商品・サービスの提供を実現す
るための制度・環境整備と金融モニタリングの実施

２．利用者の保護を確保するための制度・環境整備と金融モニタリ
ングの実施

30年度概算要求における政策体系図
【基本計画（29年8月策定）】（注４）

政策ごとの予算がないものについては、政策評価調書番号欄に「-」を記入する。

予算書における項･事項と一致する政策レベル以外でも評価を実施している場合は、個別票を別途作成するこ
ととし、政策評価調書番号は記入例２のとおり付番すること。

30年度において実施することが予定されている政策体系図を記入すること。また、その根拠（政策評価基本計
画、実施計画等、予定を含む）及びその策定年月を記入すること。なお、30年度の新規の政策及び前年度政策
体系図における政策の名称から変更があるものについては、下線を付すこと。

29度政策体系図を記入すること。また、その根拠（政策評価基本計画、実施計画等）及びその策定年月を記入
すること。

１．マクロプルーデンスの取組と効果的な金融モニタリングの実施

２．企業の情報開示の質の向上のための制度・環境整備とモニタリ
ングの実施

３．市場の機能強化、インフラの構築、公正性・透明性の確保のた
めの制度・環境整備

施策

（横断的施策）

３．金融仲介機能の十分な発揮に向けた制度・環境整備と金融モニ
タリングの実施

１．利用者の利便の向上に適う金融商品・サービスの提供を実現す
るための制度・環境整備と金融モニタリングの実施

２．健全な金融システムの確保のための制度・環境整備

２．利用者の保護を確保するための制度・環境整備と金融モニタリ
ングの実施

２．業務継続体制の確立と災害への対応

29年度成立予算における政策体系図
【基本計画（29年8月策定）】（注３）

１．ＩＴ技術の進展等の環境変化を踏まえた戦略的な対応

１．金融取引のグローバル化、複雑化、高度化に対応した市場監視
機能の強化
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【金融庁政策評価基本計画（平成29年8月策定に対応するもの）】

所管：内閣府 会計：一般会計 組織：金融庁

政策評価 政策評価 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 横

調書番号 の対象 （項） （事項）

× 金融庁共通費

×

× 国際会議等に必要な経費

× 審議会等に必要な経費

金融政策費

① ● 金融機能安定確保に必要な経費（主要経費95） ●

② ● 金融サービス向上推進に必要な経費（主要経費95） ●

③ ● 金融市場整備推進に必要な経費（主要経費95） ●

④ ● 金融政策推進に必要な経費（主要経費95） ●

④ ● ●

注）「政策評価の対象（●◆×）」欄については、以下の整理により記入すること。
　　●については政策評価の対象となっているもの　　　　
　　◆については政策評価の対象となっていないが、ある政策に属すると整理できるもの
　　×については政策評価の対象となっておらず、政策との対応関係を明らかにできないもの（◆以外）

概算要求書

金融庁一般行政に必要な経費

経済協力に必要な経費（主要経費50）



(別紙10-2) 政策評価調書(政策評価体系と概算要求書の対応表）

【金融庁政策評価基本計画（平成29年8月策定に対応するもの）】

所管：復興庁 会計：東日本大震災復興特別会計 組織：金融庁

政策評価 政策評価 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 横

調書番号 の対象 （項） （事項）

金融機能安定・円滑化復興政策費

④ ● 金融政策推進に必要な経費（主要経費95） ●

注）「政策評価の対象（●◆×）」欄については、以下の整理により記入すること。
　　●については政策評価の対象となっているもの　　　　
　　◆については政策評価の対象となっていないが、ある政策に属すると整理できるもの
　　×については政策評価の対象となっておらず、政策との対応関係を明らかにできないもの（◆以外）

概算要求書
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【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票1）

政策名 マクロプルーデンスの取組と効果的な金融モニタリングの実施

①（Ⅰ－１）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度概算要求額

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 目標達成 番号

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
347,981 329,001 314,325

補 正 予 算 （ 千 円 ）
△ 2,278 △ 78,762 △ 95,470

218,855

335,785302,492

計（千円）
345,703 250,239

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

　　執 行 額（千円）
149,165 135,011 132,480

政策評価結果の概算要求
への反映状況

○政策評価結果を踏まえ、オン・オフ一体の効果的・効率的なモニタリングを引き続き着実に進めていく必要があることから、新たに予算を要求。
　具体的には金融機関の潜在的なリスクの把握、フォワードルッキングなリスク・リターン分析等によるビジネスモデルの分析手法を検討するため
の予算を要求。
○同様に継続して下記経費を要求。
・金融機関等検査経費、金融検査手法向上経費、リスク計測参照モデル関係経費、デジタルフォレンジック関連システム経費、自己資本比率規制の
国内実施に係る必要な経費
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 金融庁

● 2

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1

○ 2

○ 3

○ 4

◇ 1

◇ 2

◇ 3

◇ 4

政策評価調書（個別票2）

政策名 マクロプルーデンスの取組と効果的な金融モニタリングの実施 ①（Ⅰ－１）

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号 項 事項
29年度

当初予算額
30年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

金融政策費 金融機能安定確保に必要な経費 302,492 335,785

小計
302,492 335,785

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

合計
302,492 335,785
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【政策ごとの予算額等】

　　執 行 額（千円）
0 0 0

政策評価結果の概算要求
への反映状況

○政策評価結果を踏まえ、引き続き、金融システムの安定を確保していく必要があることから、予算を要求。

計（千円）
42,120 42,120

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

10,00010,000

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
42,120 42,120 10,000

補 正 予 算 （ 千 円 ）

10,000

①（Ⅰ－２）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度概算要求額

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 相当程度進展あり 番号

政策評価調書（個別票1）

政策名 健全な金融システムの確保のための制度・環境整備



別紙10-3

番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 金融庁

● 2

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1

○ 2

○ 3

○ 4

◇ 1

◇ 2

◇ 3

◇ 4

合計
10,000 10,000

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて●
となって
いるもの

金融政策費 金融機能安定確保に必要な経費 10,000 10,000

小計
10,000 10,000

政策評価調書（個別票2）

政策名 健全な金融システムの確保のための制度・環境整備 ①（Ⅰ－２）

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号 項 事項
29年度

当初予算額
30年度

概算要求額
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【政策ごとの予算額等】

　　執 行 額（千円）
24,570 20,086 20,961

政策評価結果の概算要求
への反映状況

○政策評価結果を踏まえ、引き続き、金融の円滑に向けた取り組みを継続していく必要があることから、予算を要求。また、金融仲介機能の十分な
発揮に向けた取組みを継続していく必要があることから、予算を要求。

計（千円）
115,981 92,884

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

41,37841,910

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
115,981 92,884 47,439

補 正 予 算 （ 千 円 ）

47,439

①（Ⅰ－３）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度概算要求額

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 相当程度進展あり 番号

政策評価調書（個別票1）

政策名 金融仲介機能の十分な発揮に向けた制度・環境整備と金融モニタリングの実施
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 金融庁

● 2

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1

○ 2

○ 3

○ 4

◇ 1

◇ 2

◇ 3

◇ 4

合計
41,910 41,378

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて●
となって
いるもの

金融政策費 金融機能安定確保に必要な経費 41,910 41,378

小計
41,910 41,378

政策評価調書（個別票2）

政策名 金融仲介機能の十分な発揮に向けた制度・環境整備と金融モニタリングの実施 ①（Ⅰ－３）

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号 項 事項
29年度

当初予算額
30年度

概算要求額
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【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票1）

政策名 利用者の利便の向上に適う金融商品・サービスの提供を実現するための制度・環境整備と金融モニタリングの実施

②（Ⅱ－１）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度概算要求額

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 目標達成 番号

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
27,640 40,964 44,311

補 正 予 算 （ 千 円 ）
45,000

44,311

71,01461,077

計（千円）
27,640 40,964

繰 越 し 等 （ 千 円 ）
△ 45,000

　　執 行 額（千円）
18,635 27,854 18,659

政策評価結果の概算要求
への反映状況

○政策評価結果を踏まえ、引き続き、利用者の保護を確保するための制度・環境整備と金融モニタリングを実施していく必要があることから、予算
を要求。
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 金融庁

● 2

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1

○ 2

○ 3

○ 4

◇ 1

◇ 2

◇ 3

◇ 4

政策評価調書（個別票2）

政策名
利用者の利便の向上に適う金融商品・サービスの提供を実現するための制度・環境整備と金
融モニタリングの実施

②（Ⅱ－１）

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号 項 事項
29年度

当初予算額
30年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

金融政策費 金融サービス向上推進に必要な経費 61,077 71,014

小計
61,077 71,014

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

合計
61,077 71,014
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【政策ごとの予算額等】

　　執 行 額（千円）
21,013 26,402 19,969

政策評価結果の概算要求
への反映状況

○政策評価結果を踏まえ、引き続き、利用者が安心して金融サービスを受けられるための制度・環境整備に係る施策を行っていく必要があることか
ら、予算を要求。
また、貸金業法第41条の8の規定に基づく、貸金業協会による協力業務を着実に進めていく必要があるため、新たに予算を要求。

計（千円）
28,850 36,823

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

89,95217,387

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
28,850 36,823 23,883

補 正 予 算 （ 千 円 ）

23,883

②（Ⅱ－２）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度概算要求額

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 目標達成 番号

政策評価調書（個別票1）

政策名 利用者の保護を確保するための制度・環境整備と金融モニタリングの実施
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 金融庁

● 2

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1

○ 2

○ 3

○ 4

◇ 1

◇ 2

◇ 3

◇ 4

合計
17,387 89,952

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて●
となって
いるもの

金融政策費 金融サービス向上推進に必要な経費 17,387 89,952

小計
17,387 89,952

政策評価調書（個別票2）

政策名 利用者の保護を確保するための制度・環境整備と金融モニタリングの実施 ②（Ⅱ－２）

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号 項 事項
29年度

当初予算額
30年度

概算要求額
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【政策ごとの予算額等】

　　執 行 額（千円）
148,463 160,870 162,013

政策評価結果の概算要求
への反映状況

○政策評価結果を踏まえ、ＨＦＴ等の高速取引に対する取引審査手法を含めた調査分析手法の高度化を行っていく必要があるほか、グローバルなマ
クロ経済の変化が上場企業の業績等に与える影響や、不祥事の発生やＭ＆Ａの増加に伴う潜在的な不正会計リスクの高まりを注視するなど、開示検
査の深度を一層深める必要がある。また、金融商品取引業者等に対して効率的かつ効果的な検査を実施し、各社のビジネスモデルやそれに由来する
リスク、ガバナンスやリスク管理態勢等により一層着目したリスクアセスメントを強化することで、金融商品取引業者等の業務の健全かつ適切な運
営の確保を行う必要があり、法令に照らして投資者保護等に重大な問題が発生している事実が確認された場合には、引き続き、厳正かつ迅速な行政
処分の勧告を行う。併せて、行政処分の勧告内容の公表を引き続き行うことによって、法令違反の再発防止に向けた、金融商品取引業者等やその利
用者への情報提供を行っていく必要がある。
このように、引き続き、市場の公正性・透明性の確保に向けた取組みを実施していく必要があることから、予算を要求。
また、引き続き、課徴金制度の適正かつ迅速な運営を確保していく必要があることから、予算を要求。

計（千円）
249,121 256,480

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

441,169243,346

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
249,318 259,032 221,628

補 正 予 算 （ 千 円 ）
△ 197 △ 2,552 △ 185

221,443

③（Ⅲ－１）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度概算要求額

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 相当程度進展あり 番号

政策評価調書（個別票1）

政策名 金融取引のグローバル化、複雑化、高度化に対応した市場監視機能の強化



別紙10-3

番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 金融庁

● 2

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1

○ 2

○ 3

○ 4

◇ 1

◇ 2

◇ 3

◇ 4

合計
243,346 441,169

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて●
となって
いるもの

金融政策費 金融市場整備推進に必要な経費 243,346 441,169

小計
243,346 441,169

政策評価調書（個別票2）

政策名 金融取引のグローバル化、複雑化、高度化に対応した市場監視機能の強化 ③（Ⅲ－１）

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号 項 事項
29年度

当初予算額
30年度

概算要求額



別紙10－3

【政策ごとの予算額等】

　　執 行 額（千円）
866,952 750,646 2,921,669

政策評価結果の概算要求
への反映状況

○政策評価結果を踏まえ、引き続き、ＥＤＩＮＥＴの安定的な運用及び情報セキュリティの確保に向けた取り組みを実施していく必要があることか
ら予算を要求。また、30年度新規案件として改元に基づく新元号のシステム対応を着実に進めていく必要があるため、新たに予算を要求。
○同様に継続して下記経費を要求。
・企業財務諸制度調査等経費、懲戒処分経費、課徴金制度関係経費、公認会計士等検査経費、試験実施経費

計（千円）
912,719 797,603

繰 越 し 等 （ 千 円 ）
△ 2,184,715 1,771,258

697,873747,300

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
912,719 804,303 908,565

補 正 予 算 （ 千 円 ）
2,178,015 407,368

3,087,191

③（Ⅲ－２）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度概算要求額

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 相当程度進展あり 番号

政策評価調書（個別票1）

政策名 企業の情報開示の質の向上のための制度・環境整備とモニタリングの実施
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 金融庁

● 2

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1

○ 2

○ 3

○ 4

◇ 1

◇ 2

◇ 3

◇ 4

合計
747,300 697,873

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて●
となって
いるもの

金融政策費 金融市場整備推進に必要な経費 747,300 697,873

小計
747,300 697,873

政策評価調書（個別票2）

政策名 企業の情報開示の質の向上のための制度・環境整備とモニタリングの実施 ③（Ⅲ－２）

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号 項 事項
29年度

当初予算額
30年度

概算要求額



別紙10－3

【政策ごとの予算額等】

　　執 行 額（千円）
37,526 66,116 81,368

政策評価結果の概算要求
への反映状況

○政策評価結果を踏まえ、引き続き、一般競争入札を実施し、削減を図っていくこととし、システム運用部分に係る経費については、店頭デリバ
ティブ取引情報の蓄積・分析システムの安定的な稼働を図る必要があるところ、現在稼動しているシステムが更改期を迎えたため、更改を実施する
ために必要な経費を新規要求。
○同様に継続して以下経費を要求。
・コーポレートガバナンスの推進の係る事業費、英語発信力強化のための経費、ヘルスケアリート等の普及促進のために必要な経費、世界の主要国
際金融センター等における競争力強化に係る調査研究等事業費

計（千円）
43,504 139,707

繰 越 し 等 （ 千 円 ）
△ 4,185 4,185

203,702104,408

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
43,504 142,440 117,378

補 正 予 算 （ 千 円 ）
1,452 △ 5,379

116,184

③（Ⅲ－３）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度概算要求額

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 目標達成 番号

政策評価調書（個別票1）

政策名 市場の機能強化、インフラの構築、公正性・透明性の確保のための制度・環境整備
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 金融庁

● 2

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1

○ 2

○ 3

○ 4

◇ 1

◇ 2

◇ 3

◇ 4

合計
104,408 203,702

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて●
となって
いるもの

金融政策費 金融市場整備推進に必要な経費 104,408 203,702

小計
104,408 203,702

政策評価調書（個別票2）

政策名 市場の機能強化、インフラの構築、公正性・透明性の確保のための制度・環境整備 ③（Ⅲ－３）

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号 項 事項
29年度

当初予算額
30年度

概算要求額



別紙10－3

【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票1）

政策名 IT技術の進展等の環境変化を踏まえた戦略的な対応

④（横－１）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度概算要求額

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 目標達成 番号

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
― 44,507

補 正 予 算 （ 千 円 ）
― 12,773 △ 10,278

30,790

185,33265,234

計（千円）
0 12,773

繰 越 し 等 （ 千 円 ）
― △ 3,439

　　執 行 額（千円）
― 8,876 26,264

政策評価結果の概算要求
への反映状況

○政策評価結果を踏まえ、ＩＴ技術の進展等の環境変化を踏まえた戦略的な対応を行っていく必要があることから、ブロックチェーン技術を活用し
た金融取引に関する共同研究経費及びＦｉｎＴｅｃｈをめぐる戦略的対応経費を新規要求。
また、引き続き、金融分野のサイバーセキュリティ対策向上に向けた取組みを実施していく必要があることから、予算を要求。
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 金融庁

● 2

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1

○ 2

○ 3

○ 4

◇ 1

◇ 2

◇ 3

◇ 4

政策評価調書（個別票2）

政策名 IT技術の進展等の環境変化を踏まえた戦略的な対応 ④（横－１）

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号 項 事項
29年度

当初予算額
30年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

金融政策費 金融政策推進に必要な経費 65,234 185,332

小計
65,234 185,332

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

合計
65,234 185,332



別紙10－3

【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票1）

政策名 業務継続体制の確立と災害への対応

④（横－２）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度概算要求額

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 目標達成 番号

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
264,720 224,497 125,619

補 正 予 算 （ 千 円 ）
112,250

241,308

51,572103,554

計（千円）
264,720 224,497

繰 越 し 等 （ 千 円 ）
3,439

　　執 行 額（千円）
64,740 33,089 118,677

政策評価結果の概算要求
への反映状況

○評価結果を踏まえ、引き続き、「個人債務者の私的整理に関するガイドライン」及び「自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン」
の周知及び運用支援を通じて、被災者の生活・事業の再建を支援していく必要があることから、予算を要求。
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 金融庁

● 2
東日本大震
災復興特別

復興庁

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1

○ 2

○ 3

○ 4

◇ 1

◇ 2

◇ 3

◇ 4

政策評価調書（個別票2）

政策名 業務継続体制の確立と災害への対応 ④（横－２）

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号 項 事項
29年度

当初予算額
30年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

金融政策費 金融政策推進に必要な経費 70,574 39,138

金融機能安定・円滑化復興政策費

小計
103,554 51,572

金融政策推進に必要な経費 32,980 12,434

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

合計
103,554 51,572



別紙10－3

【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票1）

政策名 その他の横断的施策

④（横－３）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度概算要求額

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 相当程度進展あり 番号

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
232,099 287,868 257,122

補 正 予 算 （ 千 円 ）
△ 310 △ 234 △ 70

257,052

283,226292,663

計（千円）
231,789 287,634

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

　　執 行 額（千円）
201,981 204,773 205,102

政策評価結果の概算要求
への反映状況

○政策評価結果を踏まえ、日本企業や金融機関の事業展開を支援・促進するため、民間企業や対象国のニーズを的確に把握し、アジア諸国に対する
金融インフラ整備支援や規制緩和要望等の取組みをより一層充実させていく必要がある。また、グローバル金融連携センターについては、アジア諸
国をはじめとし、中東やアフリカ、ラテン・アメリカ等の海外金融当局との連携を一層強化するとともに、受け入れた研究員のフォローアップを実
施する必要があることから、予算を要求。
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 金融庁

● 2 一般 金融庁

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1

○ 2

○ 3

○ 4

◇ 1

◇ 2

◇ 3

◇ 4

政策評価調書（個別票2）

政策名 その他の横断的施策 ④（横－３）

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号 項 事項
29年度

当初予算額
30年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

金融政策費 金融政策推進に必要な経費 161,306 145,144

金融政策費

小計
292,663 283,226

経済協力に必要な経費 131,357 138,082

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

合計
292,663 283,226



平成 28 年度 実績評価書 
金融庁 28（施策Ⅰ－１） 

施策名 金融機関の健全性を確保するための制度・環境整備 

施策の概要 

金融機関の健全性を確保するため、効果的な金融モニタリング（監

督・検査）の実施、国際的な議論も踏まえた金融機関の健全性確保のた

めのルールの整備、金融機能強化法等の適切な運用、金融機関の業務継

続体制の検証及び金融機関における情報セキュリティ対策向上のため

の取組を行うこととしている。 

達成すべき目標 金融機関の健全性が確保されること 

目標設定の 

考え方・根拠 

我が国金融システムの安定性とこれに対する国内外からの信頼を確

保するためには、金融機関の健全性が確保される必要がある。 

【根拠】 

・各業法の目的規定、主要行等向けの総合的な監督指針 

・Ｇ20 サミット首脳宣言・行動計画（平成 20年 11 月 15 日） 

・金融・資本市場に係る制度整備について（22年１月 21日） 

・「金融・資本市場活性化に向けて重点的に取り組むべき事項（提言）」

（26 年６月 12日） 

・「日本再興戦略」改訂 2015（27 年６月 30 日閣議決定） 

・G20 サンクトペテルブルク・サミット首脳宣言（25 年９月６日）抜

粋 

（金融規制） 

・これまでの 5年間で，我々は国際的に一貫した金融システム

の改革の実施において大きな進捗を見た。全ての主要な国・

地域が，部分的に又は全体について，下記の措置をとった。

   ・国際的な資本基準（バーゼル３）の実施 

   ・グローバルなシステム上重要な銀行及び保険会社の特定，及

びそのリスクを最小化するための，より高い健全性基準に関

する合意 

・大規模で複雑な金融機関の秩序ある破たん処理を納税者に損

失を与えることなく実施するために合意された手段と手続

の実施 

これらの改革を実施するための国際的な協調とコミット

メントは過去に例を見ないものである。しかし，我々は更な

る作業を行う必要がある。我々はその作業が終わるまで改革

の姿勢を維持することにコミットしている。 



測定指標 

指標① [主要] 各業態の健全性指標〈自己資本比率、不良債権比率等〉 【 達成 】 

基準値 実 績 目標値 

27 年度 28 年度  28 年度 

27 年度 

各業態の 

比率 

28 年度 

各業態の 

比率 

（別紙参

照） 

 水準維持 

指標② [主要]金融行政方針の実施 【 達成 】 

28 年度 

目 標 
金融行政方針に基づく金融モニタリングの実施 

28 年度 

実 績 

・ 「平成 27 事務年度 金融行政方針」及び「平成 28 事務年度 金融行

政方針」（以下「金融行政方針」という。）に基づき、金融システムの健

全性確保に向けたモニタリングを実施しました。また、27 事務年度に実

施した結果を 28 年９月に「平成 27 事務年度 金融レポート」において

公表しました。なお、本レポートには、「我が国の金融システムは、総体

として健全であり、安定している」旨を記載しています。 

指標③ [主要]金融機関のリスク管理の高度化 【 達成 】 

28 年度 

目 標 

金融機関に対するヒアリング等を通じ、統合的なリスク管理態勢の把握・

検証 

28 年度 

実 績 

・ 金融機関に対する定期及び随時のヒアリング等を通じ、統合的なリス

ク管理態勢等の把握・検証を行いました。 

指標④ 
既承認金融機関に係る安定的なリスク管理の運用状況の把握及び承

認希望金融機関に係る審査の実施 
【 達成 】 

28 年度 

目 標 

既承認金融機関に係るフォローアップ及び承認希望金融機関に係る審査を

実施 

28 年度 

実 績 

・ 既承認金融機関に係る、安定的なリスク管理の運用状況等についての

確認を実施しました。また、高度なリスク計測手法については、14 先に

対する承認を行いました。 

指標⑤ グローバルなシステム上重要な銀行等に対する適切な監督 【 達成 】 

28 年度 

目 標 

関係当局との情報共有・意見交換等も行いつつ、グループ全体としての経

営管理・リスク管理等の向上に向けたモニタリングを実施 

28 年度 

実 績 

・ グローバルなシステム上重要な銀行等について、クレジットサイクル

を意識した経営を行い、経済・市場のストレス時においても十分な金融

仲介機能が発揮できるよう健全性を確保する観点から、経営管理・リス

ク管理等の向上に向け、対話を行い、取組を促しました。 

・ また、３メガバンクグループ、野村グループや大手生損保グループに

ついては、グローバルベースでのモニタリングの実効性を高める観点か

ら、監督カレッジ会合を開催しました。 



指標⑥ 
大規模証券会社グループに対する連結ベースの財務健全性基準に基

づいた適切な監督 
【 達成 】 

28 年度 

目 標 

商品別、国別、取引先別といった複眼的な断面から、リスクの増減・集中

度等について、連結ベースの計数を用い、四半期毎にモニタリング・分析

を実施 

28 年度 

実 績 

・ 大手証券会社グループについて、商品別、国別、取引先別といった複

眼的な断面から、リスクの増減・集中度等について、連結ベースの計数

を用いたモニタリング・分析を継続的に行い、グループ全体の経営管理・

リスク管理等の向上を促しました。また、収益や健全性が市場・景気動

向の影響を受けやすい証券会社の特性を踏まえ、ビジネスモデルの持続

可能性やそれを支えるガバナンスについて、課題の検討と向上に向けた

対話を行い、改善を促しました。 

指標⑦ 
保険会社又は保険持株会社を頂点とするグループに対する適切な監

督 
【 達成 】 

28 年度 

目 標 

ヒアリング等を通じ、グループ全体としての経営実態・リスク管理態勢の

把握・検証 

28 年度 

実 績 

・ 大手生損保グループについて、グローバルベースでのモニタリングの

実効性を高める観点から、監督カレッジ会合を開催しました。  

・ 経済・市場のストレス時において、十分な健全性が確保されているか、

モニタリング・分析を実施し、対話を行いました。 

指標⑧ 国際的な議論を踏まえた国内制度の整備 【 達成 】 

28 年度 

目 標 

関連告示等の整備、保険会社に係る資産・負債の経済価値ベースによる評

価・監督手法について、全保険会社に対する影響度調査の実施及び監督手

法の検討 

28 年度 

実 績 

・ 監督指針の改正（カウンター・シクリカル・バッファー）を実施しま

した。 

・ 全保険会社に対する影響度調査を実施し、当該調査結果を公表しまし

た。（29年３月） 

指標⑨ 

金融機能強化法（震災特例を含む）の活用検討の促進及び同法等に

基づき資本参加を実施した金融機関に対する適切なフォローアップ

の実施 

【 達成 】 

28 年度 

目 標 

金融機能強化法（震災特例を含む）について活用の検討を促すとともに、

同法等に基づき資本参加を実施した金融機関について、適切なフォローア

ップを実施し、計画の履行状況を半期毎に公表 

28 年度 

実 績 

・ 金融機能強化法に基づき１金融機関に対して資本参加を実施しました

（28 年 12 月）。 

・ 金融機能強化法等に基づく資本参加金融機関における経営強化計画等

の履行状況について、適切にフォローアップを実施し、半期毎にその内

容を公表しました。 

・ 金融機能強化法に基づき資本参加を行った金融機関のうち、計画の実

施期間が終了した 12 の金融機関が作成した新しい経営強化計画等を公

表しました（28年９月）。 



指標⑩ 業界横断の業務継続訓練の実施 【 達成 】 

28 年度 

目 標 
訓練の実施 

28 年度 

実 績 

・ 27 年度に引き続き、28 年９月１日及び 11月 12 日に、全国銀行協会、

銀行等と合同で業務継続性に係る訓練を実施しました。なお、28 年度の

訓練においては、平日及び休日発災を想定した対策本部の初動対応訓練

等に加え、通信手段制約下での被害状況報告、対策本部設置予定場所使

用不能時における対策本部代替設置予定場所への参集訓練など、訓練内

容の高度化を図りました。 

指標⑪ 金融業界横断的なサイバーセキュリティ演習の参加金融機関数 【 達成 】 

28 年度 

目 標 
20 社 

28 年度 

実 績 

・ 28 年 10 月に、金融業界全体のサイバーセキュリティの底上げを図る

ことを目的として、金融業界横断的なサイバーセキュリティ演習（Ｄｅ

ｌｔａ Ｗａｌｌ）を実施し、金融機関 77 社が参加しました。 

指標⑫ 情報セキュリティ対策の向上に向けた情報提供の実施状況 【 達成 】 

28 年度 

目 標 
金融機関の情報セキュリティ対策の向上に向けた情報提供の実施 

28 年度 

実 績 

・ 内閣サイバーセキュリティセンター（ＮＩＳＣ）と連携し、金融機関

における情報セキュリティ対策向上のため、インシデント情報や脆弱性

情報等の情報提供を行いました。 

評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ａ（目標達成） 

【判断根拠】 各業態の健全性指標の目標値を達成（測定指標①）した

ほか、金融機関の健全性を確保するための重要な取組とし

て、金融行政方針に基づく金融モニタリングの実施（測定

指標②）や、金融機関に対する定期及び随時のヒアリング

等を通じ、統合的なリスク管理態勢等の把握・検証を実施

（測定指標③）するなど、全ての測定指標で目標を達成す

ることができたことから、「Ａ」としました。 

施策の分析 

【必要性】 金融行政方針に基づく金融モニタリングの実施（測定指

標②）等の取組を通じて、金融機関の健全性の確保を図る

ことは、信用秩序の維持につながるとともに国民経済の健

全な発展の基礎となることから、必要不可欠であると考え

ています。 

【効率性】 モニタリング担当部局（検査局、監督局等）が、オン・

オフ一体となりリスクベースによるモニタリングを実施す

ることで、より効果的・効率的にモニタリングに取り組め

たものと考えています。 



【有効性】 金融行政方針に基づく金融モニタリングの実施（測定指

標②）等により、金融機関の抱えるリスクやその管理態勢、

財務の健全性等について実態把握・検証を行い、それに基

づいて金融機関と対話を行うことにより、金融機関のリス

ク管理の高度化の促進につながり、金融機関の健全かつ適

切な業務運営の確保（測定指標①）に資することができた

ものと考えています。 

今後の課題・ 

次期目標等への

反映の方向性 

【今後の課題】

【 施 策 】

【測定指標】

金融機関の健全性を確保・維持するため、引き続き金融

行政方針に基づく金融システムの健全性確保に向けたモニ

タリングの実施や関連告示等の整備などを行っていく必要

があります。 

金融機関の健全性は維持されているものと考えられます

が、金融機関を取り巻く内外の経済・金融環境が大きく変

化し続ける中、今後とも金融機関の健全性が維持されるよ

う注視するとともに、フォワードルッキングなリスク把握

と対応能力を高める必要があります。 

① 金融機関の健全性の維持を図るため、経済・金融情勢

を勘案した効果的・効率的なモニタリングを行っていき

ます。 

② 金融システムの健全性の維持を図るため、引き続き、

金融行政方針に基づく金融モニタリングを実施していき

ます。 

③ 金融機関と深度ある双方向の議論を継続することによ

り、金融機関のリスク管理の更なる高度化を促進してい

きます。 

④ リスク計測手法の承認を希望する金融機関に係る審査

及び既承認金融機関に係る安定的なリスク管理の運用状

況の把握を実施していきます。 

⑤ 監督カレッジ会合等での情報共有・議論を通じ、グロ

ーバルに活動している金融機関の適切な監督を行ってい

きます。 

⑥ 大手証券会社グループについて、引き続き、グループ

全体の経営実態の適時・的確な把握に努める必要がある

ことから、大手証券会社グループに対する連結ベースの

財務健全性基準に基づいた、より適切な監督を行ってい

きます。 

⑦ 大規模な生保、損保グループに対する監督カレッジの

実施などを含め、グループ全体の経営実態・リスク管理

態勢等の適時・的確な把握に努めます。 

⑧ ＦＳＢ及びバーゼル銀行監督委員会における追加的な

規制の見直しを踏まえ、継続的にルール整備を実施して

いきます。 

また、保険会社に係る資産・負債の経済価値ベースに



よる評価・監督手法については、国際的な議論等を踏ま

えつつ、引き続き検討していきます。 

⑨ 金融機能強化法等に基づき資本参加を行った金融機関

について、経営強化計画等の履行状況のフォローアッ

プ・公表を行うなど、適切な運用に努めていきます。 

⑩ 今後も業界横断的な訓練が効果的に実施されるよう、

全国銀行協会と協力して訓練の実施等を検討していきま

す。 

⑪ 今後も金融業界横断的なサイバーセキュリティ演習を

実施し、金融業界全体のサイバーセキュリティの底上げ

を図っていきます。 

⑫ ＮＩＳＣと連携して情報セキュリティに関する情報提

供を適切に行います。また、金融庁独自で発信すべき情

報があれば、積極的に行っていきます。 

主な事務事業の取組内容・評価 

① 効果的な金融モニタリング（監督・検査）の実施 

・マクロ・プルーデンス 

  経済・市場に係る各種計数の収集・分析、国内外の市場参加者やアナ

リスト等との意見交換、グローバルに活動する金融機関の役員等の責任

者からの貸出・運用動向をはじめとしたビジネス動向のヒアリングを通

じて、マクロ経済・市場動向や市場参加者の動向等について精緻かつリ

アルタイムに把握し、金融システムの潜在的リスクをフォワードルッキ

ングに分析しました。 

・グローバルに活動する金融機関 

  G-SIFIs である３メガバンクグループに対しては、海外向け与信の拡

大や外貨調達コストの上昇を踏まえ、経済・市場環境の変化に対応した、

より機動的な海外与信の管理や、より安定的な外貨調達と外貨流動性管

理の高度化に向けての対話を行いました。 

加えて、３メガバンクグループ及び三井住友トラスト・ホールディン

グスに対しては、経済や市場の変動に対する耐性を高め、ストレス時に

おいても十分な金融仲介機能を発揮できるよう政策保有株式の着実な縮

減に向けた取組を求めました。これを踏まえ、３メガバンクグループ及

び三井住友トラスト・ホールディングスは、政策保有株式を今後３～５

年程度の間に約３割程度削減することを内容とする当面の削減目標を公

表し、足元、着実な縮減に取り組んでいます。 

また、３メガバンクグループ、野村グループや大手生損保グループに

ついては、グローバルベースでのモニタリングの実効性を高める観点か

ら、関係監督当局が参加する監督カレッジ会合を開催し、グローバルに

活動する我が国金融機関の経営上の諸課題（再建計画等）について、議

論を行いました。 



・地域金融機関 

地域における人口の減少や低金利環境の継続等により経営環境が厳し

さを増す中で、こうした環境変化に伴い金融機関において生じるリスク

を、中長期的に持続可能なビジネスモデルを構築・維持する観点から、

フォワードルッキングに分析しました。また、分析の結果、持続可能な

ビジネスモデルの構築に向けて課題が認められた金融機関に対しては、

そうした課題に係る経営陣の認識等について、深度ある対話を行い、課

題解決に向けた具体的かつ有効な取組を行うよう促しました。 

・保険会社 

  大手生命保険会社及び一部の中堅生命保険会社に対しては、保険会社

の提供するサービスが、顧客の利益につながるような持続可能なものと

なっているか、商品開発及び販売の両面から実態把握を行いました。ま

た、その他生命保険会社及び損害保険会社に対して、オン・オフ一体的

なモニタリング態勢の下、保険会社を取り巻く内外の環境の変化や、プ

ロファイリング結果を踏まえつつ、業態・個別保険会社の状況等に応じ

た実態把握や、重要な経営課題等に焦点を当てた検証等、リスクベース

による効果的・効率的なモニタリングを実施しました。 

  大手生命保険会社に対しては、生命保険会社自らが保険負債の質の改

善を視野に入れつつ、リスク管理と一体となった資産運用の最適化の観

点からどのような取組を行っているか、また、どのような経済・市場の

急激な変化を想定し、どのような対応を行うか、対話を行い、適切な取

組を促しました。 

・金融商品取引業者 

大手証券会社グループについては、連結ベースの財務健全性基準に基

づき、金利、為替、クレジット、株式等の現物商品及びそれらより派生

するデリバティブ商品・取引に係るリスクについて検証を行いました。

また、その際には、商品・取引のカントリーリスクや取引先リスクにも

着目した複眼的な断面からの継続的なモニタリング・分析を行い、証券

会社と経営管理・リスク管理等について更なる向上に向けた議論を行い

ました。 

さらに、国民の安定的な資産形成を実現するため、顧客本位の業務運

営の定着について深度ある対話を実施しました。また、内外の経済・金

融環境の変化を踏まえたビジネスモデルの持続可能性について、課題の

検討と改善に向けた議論を実施しました。 

・その他 

  高い専門性を有する外部専門家の登用に積極的に努めました。また、

研修実施計画に基づき、専門人材の計画的な育成を図り、研修実施にあ

たっては外部有識者等の知見の活用に努めました。こうした取組により、

専門性の高い分野やグローバル・ベスト・プラクティスに関する知見の

組織的な蓄積・拡充に努めました。 

収集情報を管理・活用する態勢の整備等のため、庁内での議論や外部

ヒアリングを通じて、データクレンジング体制の整備や徴求データの所

在の共有、データ共有ルールの整備等に取組みました。 



自己資本比率規制については、引き続き、当局の承認を要する高度な

リスク計測手法を既に採用している金融機関の安定的なリスク管理の運

用状況の把握に努めるとともに、当局の承認を要する手法の採用を希望

する金融機関についても、その準備状況の把握に努め、承認申請に対し

適切な審査を行いました。 

② 国際的な議論も踏まえた金融機関の健全性確保のためのルールの整備 

・ バーゼル３等の金融システム安定等を目的とした国際的な金融規制見

直しの議論の進捗を踏まえ、カウンター・シクリカル・バッファーの運

用枠組みに関する監督指針の整備を実施しました。 

・ 保険会社に係る資産・負債の経済価値ベースによる評価・監督手法に

ついては、国際的な議論を踏まえつつ、経済価値ベースの評価・監督に

おける実務上の課題等を把握することを目的として、全保険会社に対す

る影響度調査を実施し、当該調査結果を公表しました。 

③ 金融機能強化法等の適切な運用 

【金融機能強化法】 

・ 同法に基づき、新たに１金融機関に対して、28 年 12 月に資本参加を

実施しました。 

・ 同法に基づき資本参加を行った金融機関から経営強化計画の履行状況

について、それぞれの営業地域において金融仲介機能が適切に発揮され

ているかフォローアップを行い、その内容を公表しました。 

・ 同法に基づき資本参加を行った金融機関のうち、計画の実施期間が終

了した 12 の金融機関が地方創生の取組を強化する観点から作成した新

しい経営強化計画等について、28年９月に公表しました。 

・ これらの取組により、金融機能強化法に基づき資本参加を行った金融

機関の金融仲介機能の強化が図られ、地域経済の活性化への貢献を促す

効果があったと考えています。 

【早期健全化法】 

・ 同法に基づき資本増強を行った１金融機関から、経営健全化計画の履

行状況について報告を受けフォローアップを行うとともに、28年３月期

については同年６月に、28 年９月期については同年 12 月にその内容を

公表しました。 

・ これらの取組は、当該資本増強行の健全かつ適切な業務運営の確保を

促す効果があったと考えています。 

④ 金融機関の業務継続体制の検証 

・ 全預金取扱金融機関の業務継続体制の整備状況等について確認を行い、

取組が遅れている金融機関に対して、体制整備を促しました。こうした

モニタリングによって、預金取扱金融機関の業務継続体制の適切性の確

保に寄与したものと考えています。 

⑤ 金融機関における情報セキュリティ対策向上のための取組 

・ 「金融分野におけるサイバーセキュリティ強化に向けた取組方針」に

基づき、参加金融機関及び金融業界全体のサイバーセキュリティレベル

の底上げを図ることを目的として、金融業界横断的なサイバーセキュリ

ティ演習（Ｄｅｌｔａ Ｗａｌｌ）を実施し、金融機関 77 社（預金取扱



金融機関 55 社、証券会社 7 社、生損保 15 社）が参加しました。また、

同方針に基づき、地銀・第二地銀、証券会社、大手以外の生損保等のサ

イバーセキュリティ対策の状況について、引き続き実態把握を行うとと

もに、サイバーセキュリティ対策への理解を深めるために、第二地銀、

信金・信組、一部の証券会社を対象にワークショップを開催しました。 

・ ＮＩＳＣと連携し、金融機関における情報セキュリティ対策向上のた

め、インシデント情報や脆弱性情報等の情報提供を行いました。また、

ＮＩＳＣから発信されたものに限らず、金融庁独自で発信すべき情報に

ついて積極的に発信しました。 

施策の 

予算額・執行額等 

区 分 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 441 399 384 302

補正予算 ▲2 ▲65 ▲93 －

繰 越 等 － －

合 計 438 334

執行額（百万円） 156 135

学識経験を有する者 

の知見の活用 
第 26 回 政策評価に関する有識者会議（29 年６月 26 日） 

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

【測定指標②】 

 ・「平成 27 事務年度 金融レポートについて」（金融庁 28 年９月

15 日公表） 

【測定指標⑧】 

・「「主要行等向けの総合的な監督指針」等（案）に対するパブリッ

クコメントの回答等について」（金融庁 29 年 3月 31 日公表） 

・「経済価値ベースの評価・監督手法の検討に関するフィールドテス

トの結果について」（金融庁 29 年３月 28 日公表） 

【測定指標⑨】 

・全国信用協同組合連合会に対する優先出資の引受け等の決定につ

いて（金融庁 28 年 11 月 25 日公表） 

・「経営強化計画」等の履行状況報告書（金融庁 28 年９月 16日、

29 年３月 17 日公表） 

・経営健全化計画の履行状況報告について 

（金融庁 28 年６月 30日、28 年 12 月 22 日公表） 

・経営強化計画、協同組織金融機能強化方針等（金融庁 28 年９月

16 日、28年 11 月 25 日公表） 

【測定指標⑫】 

・「金融・資本市場活性化有識者会合意見書」（金融庁・財務省 27

年６月 30日公表） 

・「平成 27事務年度 金融行政方針」（金融庁 27 年９月 18 日公表）



担当部局名 

監督局 

総務課監督調査室、総務課、総務課健全性基準室、総務課協同組織

金融室、総務課郵便貯金・保険監督参事官室、銀行第一課、銀行第

二課、保険課、証券課 

総務企画局 

政策課サイバーセキュリティ対策企画調整室、マクロプルーデンス

総括参事官室 

検査局 

総務課 

政策評価実施時期 平成 29 年６月 



指標①[主要] 各業態の健全性指標〈自己資本比率、不良債権比率等〉 

【資料１－１】総自己資本比率等※1（国際統一基準行） 

（出所）金融庁総務企画局マクロプルーデンス総括参事官室、監督局銀行第二課調

【資料１－２】自己資本比率※1（国内基準行） 

 28/３期 29/３期 

主要行等 13.3％ 11.8％ 

地域銀行 10.2％ 9.8％ 

信用金庫 13.1％ 12.8％

信用組合 12.0％ 11.8％

（出所）金融庁総務企画局マクロプルーデンス総括参事官室、監督局銀行第二課、総務課協

同組織金融室調 

【資料１－３】自己資本規制比率（証券会社※2）

 28/３期 29/３期 

証券会社 358.2％ 392.0％ 

（出所）金融庁監督局証券課調

【資料１－４】単体ソルベンシー・マージン比率※3（生命保険会社、損害保険会社） 

 28/３期 29/３期 

生命保険会社 989.6％ 965.5％ 

損害保険会社 695.7％ 742.3％ 

（出所）金融庁監督局保険課調

※1 国際統一基準行は 25年３月期よりバーゼル３の適用を開始（段階実施ベース） 

国際統一基準行は、主要行等が４グループ、地域銀行が 10行、国内基準行は、主要行等が３グループ、

地域銀行が 96行 
※2 有価証券関連業を行う第一種金融商品取引業者
※3  

24 年３月期からマージン算入の厳格化並びにリスク計測の厳格化及び精緻化などを内容とした新基

準を導入 

  28/３期 29/３期 

主要行等 

総自己資本比率 16.1％ 16.3％ 

Ｔｉｅｒ1比率 13.2％ 13.5％ 

普通株式等Ｔｉｅｒ１比率 11.3％ 11.7％ 

地域銀行 

総自己資本比率 14.1％ 13.9％ 

Ｔｉｅｒ１比率 13.1％ 13.3％ 

普通株式等Ｔｉｅｒ１比率 13.1％ 13.3％ 

別紙 



【資料２】不良債権比率（＝金融再生法開示債権÷総与信額） 

 28/３期 29/３期 

主要行等 0.9％ 0.8％ 

地域銀行 2.1％ 1.9％ 

信用金庫 4.9％ 4.3％ 

信用組合 6.1％ 4.6％ 

（出所）金融庁総務企画局マクロプルーデンス総括参事官室、監督局銀行第二課、総務課協同

組織金融室調



平成 28 年度 実績評価書 
金融庁 28（施策Ⅰ－２） 

施策名 我が国金融システムの安定性を確保するための制度・環境整備 

施策の概要 

金融システムの安定性を確保するため、国際的な議論も踏まえた金融

システムの安定確保のためのルール整備や、預金等定額保護下における

破綻処理のための態勢整備の充実を図ることとしている。 

達成すべき目標 金融システムの安定性が確保されること  

目標設定の 

考え方・根拠 

金融システムは、資金仲介・リスク仲介機能や決済機能を担い、経済

活動の基盤をなすことから、国民生活と経済活動の健全かつ円滑な発展

のためには、金融システムの安定性が確保される必要がある。 

【根拠】  

預金保険法第 1 条、ペイオフ解禁の実施にあたっての所感（平成 17

年４月１日大臣発言）、主要行等向けの総合的な監督指針 等

測定指標 

指標① [主要] 国際的な議論を踏まえた国内制度の整備 【 達成 】 

28 年度 

目 標 
関連告示等の整備 

28 年度 

実 績 

・ 監督指針の改正（カウンター・シクリカル・バッファー）を実施しまし

た。 

指標② 
[主要] 必要な措置等の適切な実施による金融システムの混乱

の回避 
【 達成 】 

28 年度 

目 標 
金融システムの混乱の回避 

28 年度 

実 績 

・ 期中において預金保険法に基づく金融危機対応等を実施すべき事態は生

じておらず、金融システムの安定性が確保されました。 

指標③ 名寄せデータの精度 【 達成 】 

28 年度 

目 標 
預金保険機構との連携による名寄せデータ整備状況の検証 

28 年度 

実 績 

・ 預金保険機構と連携し、預金取扱金融機関に対し名寄せデータの整備状

況を検証した結果、名寄せデータの精度の維持・向上が図られました。 

参考指標 

指標① 各業態の健全性指標＜自己資本比率、不良債権比率等＞ 

28 年度 

実 績 
（施策Ⅰ－１を参照） 



評価結果 

目標達成度合

いの測定結果 

Ｂ（相当程度進展あり） 

【判断根拠】 国際的な議論を踏まえ、監督指針の改正を実施（測定指標

①）するなど、対応を順次行っているほか、名寄せデータの

精度の維持・向上を図る（測定指標③）など、全ての測定指

標で目標を達成することができた。 

しかしながら、施策の目標と照らし合わせてみると、関連

告示等の整備について引き続き取組むべき課題があること

等から、「Ｂ」としました。 

施策の分析 

【必要性】 先般の国際的な金融危機の経験を踏まえ、市場等を通じて

伝播するような危機に対応するため、国際的な基準に合わせ

て規制の見直しを行うこと（測定指標①）等は、金融システ

ムの安定に資するものと考えています。 

【効率性】 関係機関と連携した取組により、金融システムの安定を確

保するための制度環境の整備を効率的に進めることができ

たものと考えています。 

【有効性】 国際的な基準に合わせた規制の見直し（測定指標①）等の

取組により、金融システムの安定の確保のための制度・態勢

整備は進展しているものと考えています。 

今後の課題・ 

次期目標等へ

の 

反映の方向性 

【今後の課題】 金融システムの安定性を確保するため、引き続き国際的な

議論も踏まえた関連告示等の整備や、名寄せデータの精度の

維持・向上を図っていく必要があります。 

【 施 策 】 金融システムの安定性は維持されているものと考えられ

ますが、国民生活と経済活動の健全かつ円滑な発展のため、

今後とも金融システムの安定性を確保するための制度・環境

整備を進めていく必要があります。 

【測定指標】 ① ＦＳＢ及びバーゼル銀行監督委員会における追加的な

規制の見直しを踏まえ、継続的にルール整備を実施してい

きます。 

② 引き続き、金融システムの安定性を確保するため、必要

な措置等を実施し、金融危機の未然防止に努めます。 

③ 預金保険機構と連携しつつ、名寄せデータの精度の維

持・更なる向上に取組ます。 

主な事務事業の取組内容・評価 

① 国際的な議論も踏まえた金融システムの安定確保のためのルールの整備 

・ バーゼル３等の金融システム安定等を目的とした国際的な金融規制見直

しの議論の進捗を踏まえ、カウンター・シクリカル・バッファーの運用枠

組みに関する監督指針の整備を実施しました。  

② 円滑な破綻処理のための態勢の整備 

ア. 破綻処理の態勢整備の充実 

・ 28 年度においては、関係機関と連携の下、破綻処理の円滑化・迅速化に

係る各種協議を行いました。 



イ. 名寄せデータの精度の維持・向上 

・ 名寄せデータの整備状況について、28 年度においては、預金保険機構と

連携し、預金取扱金融機関の検査等を通じて検証を実施しました。 

年
度

本庁実施 財務局実施 預金保険機構実施 計 

合

計 銀
行

信
用
金
庫

信
用
組
合

労
働
金
庫

銀
行

信
用
金
庫

信
用
組
合

労
働
金
庫

銀
行

信
用
金
庫

信
用
組
合

労
働
金
庫

銀
行

信
用
金
庫

信
用
組
合

労
働
金
庫

24 20 0 0 0 4 36 16 1 12 28 10 0 36 64 26 1 127 

25 4 0 0 0 2 21 19 2 21 20 10 0 27 41 29 2 99 

26 0 0 0 0 0 6 1 0 24 17 1 0 24 23 2 0 49 

27 0 0 0 0 0 0 1 0 21 21 4 2 21 21 5 2 49 

28 0 0 0 0 0 0 0 0 20 8 3 0 20 8 3 0 31 

（出所）検査局調 

（注１）信用金庫には信金中央金庫、信用組合には全国信用協同組合連合会、労働

金庫には労働金庫連合会を含む。 

（注２）実施件数は検査着手ベース。 

施策の 

予算額・執行額等 

区 分 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 42 42 10 10

補正予算 － － － －

繰 越 等 － －

合 計 42 42

執行額（百万円） － －

学識経験を有する者 

の知見の活用 
第 26 回 政策評価に関する有識者会議（29 年６月 26 日） 

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

【測定指標①】 

・「「主要行等向けの総合的な監督指針」等（案）に対するパブリック

コメントの回答等について」（金融庁 29年3月31日公表） 

担当部局名 

監督局 

総務課監督調査室、総務課健全性基準室、総務課信用機構対応室、

総務課協同組織金融室、総務課郵便貯金・保険監督参事官室、銀行

第一課、銀行第二課 

検査局総務課 



政策評価実施時期 平成 29 年６月 



平成 28 年度 実績評価書 
金融庁 28（施策Ⅱ－１） 

施策名 利用者が安心して金融サービスを受けられるための制度・環境整備 

施策の概要 

金融サービスの利用者の保護が図られるために、金融実態に則した利

用者保護ルール等を整備し、利用者が金融商品・サービスを安定して利

用できるような利用者の信頼度の高い金融システムの構築を図ること

としている。 

また、制定した利用者保護ルールの運用状況を注視し、そのフォロー

アップを適切に行うとともに、金融関連犯罪の防止等に取り組むことと

している。 

達成すべき目標 金融サービスの利用者の保護が図られること 

目標設定の 

考え方・根拠 

金融サービスの利用者が各種リスクを十分に理解し、金融商品・サー

ビスを安心して受けられるよう、利用者保護のための相談等の枠組みの

充実等、周辺環境の整備を図る。 

また、その業務の公共性を十分に認識した上で、金融機関の法令等遵

守態勢の確立されることが必要であることから、法令等遵守に対する適

切な行政対応を行う。 

これらの環境整備を行ったうえで、必要に応じて金融実態に対応した

利用者保護ルール等を整備する。 

【根拠】 

・各業法の目的規定、各監督指針 

・金融・資本市場競争力強化プラン（平成19年12月21日） 

・多重債務問題改善プログラム 

 （19年４月20日多重債務者対策本部決定） 

・預貯金者保護法、振り込め詐欺救済法、消費者基本計画 

 （27年３月24日） 

測定指標 

指標① [主要]利用者保護のための制度整備の進捗状況 【達成】 

28 年度 

目 標 
所要の政令・内閣府令の整備 

28 年度 

実 績 

・ 仮想通貨と法定通貨の交換業者に対し登録制を導入し、利用者保護の

ための体制整備等を求める「情報通信技術の進展等の環境変化に対応す

るための銀行法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 62 号）が第

190 回国会で成立、同年６月に公布されました。これを受けて、政令等

の整備のための検討を行い、パブリックコメント等の手続を経て、29 年

３月に当該政令等を公布しました（同年４月から施行）。 

指標② [主要]預金取扱金融機関における更なる態勢整備 【達成】 

28 年度 

目 標 

必要に応じて監督指針等の改正を行い、監督上の着眼点の明確化を行うと

ともに、顧客ニーズに即したサービス提供、顧客の信頼・安心感の確保等

の観点からより優れた業務運営に向けモニタリングを行う 



28 年度 

実 績 

・ 平成 28 事務年度金融行政方針を踏まえ、顧客の信頼・安心感の確保等

の観点から、預金取扱金融機関への定期及び随時のヒアリング等のモニ

タリングやサイバーセキュリティ演習等を通じ、情報セキュリティ管理

態勢の整備状況やサイバーセキュリティに係る体制整備状況を検証しま

した。 

指標③ [主要]保険会社等における更なる態勢整備 【達成】 

28 年度 

目 標 

必要に応じ顧客保護と利用者利便の向上の観点から監督指針等の改正を行

うとともに、顧客のニーズや利益に真に適う商品の提供等に向けた更なる

態勢整備を促していく 

28 年度 

実 績 

・ 保険会社の提供するサービスが、顧客の利益につながるような持続可

能なものとなっているか、商品開発及び販売の両面からモニタリングを

実施しました。 

・ 商品開発の予見性、効率性、迅速性向上の観点から商品審査の在り方

等について保険会社と定期的な意見交換を実施するとともに、審査にお

いて当局と保険会社が合意に至った考え方を事例集として取りまとめま

した。 

・ 28 年５月施行の改正保険業法において、新たに情報提供義務や意向把

握・確認義務が導入されたことから、保険会社や保険募集人における対

応状況等を確認しました。 

これらの取組は、保険会社等における更なる適切な態勢整備に一定の効

果が見込まれるものと考えています。 

指標④ [主要]金融商品取引業者等における更なる態勢整備 【達成】 

28 年度 

目 標 

自主規制機関とも連携しつつ、監督指針の改正等を通じて監督上の着眼点

を明確化するとともに顧客の信頼・安心感の確保等の観点からより優れた

業務運営に向けモニタリングを行う 

28 年度 

実 績 

・ 平成 28事務年度金融行政方針を踏まえ、顧客のニーズを踏まえた商品

の提供や資産運用能力の向上のため、金融商品取引業者等の経営の考え

方、業績評価、現実に提供されている金融商品・サービス等について、

ヒアリング等を通じて実態把握及び検証を行いました。 

指標⑤ [主要]貸金業者における更なる態勢整備 【達成】 

28 年度 

目 標 

必要に応じて監督指針等の改正を行い、自主規制機関等と連携しながら、

貸金業者における更なる態勢整備を促すよう指導・監督を行う 

28 年度 

実 績 

・ 28 年９月に障害者への対応に係る貸金業者向けの総合的な監督指針の

改正を行うとともに、同年 10 月に監督上の重点事項を作成しました。こ

れらの前後を通して、貸金業者については、監督指針等に基づいて適切

な態勢整備を行うよう指導・監督を行いました。 

指標⑥ 
[主要]前払式支払手段発行者及び資金移動業者における更なる態

勢整備 
【達成】 

28 年度 

目 標 

必要に応じて事務ガイドラインの改正を行い、前払式支払手段発行者及び

資金移動業者における更なる態勢整備を促すよう指導・監督を行う 



28 年度 

実 績 

・ 28 年９月に障害者への対応に係る事務ガイドラインの改正を行うとと

もに、同年 10 月に監督上の重点事項を作成しました。さらに、前払式支

払手段発行者については、同年８月にサーバ型前払式支払手段を悪用し

た架空請求等詐欺被害への対応に係る事務ガイドラインの改正を行いま

した。これらの前後を通して、前払式支払手段発行者及び資金移動業者

については、事務ガイドライン等に基づいて適切な態勢整備を行うよう

指導・監督を行いました。 

指標⑦ 「金融サービス利用者相談室」における相談等の受付状況等 【未達成】 

基準値 実 績 目標値 

27 年度 28 年度  28 年度 

 35,843 件 35,037 件  40,000 件 

指標⑧ 
①外部への講師派遣 

②相談室職員研修への対応状況 
【未達成】 

基準値 実 績 目標値 

27 年度 28 年度  28 年度 

①５回 

②５回 

①３回 

②５回 

①５回 

②５回 

指標⑨ 
総務省関東行政評価局開設の東京総合行政相談所での相談会の実

施 
【未達成】 

基準値 実 績 目標値 

27 年度 28 年度  28 年度 

 10 回 10 回  12 回 

指標⑩ 金融庁・財務局開催のシンポジウムにおける相談会の実施 【未達成】 

基準値 実 績 目標値 

27 年度 28 年度  28 年度 

 ５回 ４回  ５回 

指標⑪ 金融トラブル連絡調整協議会の開催状況 【達成】 

基準値 実 績 目標値 

27 年度 28 年度  28 年度 

２回 ２回  ２回 

・ 金融トラブル連絡調整協議会においては、各指定紛争解決機関の業務運営態勢等につ

いて、監督指針に定められた全ての項目を検証し、改善策を講じるなどの取組を行いま

した。 

指標⑫ 不正利用口座への対応状況 【達成】 

28 年度 

目 標 
金融機関において利用停止等の措置を実施 

28 年度 

実 績 

・ 金融庁及び全国の財務局等から金融機関に対して情報提供を行い、28

年４月から 29 年３月までの間に、236 件の利用停止、208 件の強制解約

等の措置を行いました。 



指標⑬ 
偽造キャッシュカード等による被害の防止のためのセキュリティ

対策の実施状況 
【達成】 

28 年度 

目 標 

偽造キャッシュカード等による被害の防止のため、金融機関におけるセキ

ュリティ対策の向上に向けた取組を促すよう指導・監督を行う 

28 年度 

実 績 

・ 平成27事務年度金融行政方針において、「偽造・盗難キャッシュカード、

盗難通帳への対応」及び「インターネット等を利用した非対面取引の安

全対策・不正送金への対応」を重点施策と定めており、金融機関におけ

るセキュリティ対策等の取組状況を検証しました。 

・ 偽造キャッシュカードやインターネットバンキング不正送金被害等に

対する注意喚起の観点から、引き続き、被害発生状況及び金融機関によ

る補償状況を四半期毎に当庁ウェブサイトにおいて公表しました（28年

６月、９月、12月及び29年３月）。 

・ 金融犯罪被害を減らすため、金融機関に対して各種セキュリティ対策

等の向上を促す観点から、偽造キャッシュカードやインターネットバン

キング等に係るセキュリティ対策の導入状況についてアンケート調査を

実施しました。（その結果については、当庁ウェブサイトにおいて公表予

定です（29 年８月）） 

指標⑭ 振り込め詐欺救済法に基づく被害者への返金の状況 【達成】 

28 年度 

目 標 

振り込め詐欺救済法に基づく被害者への返金については、引き続き、返金

制度の周知徹底を図るとともに、金融機関による「被害が疑われる者」に

対する積極的な連絡等の取組を促す 

28 年度 

実 績 

・ 振り込め詐欺救済法に基づく被害者への返金制度等について引き続き

金融庁ウェブサイトに掲載を行う等、広く一般国民に向けて周知を行い

ました。また、金融機関による「被害が疑われる者」に対する積極的な

連絡等の取組を促しました。これらの取組により、被害者の申請に基づ

く返金額について、28年度は約 18 億円となっています。 

指標⑮ 多重債務者相談窓口の周知・広報に係る活動状況 【達成】 

28 年度 

目 標 
相談窓口について多様な手段により効果的に広報活動を行う 

28 年度 

実 績 

・ 金融庁及び財務局等において、消費者及び事業者向けの相談窓口を記

載したリーフレット等を作成し、自治体や関係団体に配布したほか、イ

ンターネットを含む様々な媒体を活用し、相談窓口の周知・広報を行い

ました 

指標⑯ 
財務局による管内自治体の相談員等向け研修の参加市区町村数

（延べ数） 
【達成】 

基準値 実 績 目標値 

27 年度 28 年度  28 年度 

716 

市区町村 

680 

市区町村 

650 

市区町村 

指標⑰ [主要]無登録業者等に対する適切な対応 【達成】 

28 年度 

目 標 

無登録業者の詐欺的な投資勧誘等についての注意喚起や、個別の無登録業

者への適切な対応を行う 



28 年度 

実 績 

・ 金融庁において、無登録業者による悪質な投資勧誘等について、警告

書の発出・公表を 60 件実施しました。 

・ 証券取引等監視委員会において、無登録業者に関し 28年度に無登録で

ファンドを販売・勧誘する行為等が認められた１件の事案について、裁

判所への禁止命令等の申立てを行いました。 

・ 29 年１月、政府広報として、「金融商品の詐欺的勧誘に関する注意」

について音声広報ＣＤ「明日への声」を発行しました。 

・ 29 年２月、政府広報として、新聞各紙に悪質な投資勧誘への注意を促

す広告を掲載しました。 

指標⑱ 
[主要]法令違反行為等が認められた適格機関投資家等特例業務届

出者に対する適切な対応及び行政処分等の勧告の実施状況 
【達成】 

28 年度 

目 標 

「金融商品取引法の一部を改正する法律」の施行（28 年３月）により、新

たに行政処分権限が備わったことから、検査・監督対応において法令違反

行為等が認められた適格機関投資家等特例業務届出者については、必要に

応じて業務廃止命令等の行政処分を含めた対応を行うよう努める 

28 年度 

実 績 

・ 金融庁において、販売・勧誘の際の虚偽告知や顧客資産の流用等の法

令違反行為等が認められた適格機関投資家等特例業務届出者 13 者につ

いて、警告書の発出・公表を実施しました。 

・ 法改正により当局に行政処分権限が付与されたことを踏まえ、連絡が

取れないこと、法施行後６か月以内に提出が必要な届出書の未提出及び

投資家保護上の問題等を理由として、適格機関投資家等特例業務届出者

513 者に対して、行政処分を実施しました。 

参考指標 

指標① 行政処分の実施状況＜内容・件数＞ 

28 年度 

実 績 

・ 28 年 4 月から 29年 3 月にかけて、536 社に対する行政処分を公表しま

した。 

指標② 各指定紛争解決機関における苦情処理・紛争解決手続の実施状況＜受付件数等＞ 

28 年度 

実 績 

・ 苦情処理手続受付件数 8,501 件、紛争解決手続受付件数 1,148 件（27

年度） 

・ 苦情処理手続受付件数 8,283 件、紛争解決手続受付件数 1,267 件（28

年度） 

指標③ 金融機関への口座不正利用に係る情報提供件数 

28 年度 

実 績 

・ 金融庁及び全国の財務局等から金融機関に対して、492 件の情報提供

を行いました。（27 年度：695 件） 

指標④ 偽造キャッシュカード等による被害発生等の状況＜件数・金額＞ 

28 年度 

実 績 

・各類型による被害発生状況は以下のとおりです。 

① 偽造キャッシュカード：261 件、91 百万円（27 年度：382 件、174 

                           百万円） 

② 盗難キャッシュカード：3,622 件、2,351 百万円（27 年度：2,875 件、

1,647 百万円） 

③ 盗難通帳        ：52 件、20 百万円（27 年度：103 件、64 

                           百万円） 



④ インターネットバンキング：748 件、1,101 百万円（27 年度：1,542 

件、2,444 百万円） 

指標⑤ 
振り込め詐欺救済法に基づく被害者への被害回復分配金の支払状況＜金額＞  

※預金保険機構公表資料 

28 年度 

実 績 

・ 134 億円（被害者への返金額（28 年度末までの累計））（前年度末：115

億円） 

指標⑥ 振り込め詐欺被害発生状況・被害額＜件数・金額＞ ※警察庁公表資料 

28 年度 

実 績 

・ 28 年度の振り込み詐欺等の被害は、14,151 件、約 406 億円です。（27

年：13,824 件、約 482 億円） 

指標⑦ 財務局等及び地方自治体における多重債務相談窓口の設置状況 

28 年度 

実 績 

・ 28 年９月末時点では、1,723 市区町村（約 99%）です。（27 年９月末時

点：1,723 市区町村（約 99％））） 

指標⑧ 財務局等及び地方自治体における多重債務相談の状況 

28 年度 

実 績 

・ 28 年度上半期合計は、約１万７千件です。（27 年度上半期合計：約２

万５千件、27 年度合計：約４万３千件） 

指標⑨ 無登録業者等に対する警告書の発出・公表件数 

28 年度 

実 績 
・ 60 件（27 年度：131 件） 

指標⑩ 無届けで募集等を行っている者に対する警告書の発出・公表件数 

28 年度 

実 績 
・ ０件（27 年度：２件） 

指標⑪ 無登録業者等及び無届募集に係る裁判所への申立て件数 

28 年度 

実 績 
・ １件（27 年度：３件） 

指標⑫ 
法令違反行為等が認められた適格機関投資家等特例業務届出者の検査結果等の公

表件数、行政処分等の勧告の実施状況 

28 年度 

実 績 
・ 23 件（27 年度：17件）※23件のうち 13 件は行政処分等の勧告を実施

指標⑬ 証券・金融商品あっせん相談センターにおける苦情件数 

28 年度 

実 績 
・ 1,226 件（27 年度：1,374 件） 

指標⑭ 生保協会、損保協会、保険オンブズマン等における苦情件数 

28 年度 

実 績 
・ 15,192 件（27 年度：16,052 件） 

評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ａ（目標達成） 

【判断根拠】 金融サービスの利用者の保護等の観点から、法制度整備、

監督業務の実施や苦情・相談事案の実態把握など、利用者が

安心して金融サービスを受けられるための制度・環境整備を

進めました。 

「金融サービス利用者相談室」における相談等の受付状況



等について、詐欺的な投資勧誘に関する相談件数が減少した

こと等の理由により、一部の測定指標について目標を達成で

きていませんが、その他主要な測定指標の目標はすべて達成

となっていることから、「Ａ」としました。 

施策の分析 

【必要性】 金融商品・サービスの多様化・高度化が進む中、金融実態

に則した利用者保護ルール等を整備することや制定した利

用者保護ルールの運用状況について適切にフォローアップ

していくことが必要であると考えています。 

【効率性及び有効性】 利用者が安心して金融サービスを受けられる環境の整備

に向けて、金融審議会での議論、業界団体との意見交換や金

融サービス利用者相談室で受け付けた相談等を踏まえつつ

検討を行うことにより、効率的かつ有効な取組を進めること

ができています。 

今後の課題・ 

次期目標等への 

反映の方向性 

【今後の課題】 金融取引が高度化・複雑化し、市場の変動も激しい中にお

いては、引き続き、利用者が安心して金融サービスを受けら

れるための制度・環境整備を進めていく必要があります。ま

た、金融機関等による法令等遵守態勢の確立も重要であり、

引き続き、各種紛争解決機関や相談窓口との連携及び当局で

の相談体制の強化を図るとともに、金融機関等が法令を遵守

しているか適時・適切に各業者に確認するなど、問題事案の

早期発見のため適切な監督に努める必要があります。 

【 施 策 】
利用者が安心して金融サービスを受けられるための制

度・環境整備に向けて、利用者保護のために必要な制度整備

や金融機関等の適切な態勢整備を促すための指導・監督など

について、引き続き取組を進めていきます。 

【測定指標】 ① 引き続き、利用者保護の観点から、所要の政令・内閣府

令の整備など、制度整備を進めていきます。 

② 引き続き、預金取扱金融機関の適切な体制整備を促すた

め、銀行法、監督指針等を踏まえ、指導・監督してきます。

③ 引き続き、保険会社の適切な態勢整備を促すため保険業

法、監督指針等を踏まえ、指導・監督を行っていきます。

④ 引き続き、金融商品取引業者等の適切な態勢整備を促す

ため、金商法、監督指針等を踏まえ、指導・監督を行って

いきます。

⑤ 引き続き、貸金業者の適切な態勢整備を促すため貸金業

法、監督指針等を踏まえ指導・監督を行っていきます。 

⑥ 引き続き、前払式支払手段発行者及び資金移動業者の適

正な態勢整備を促すため資金決済法、事務ガイドライン等

を踏まえ指導・監督を行っていきます。 

  また、29 年４月１日から、改正資金決済法が施行され、



29 年度から仮想通貨交換業者が新たに監督対象となった

ことから、本指標に仮想通貨交換業者を追加するととも

に、仮想通貨交換業者についても、適正な態勢整備を促す

ため、資金決済法、事務ガイドライン等を踏まえ指導・監

督していきます。 

⑦ 引き続き、金融サービス利用者相談室で受け付けた相談

等の件数やその活用状況を四半期毎に公表し、また、寄せ

られた相談等のうち利用者に注意喚起する必要があるも

のについては、ウェブサイト上に掲載している「利用者か

らの相談事例等と相談室からのアドバイス等」において紹

介することとします。また、利用者からの利便性の向上を

図るため、金融サービス利用に伴うトラブルの発生の未然

防止などに向け事前相談の提供を充実させることとしま

す。 

⑧ 引き続き外部への講師派遣を実施していきます。 

⑨ 引き続き当相談室の職員に対する研修を計画し、着実に

実行していきます。 

⑩ 引き続き金融庁・財務局開催のシンポジウムにおける相

談会を実施していきます。なお、総務省行政評価局開設の

東京行政相談所での相談会については、相談実績等を踏ま

え実施を見直すこととします。 

⑪ 引き続き、金融ＡＤＲ制度の円滑な運営のため、金融ト

ラブル連絡調整協議会の枠組みも活用した金融ＡＤＲ制

度の運用状況のフォローアップを実施し、必要に応じ、更

なる改善を図る点について検討を行います。 

⑫ 利用者保護のため、引き続き不正利用口座への対応状況

を確認します。 

⑬ 利用者保護のため、引き続き偽造キャッシュカード等の

金融犯罪被害の防止のためのセキュリティ対策の実施状

況を確認しますが、特に、インターネットバンキングによ

る犯罪手口が高度化･巧妙化し、被害が拡大していること

から、測定指標の見直しを行います。 

⑭ 引き続き、振り込め詐欺救済法に基づく返金制度の周知

を図ります。 

⑮ 引き続き、多重債務者相談窓口について多様な手段によ

り効果的に広報活動を行います。 

⑯ 投資者保護のため、引き続き無登録で金融商品取引業を

行う者の名称等について公表するとともに、裁判所への申

立ての実施状況を確認します。 

⑰ 投資者保護のため、引き続き警告書の発出を行った適格

機関投資家等特例業者の名称等について公表していきま

す。 



主な事務事業の取組内容・評価 

① 顧客のニーズに適合した金融サービスを安心して享受できるための制度・環境整備 

・ 利用者保護等の観点に留意しつつ、所要の政令・内閣府令の整備を行

いました。その他、必要に応じ、制度の見直しの検討を行いました。 

・ 金融監督上重要なテーマについて業界横断的な実態の把握・分析、課

題の抽出を行う等実態把握を行うとともに、より優れた業務運営に近づ

く観点からの対話を重ねました。なお、モニタリングの中で、法令違反

の事実や内部管理態勢上の問題・改善の余地等が確認された場合には、

的確・厳正な判断の下、業務改善命令・業務停止命令等の行政処分も含

めて機動的な対応を行い、金融機関等における業務改善の実施状況を適

切にフォローアップするとともに、再発防止・内部統制環境の維持・向

上に努めました。 

・ 預金取扱金融機関については、真に顧客のためになるサービス提供を

通じた顧客の利益の実現を図るとともに、金融サービスを安心して利用

できる環境を整備する観点からモニタリングを実施しました。 

・ 保険会社等においては、顧客のニーズ及び知識・経験等に留意したわ

かりやすい説明を行うための態勢整備がなされているか等の観点から指

導・監督を行いました。 

・ 保険会社や保険募集人における改正保険業法施行後の対応状況等を確

認するため、28年 10 月から 12 月までの間、保険代理店（全 100 店）に

対するヒアリングを実施し、その結果を公表しました。 

・ 金融行政方針を踏まえ、顧客のニーズを踏まえた商品の提供や資産運

用能力の向上のため、金融商品取引業者等の経営の考え方、業績評価、

現実に提供されている金融商品・サービス等について、ヒアリング等を

通じて実態把握及び検証を行いました。昨年度に引き続き、特に、投資

信託の提供において、顧客のニーズや利益に適う商品が提供されている

かとの観点からヒアリングを行いました。 

・ 貸金業者・前払式支払手段発行者・資金移動業者については、障害者

への対応等に関し、貸金業者向けの総合的な監督指針及び事務ガイドラ

インの改正を行い、監督上の着眼点等を追加しました。 

  また、監督上の重点事項を作成し、財務局等と連携の上、監督の強化

に努め、経営実態及び業務運営態勢の適切な把握等に効果があったもの

と考えています。 

② 当局における相談体制の充実

・ 金融サービス利用者の利便性向上のため、金融サービス利用者相談室

において利用者からの相談等に一元的に対応し、当室で受け付けた相談

等の件数を四半期毎に公表しました（28 年７月、28 年 10 月、29 年１月、

29 年４月）。28 年度の相談等の受付件数は 35,037 件となっています。

受け付けた相談等の情報は金融機関等に対するヒアリングや検証等、金

融行政を行う上で貴重な情報として活用しています。 

寄せられた相談等のうち利用者に注意喚起する必要があるものについ

ては、ウェブサイトに掲載している「利用者からの相談事例等と相談室 



からのアドバイス等」において紹介しています。25 年 10 月から四半期

毎に「詐欺的な投資勧誘に関する情報の受付状況」を公表し、28 年度に

おいても継続しています。26 年７月からは、事前相談の受付件数の公表

を開始しています。 

なお、電話等での受付のほかに、金融庁・財務局が開催するシンポジ

ウムにおいて相談会を実施するなどして当相談室のＰＲを行うととも

に、利用者相談の機会拡大、利用者保護の充実を図っています。 

・ 金融サービス利用者相談室職員を大学の連携講義に講師として派遣し、

金融サービス利用者相談室に寄せられた金融トラブルに関する事例を紹

介するなど、金融トラブルの予防的アドバイスの提供を行いました。 

・ これらの施策により、相談体制等の質の向上、利用者の保護の充実に

資することができたと考えています。

③ 金融ＡＤＲ（裁判外紛争解決）制度の円滑な運営 

・ 金融トラブル連絡調整協議会（指定紛争解決機関（以下「指定機関」

という。）、学識経験者・消費者団体及び弁護士等によって構成）等の枠

組みも活用し、金融ＡＤＲ制度の運用状況のフォローアップを実施し、

必要に応じ、改善を図りました。 

・ 指定機関向け監督指針に沿った監督を通じて、利用者の信頼性向上や

各指定機関の特性を踏まえた運用の整合性の確保を図りました。また、

金融ＡＤＲ連絡協議会（すべての指定機関によって構成）を活用し、指

定機関間の連携強化に取り組みました。 

④ 多重債務者のための相談等の枠組みの整備 

・ 多重債務者相談の主要な担い手である自治体の主体的な取組を促すと

共に、相談者が各自治体などの相談窓口を訪れる契機とするため、これ

ら相談窓口の認知度向上を図るための周知・広報の取組を実施しました。

・ 財務局の多重債務者向け相談窓口においても、直接相談を受け付ける

ほか、各局において自治体の相談員や関係部局の職員等向けに研修会を

開催する等、各局管内の都道府県、市区町村における相談体制の強化を

バックアップしました。 

⑤ 金融関連の犯罪等に対する厳正かつ適切な対応 

○ 振り込め詐欺等への対応及び不正利用口座に関する対応については、

以下の取組を実施しました。 

・ 平成 27 事務年度金融行政方針において、「振り込め詐欺等への対応」

として、振り込め詐欺等の犯罪の撲滅に向けた対策に努めているかの検

証を重点施策と定めました。 

・ 28 年の振り込め詐欺等の認知件数・被害総額（警察庁公表）は、14,151

件・約 476 億円（対前年比＋327 件・▲76 億円）と、引き続き高水準で

あるものの、高齢者の高額払戻しの際に金融機関職員から警察に通報す

る等の対応により、被害を阻止した件数は 13,140 件・阻止率 49.8％（対

前年比＋808 件・＋0.7％）と増加しており、振り込め詐欺等の防止に向

けた取組は、一定の効果があったと考えています。 

・ 預金口座の不正利用情報（受付期間：28 年４月から 29年３月まで）に



ついては、金融庁及び全国の財務局等から、金融機関及び警察庁に 492

件の情報提供を行いました。このうち、金融機関は、236 件の利用停止、

208 件の強制解約等の措置を行っており、預金口座の不正利用防止に向け

た取組は、一定の効果があったと考えています。 

○ 振り込め詐欺等の被害者の財産的被害の迅速な回復等のため、引き続

き、①官民一体による返金制度の周知徹底を図るとともに、②金融機関

から被害者への返金状況の把握等を通じて、金融機関による返金に係る

取組を促す、③預保納付金を用いた犯罪被害者等支援事業の周知徹底を

図るなど、振り込め詐欺救済法（20 年６月施行）の円滑な運用に取り組

みました。これらの取組により、被害者の申請に基づく返金額について、

28 年度は約 18億円となっています。 

○ 偽造キャッシュカード等による被害の防止等のための対応について

は、以下の取組を実施しました。 

・ 平成 27 事務年度金融行政方針において、「偽造・盗難キャッシュカー

ド、盗難通帳への対応」及び「インターネット等を利用した非対面取引

の安全対策・不正送金への対応」を重点施策と定めました。また、イン

ターネットバンキング被害の未然防止に向けた取組を推進する観点か

ら、全銀協がインターネットバンキング利用者向けの注意喚起チラシを

作成するに当たって協力しました。 

・ 25 年よりインターネットバンキングを使用した不正送金事案が急増し、

引き続き高水準で推移していることを踏まえ、業界団体との意見交換会

等を通じて、顧客保護及びセキュリティ強化の観点から、万全の対策を

講じるように要請しました。 

・ 29 年 3 月末時点でのＡＴＭ及びインターネットバンキングのセキュリ

ティ対応の状況は、アンケート調査によると以下のとおりであり、金融

機関の情報セキュリティ向上に向けた取組は着実に行われているものと

考えています。 

（各預金取扱金融機関における対応状況） 

ａ．ＩＣキャッシュカード対応ＡＴＭの全体がＡＴＭに占める割合：

96.0％（対前年度比＋1.4％） 

ｂ．生体認証機能付ＩＣキャッシュカード対応ＡＴＭが全体のＡＴＭ

に占める割合：50.6％（対前年度比＋1.1％） 

ｃ．ＩＣキャッシュカード導入済金融機関：88.5％（対前年度比＋

0.4％） 

ｄ．生体認証機能付ＩＣキャッシュカード導入済金融機関：20.9％（対

前年度比－0.5％） 

ｅ．個人向けインターネットバンキングにおける本人認証において可

変パスワード導入済金融機関：99.6％（対前年度比＋0.4％） 

ｆ．法人向けインターネットバンキングにおける本人認証において可

変パスワード導入済金融機関：96.8％（対前年度比＋0.5％） 



○ 金融商品取引法違反の無登録業者については、以下の取組を実施しま

した。 

・ 金融庁において、無登録業者による悪質な投資勧誘等について、警告

書の発出・公表を 60 件実施しました。 

・ 29 年１月、政府広報として、「金融商品の詐欺的勧誘に関する注意」に

ついて音声広報ＣＤ「明日への声」を発行しました。 

・ 29 年２月、政府広報として、新聞各紙に悪質な投資勧誘への注意を促

す広告を掲載しました。 

  これらの取組を実施することで、投資者被害拡大の防止や同様の違反

行為等の未然防止に努めました。 

・ 金融庁において、販売・勧誘の際の虚偽告知や顧客資産の流用等の法

令違反行為等が認められた適格機関投資家等特例業務届出者13者につい

て、警告書の発出・公表を実施しました。 

また、法改正により当局に行政処分権限が付与されたことを踏まえ、

連絡が取れないこと、法施行後６か月以内に提出が必要な届出書の未提

出及び投資家保護上の問題等を理由として、適格機関投資家等特例業務

届出者 513 者に対して、行政処分を実施しました。 

これらの取組を実施することで、投資者被害拡大の防止や同様の違反

行為等の未然防止に努めました。 

施策の 

予算額・執行額等 

区 分 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 29 37 24 17

補正予算 － － － －

繰 越 等 －

合 計 29

執行額（百万円） 22

学識経験を有する者 

の知見の活用 
第 26 回 政策評価に関する有識者会議（29 年６月 26 日） 

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

【測定指標①】 

・銀行法施行令等の一部を改正する政令等 

(http://www.fsa.go.jp/news/28/ginkou/20170324-1.html) 

【測定指標②】 

・平成 28事務年度金融行政方針（金融庁 28 年 10 月 21 日公表） 

【測定指標③】 

・「改正保険業法の施行後の保険代理店における対応状況等につい

て」（金融庁 29 年２月 16 日公表） 

【測定指標④】 

・平成 28事務年度金融行政方針（金融庁 28 年 10 月 21 日公表） 

【測定指標⑤】 

・「主要行等向けの総合的な監督指針」等の一部改正（案）に対する

パブリックコメントの結果等について（金融庁 28 年９月９日公



表） 

【測定指標⑥】 

・「事務ガイドライン（第三分冊：金融会社関係）の一部改正（案）」

に対するパブリックコメントの結果等について（金融庁 28 年８

月４日公表）（前払式支払手段発行者のみ） 

・「主要行等向けの総合的な監督指針」等の一部改正（案）に対する

パブリックコメントの結果等について（金融庁 28 年９月９日公

表） 

【測定指標⑦】 

・「金融サービス利用者相談室」における相談等の受付状況等（金融

庁 28 年７月 29 日、10月 31 日、29 年１月 31日、４月 28日公表）

【測定指標⑪】 

・第 51 回金融トラブル連絡調整協議会資料（28 年６月９日公表） 

・第 52 回金融トラブル連絡調整協議会資料（29 年２月 22 日公表） 

【測定指標⑫】 

・「預金口座の不正利用に係る情報提供件数等について」（金融庁 29

年４月 28日公表） 

【測定指標⑬】 

・「偽造キャッシュカード問題等に対する対応状況（平成 29 年３月

末）について」（金融庁 29 年６月 16日公表） 

・「偽造キャッシュカード等による被害発生等の状況について」（金

融庁 29 年８月 31 日公表） 

【測定指標⑭】 

・振り込め詐欺等の被害にあわれた方へ 

（http://www.fsa.go.jp/policy/kyuusai/furikome/index.html） 

【測定指標⑮】 

 ・多重債務者相談強化キャンペーン 2016 の実施について

（ http://www.fsa.go.jp/policy/kashikin/campaign/campaign28.h

tml） 

【測定指標⑰】 

・無登録で金融商品取引業を行う者の名称等について 

 （http://www.fsa.go.jp/ordinary/chuui/mutouroku.html） 

・裁判所への申立ての実施状況 

（http://www.fsa.go.jp/sesc/actions/moushitate.htm） 

【測定指標⑱】 

・警告書の発出を行った適格機関投資家等特例業者の名称等につい

て（http://www.fsa.go.jp/ordinary/chuui/tekikaku.html） 

・行政処分事例集 

（http://www.fsa.go.jp/status/s_jirei/kouhyou.html） 



担当部局名 

総務企画局 

企画課、企画課調査室、企画課信用制度参事官室、企画課金融トラ

ブル解決制度推進室、企業開示課、政策課金融サービス利用者相談

室、 

監督局 

総務課、総務課協同組織金融室、総務課金融会社室、総務課郵便貯

金・保険監督参事官室、銀行第一課、銀行第二課、保険課、証券課 

証券取引等監視委員会事務局 

政策評価実施時期 平成 29 年６月 



平成 28 年度 実績評価書 
金融庁 28（施策Ⅱ－２） 

施策名 
資金の借り手が真に必要な金融サービスを受けられるための制度・環

境整備 

施策の概要 

資金の借り手が真に必要な金融サービスを受けられるため、質の高い

金融仲介機能の発揮及び金融機能強化法の適切な運用を図ることとし

ている。 

達成すべき目標 資金の借り手が真に必要な金融サービスを受けられること 

目標設定の 

考え方・根拠 

新成長戦略や金融資本市場及び金融産業の活性化等のアクションプ

ランにおいて、金融業には、実体経済を支え、かつ、それ自身が成長産

業として経済をリードしていく役割が求められている。そのためには、

各金融機関において、資金の借り手に真に必要な金融サービスを提供す

ることが必要である。 

【根拠】 

・「金融・資本市場活性化に向けての提言」（平成25年12月13日） 

・好循環実現のための経済対策（25年12月５日閣議決定） 

・「日本再興戦略」改訂2015（27年６月30日閣議決定） 

・日本経済再生に向けた緊急経済対策（25年１月11日閣議決定） 

・株式会社企業再生支援機構法の一部を改正する法律 

（25年２月26日成立、３月６日公布、３月18日施行） 

・金融資本市場及び金融産業の活性化等のためのアクションプラン

（22年12月24日） 

・平成23年度の経済見直しと経済財政運営の基本的態度 

（23年１月24日閣議決定） 

・地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策 

（26年12月27日閣議決定） 

・第190回国会 衆議院財務金融委員会における麻生財務大臣兼金融

担当大臣の所信表明（28年２月10日） 

・第190回国会 参議院財政金融委員会における麻生財務大臣兼金融

担当大臣の所信表明（28年３月８日） 

・「金融・資本市場活性化に向けての提言」（25年12月13日） 

・「金融・資本市場活性化に向けて重点的に取り組むべき事項（提 

言）」（26年６月12日） 

測定指標 

指標① 貸出態度判断Ｄ．Ｉ． 【 達成 】 

基準値 実 績 目標値 

28 年３月 29 年３月  28 年度 

 20 20 

前年同期 

（28 年３月）の

水準を維持 



指標② [主要]質の高い金融仲介機能の発揮 【 達成 】 

28 年度 

目 標 

金融機関が担保・保証に依存する融資姿勢を改め、事業性評価に基づく融

資や本業支援等の促進 

28 年度 

実 績 

・ 金融機関が、事業性評価に基づく融資や本業支援等の取組を通じて、

取引先企業の成長や地域経済の活性化等に貢献していくためには、自身

の取組の進捗状況や課題等について客観的に自己評価することが重要で

ある。こうした考え方の下、企業ヒアリング・アンケート調査の結果や

「金融仲介の改善に向けた検討会議」での議論等を踏まえ、金融機関に

おける担保・保証への依存、事業性評価に基づく融資や本業支援等の状

況を客観的に評価できる多様な指標（「金融仲介機能のベンチマーク」）

を策定・公表し、金融機関に対し、取組の自己評価を促しました。 

・ 金融機関の金融仲介の質の向上に向けた取組の実態把握の結果や、「金

融仲介機能のベンチマーク」等の客観的な指標を活用し、金融機関との

間で深度ある対話を行い、顧客企業のニーズを踏まえた取組を促しまし

た。 

・ 金融機関の事業性評価の実施状況や体制の整備状況について、引き続

きモニタリングを実施し、金融機関との議論の過程で確認された事例や

課題について、業界団体との意見交換会を通じて広く周知を行いました。

指標③ 
「経営者保証に関するガイドライン」の融資慣行としての浸透・

定着 
【 達成 】 

28 年度 

目 標 

「経営者保証に関するガイドライン」の周知・広報及び金融機関等による

積極的な活用の促進 

28 年度 

実 績 

・ 金融機関等によるガイドラインの積極的な活用を通じ、ガイドライン

が融資慣行として浸透・定着するよう、関係機関と連携して、政府広報

等においてガイドラインの周知・広報を実施しました。 

・ 民間金融機関におけるガイドラインの活用実績の集計結果を公表しま

した。また、27 年４月以降の活用実績については、新規融資全体に占め

る無保証融資の割合も公表しました。 

・ 金融機関等により広く実践されることが望ましい取組を取りまとめた

参考事例集（26 年６月公表）に、新たな取組事例を追加した改訂版を公

表しました（29年４月）。 

・ 金融機関等に対し、中小企業等の顧客への積極的なガイドラインの周

知を改めて要請しました。 

・ ガイドライン及びその活用状況をより広く周知するために、金融機関

による開示を更に促す旨を「平成 28 事務年度金融行政方針」に明記する

とともに、業界団体との意見交換会において、金融機関におけるガイド

ラインの活用状況の開示を促しました。 

・ ガイドラインの活用を積極的に進めている金融機関の組織的な取組を

収集し、業界団体との意見交換会において紹介しました。 

指標④ 
個人版私的整理ガイドラインの運用支援、東日本大震災事業者再

生支援機構の活用促進 
【 達成 】 

28 年度 

目 標 

個人版私的整理ガイドラインの運用支援・周知広報及び東日本大震災事業

者再生支援機構の活用促進 



28 年度 

実 績 

・ 金融機関に対し、東日本大震災事業者再生支援機構や、個人版私的整

理ガイドラインの活用を促しました。 

・ 個人版私的整理ガイドラインの活用促進に関し、マスメディアを活用

した周知広報のほか、自治体の協力を得た仮設住宅等の入居者へのチラ

シの配布、金融機関におけるポスター、チラシの設置及び配付、関係者

と連携した各種相談会の開催などの周知広報を実施しました。 

指標⑤ 

金融機能強化法（震災特例を含む）の活用検討の促進及び同法に

基づき資本参加を実施した金融機関に対する適切なフォローア

ップの実施 

【 達成 】 

28 年度 

目 標 

金融機能強化法（震災特例を含む）について活用の検討を促すとともに、

適切なフォローアップを実施し、計画の履行状況を半期毎に公表 

28 年度 

実 績 

・ 金融機能強化法に基づき１金融機関に対して資本参加を実施しました

（28 年 12 月）。 

・ 金融機能強化法に基づき資本参加を行った金融機関のうち、計画の実

施期間が終了した12金融機関が作成した新しい経営強化計画等を公表し

ました（28 年９月）。 

・ 金融機能強化法に基づく資本参加金融機関における経営強化計画等の

履行状況について、適切にフォローアップを実施し、半期毎にその内容

を公表しました。 

指標⑥ 自然災害被災者債務整理ガイドラインの運用支援 【 達成 】 

28 年度 

目 標 
自然災害被災者債務整理ガイドラインの運用支援・周知広報 

28 年度 

実 績 

・ 金融機関に対し、自然災害被災者債務整理ガイドラインの活用を促し

ました。 

・ 自然災害被災者債務整理ガイドラインの活用促進に関し、平成 28年熊

本地震をはじめとする自然災害の被災者により活用されるよう、マスメ

ディアを活用した周知広報のほか、自治体の協力を得た市町村窓口や避

難所へのチラシの設置、仮設住宅等の入居者へのチラシの配布、金融機

関におけるポスター、チラシの設置及び配付、関係者と連携した各種相

談会の開催などの周知広報を実施しました。 

参考指標 

指標① 
金融サービス利用者相談室における貸し渋り・貸し剥がしに関する情報、金融円滑

化ホットラインにおける情報等の受付状況＜内容・件数＞  

28 年度 

実 績 

・ 当庁の金融サービス利用者相談室における貸し渋り・貸し剥がしに関

する情報及び金融円滑化ホットラインによる情報の受付件数は、25 年：

64 件、26年：42 件、27年：43 件、28 年：96 件と推移しています。 

指標② 法人向け規模別貸出残高（日本銀行「預金・現金・貸出金」） 

28 年度 

実 績 

・ 29 年３月の国内銀行の法人向け融資残高は対前年同月比 3.1％の増加

となっており、うち中小企業向けが対前年同月比 4.0％の増加となってい

ます。 



指標③ 不動産担保・個人保証に過度に依存しない融資の実績（金額） 

28 年度 

実 績 

・ 金融機関全体の ABL の貸出残高については、27 年度末は 23,091 億円 

28 年度末は 27,780 億円となっており、前年度より 4,689 億円の増加とな

っています。 

指標④ 融資先企業ヒアリング等による取引先金融機関に対する企業の評価に関する情報 

28 年度 

実 績 

・ 金融機関における金融仲介機能の発揮に係る取組に対する企業の評価

を把握するため、約 3,200 社の企業に対して、ヒアリングやアンケート

調査を実施し、結果を公表しました（28 年５月）。その中で、担保や保証

に依存した融資等、金融機関の融資姿勢について、引き続き厳しい声が

あることが明らかになった一方、メインバンクと相談して支援を受けた

ことがあると回答した企業の約８割が、「財務内容の改善」等、何らかの

効果があったと認識している等、取組を評価していることも分かりまし

た。 

評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ｂ（相当程度進展あり） 

【判断根拠】 金融機関が、事業性評価に基づく融資や本業支援等の取組

を通じて、取引先企業の成長や地域経済の活性化等に貢献し

ていくためには、自身の取組の進捗状況や課題等について客

観的に自己評価することが重要であるとの認識の下で、金融

機関における金融仲介機能の発揮状況を客観的に評価でき

る多様な指標（「金融仲介機能のベンチマーク」）を策定・公

表しました。これにより、金融機関に対し、取組の自己評価

を促すとともに、ベンチマーク等の客観的な指標を活用し、

金融機関との間で深度ある対話を行い、顧客企業のニーズを

踏まえた取組を促しました（測定指標②）。 

また、「経営者保証に関するガイドライン」の周知・広報

や金融機関によるガイドラインの積極的な活用を促す（測定

指標③）など、全ての測定指標で目標を達成することができ

ました。 

しかしながら、施策の目標（資金の借り手が真に必要な金

融サービスを受けられること）と照らし合わせてみると、融

資先企業ヒアリング等の中で、金融機関の融資姿勢につい

て、企業からは、依然として「担保・保証がないと融資が受

けられない」といった声も聞かれており、引き続き事業性評

価に基づく融資等の取組を促進していく必要があることか

ら、測定結果を「Ｂ」としました。 

施策の分析 

【必要性】 日本経済がデフレから脱却し、力強い成長を実現していく

ため、金融機関には、企業の事業性評価に基づく融資を含む

資金供給や、企業の経営改善・生産性向上・事業再生に向け

た支援等を行い、企業や産業の成長を強力に後押ししていく

ことが求められています。そのため、金融機関による積極的

な金融仲介機能の発揮が重要となっており、金融機関に対し



【効率性】

て、産業の新陳代謝・経済の成長を支える成長資金の供給な

どを促していく必要があると考えています。 

業界団体との意見交換を行いつつ関係省庁や商工会議所

等の民間団体と連携して当庁・財務局のリソースを有効に活

用し、効率的な施策展開を図っているものと考えています。

【有効性】 中小企業等の業況等は持ち直しの動きを示しているほか、

中小企業向け貸出残高は増加傾向にあります。また、金融機

関の貸付条件の変更等の取組は定着しており、金融の円滑化

に向けたこれまでの取組は相応の成果を上げているもの（測

定指標①、②）と考えています。 

今後の課題・ 

次期目標等への 

反映の方向性 

【今後の課題】

【 施 策 】

【測定指標】

資金の借り手が真に必要な金融サービスを受けられるよ

う、引き続き顧客のニーズに即したサービスの提供や事業性

評価に基づく融資等の促進を行っていく必要があります。 

各金融機関による事業性評価に基づく融資等の促進など

の取組は一定程度進捗しているものと考えられますが、引き

続き、金融機関と深度ある対話を進めるとともに、「経営者

保証に関するガイドライン」の周知・広報等に努めることに

より、担保・保証に必要以上に依存しない融資を促していく

必要がある。 

① 中小企業金融の円滑化に向けた取組の効果を把握して

いきます。 

② 企業の事業性評価に基づく融資や本業支援等の促進を

次期目標とし、以下の取組を引き続き実施します。 

・ 金融機関の融資姿勢等の実態を把握し、その結果を踏ま

えて、金融機関と深度ある対話を進めるため、引き続き企

業ヒアリング等を実施していきます。 

・ 金融仲介の質の向上に向けて、金融機関の融資姿勢の実

態把握の結果や「金融仲介機能のベンチマーク」等の客観

的な指標も活用し、事業性評価に基づく融資や本業支援等

の促進について、金融機関との間で深度ある対話を進めて

いきます。 

・ 金融仲介機能の発揮状況について、「金融仲介機能のベ

ンチマーク」等の客観的な指標も活用し、顧客に対して積

極的かつ具体的に開示するように促すとともに、金融機関

による組織的・継続的な優良な取組を公表・表彰していき

ます。 

③ 「経営者保証に関するガイドライン」が融資慣行として

浸透・定着するよう、引き続き周知・広報に努めるととも

に、金融機関等に対して積極的な活用を促していきます。

④ 個人版私的整理ガイドラインの運用支援や東日本大震

災事業者再生支援機構の活用促進も含め、引き続き被災者

支援を促進していきます。 

⑤ 金融機能強化法に基づき資本参加を行った金融機関に



ついて、経営強化計画等の履行状況のフォローアップ・公

表を行うなど、適切な運用に努めていきます。  

⑥ 自然災害被災者債務整理ガイドラインの運用支援も含

め、引き続き被災者支援を促進していきます。 

主な事務事業の取組内容・評価 

① 質の高い金融仲介機能の発揮 

・ 各金融機関の融資姿勢等の取組実態を把握するため、外部の委託業者

を通じて、金融機関の取引先企業にアンケートを送付しました。多くの

取引先企業による個々の金融機関の取組についての評価を得ることで、

金融機関との間で金融仲介の質の向上に向けた、より深度ある対話が期

待されます。 

・ 企業ヒアリング・アンケート調査の結果や「金融仲介の改善に向けた

検討会議」での議論等を踏まえ、金融機関における担保・保証への依存、

事業性評価に基づく融資や本業支援等の状況を客観的に評価できる多様

な指標（「金融仲介機能のベンチマーク」）を策定・公表しました。当該

取組によって、金融機関における金融仲介機能の発揮状況の自己評価や、

積極的かつ具体的な開示を促し、29 年３月末時点で地域銀行の半分程度

が指標を開示しました。 

・ 金融機関に対し、東日本大震災事業者再生支援機構や、個人版私的整

理ガイドラインの活用とともに、被災地域の本格的な復興や被災者の生

活・事業の再建に向けた金融面での支援状況を確認し、被災者にとって

最も適切と考えられる解決策の提案・実行支援を行うよう促しました。 

・ 「自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン」が、平成

28 年熊本地震をはじめとする自然災害の被災者により活用されるよう、

マスメディアによる広報を含め、その運用支援や制度周知を行うととも

に、金融機関に対して、同ガイドラインの利用に係る相談に適切に応じ

ることや周知広報を要請しました。 

② 金融機能強化法の適切な運用 

・ 同法に基づき、新たに１金融機関に対して、28 年 12月に資本参加を実

施しました。 

・ 同法に基づき資本参加を行った金融機関から経営強化計画の履行状況

について、それぞれの営業地域において金融仲介機能が適切に発揮され

ているかフォローアップを行い、その内容を公表しました。 

・ 同法に基づき資本参加を行った金融機関のうち、計画の実施期間が終

了した12の金融機関が地方創生の取組を強化する観点から作成した新し

い経営強化計画等について、28 年９月に公表しました。 

・ これらの取組により、金融機能強化法に基づき資本参加を行った金融

機関の金融仲介機能の強化が図られ、地域経済の活性化への貢献を促す

効果があったと考えています。 



施策の 

予算額・執行額等 

区 分 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 288 247 148 61

補正予算 － － － －

繰 越 等 － －

合 計 288 247

執行額（百万円） 86 29

学識経験を有する者 

の知見の活用 
第 26 回 政策評価に関する有識者会議（29 年６月 26 日） 

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

【測定指標①】 

・全国企業短期経済観測調査（日本銀行 第 168 回：28 年４月１日、

第 172 回：29 年４月３日公表） 

【測定指標②】 

・「金融仲介の改善に向けた検討会議」議事要旨・資料等（金融庁 第

３回：28 年４月 27 日、第４回：28年６月 20 日、第５回：28年９月

15 日、第６回：29 年１月６日、第７回：29 年３月 17 日公表） 

【測定指標③】 

・「経営者保証に関するガイドライン」の活用実績（金融庁 29 年１月

20 日公表） 

・「経営者保証に関するガイドライン」の活用に係る参考事例集改訂版

（金融庁 29 年４月７日公表） 

・年末における中小企業・小規模事業者に対する金融の円滑化につい

て（金融庁 28 年 12 月６日公表） 

・年度末における中小企業・小規模事業者に対する金融の円滑化につ

いて（金融庁 29 年２月 27 日公表） 

・業界団体との意見交換会において金融庁が提起した主な論点（金融

庁 29 年２月開催分：29 年３月 14 日公表、29年３月開催分：29 年

４月 14 日公表） 

【測定指標⑤】 

・全国信用協同組合連合会に対する優先出資の引受け等の決定につい

て（金融庁 28 年 11 月 25 日公表） 

・「経営強化計画」等の履行状況報告書（金融庁 28 年９月 16 日、29

年３月 17日公表） 

・経営強化計画、協同組織金融機能強化方針等（金融庁 28 年９月 16

日、28 年 11 月 25 日公表） 

担当部局名 

監督局 

総務課監督調査室、総務課協同組織金融室、銀行第一課、 

銀行第二課 

総務企画局地域金融企画室 

検査局総務課 



政策評価実施時期 平成 29 年６月 



平成 28 年度 実績評価書 
金融庁 28（施策Ⅱ－３） 

施策名 
資産形成を行う者が真に必要な金融サービスを受けられるための制

度・環境整備 

施策の概要 

国民の資産形成等に真に必要な金融サービスが提供されるため、投資

信託や保険等の金融サービスの提供のあり方、我が国金融機関が国民の

ニーズに合った金融サービスを提供するためのあり方を検討する。こう

したサービスの提供を通じて、個人投資家が安心して投資できる制度・

環境整備を図ることとしている。 

達成すべき目標 
国民の資産形成等のために、真に必要な金融サービスが提供されるこ

と 

目標設定の 

考え方・根拠 

少子高齢化社会が進展している中、我が国経済の持続的な成長を確保

し、国民が成長の果実を享受していくためには、国民に長期的に適切な

投資機会が提供され、資産形成が図られる必要がある。 

【根拠】 

・日本経済再生に向けた緊急経済対策（平成25年１月11日閣議決定） 

・日本再興戦略－JAPAN is BACK－（25年６月14日閣議決定） 

・「日本再興戦略」改訂 2014－未来への挑戦－（26 年６月 24 日閣議

決定） 

測定指標 

指標① 
[主要]金融審議会「市場ワーキング・グループ」における検討

状況 
【達成】 

28 年度 

目 標 
日本の市場・取引所を巡る諸問題についての検討 

28 年度 

実 績 

・ 金融審議会「市場ワーキング・グループ」において報告を取りまとめ、

公表しました（28 年 12 月）。 

・ 上記の報告を踏まえ、「金融商品取引法の一部を改正する法律案」を国

会へ提出しました（29年３月）。 

・ 上記の報告を踏まえ、「顧客本位の業務運営に関する原則」及び「『顧

客本位の業務運営に関する原則』の定着に向けた取組み」を策定し、公

表しました（29年３月）。 

指標② [主要]ＮＩＳＡの普及促進に向けた取組の進捗状況 【達成】 

28 年度 

目 標 

①ＮＩＳＡ関連の税制改正要望提出 

②ＮＩＳＡの周知、広報活動の拡充 

28 年度 

実 績 

家計における安定的な資産形成の実現には、少額からの積立を利用した

長期・分散投資が有効であることを踏まえ、こうした手法による資産形成

を促進する観点からＮＩＳＡの改善に資する税制改正要望を提出しまし

た。その結果、①少額からの長期・積立・分散投資に適した一定の投資信

託に対して定期かつ継続的な方法で投資を行う、つみたてＮＩＳＡの創設

が、平成 29年税制改正で決定されました。また、つみたてＮＩＳＡの制度

趣旨に相応しいものに限定する観点から、対象商品の基準を定める告示の



制定を行いました。また、②現行ＮＩＳＡに関しても、他の年分の非課税

管理勘定又はジュニアＮＩＳＡに係る非課税管理勘定から移管される上場

株式等について、その移管により受け入れる上場株式等の価額の上限額を

撤廃する旨が、平成 29年度税制改正にて決定されました。 

また、ＮＩＳＡの広報については、制度の概要や趣旨等について政府広

報オンラインや当庁のＮＩＳＡ特設ウェブサイトへの広報を引き続き実施

したほか、日本経済新聞社「資産形成応援プロジェクト」の一環として開

催された「ＮＩＳＡの日特別セミナー」等において、金融庁幹部による講

演等を実施しました。 

指標③ 
投資運用業者におけるガバナンス状況に加え、販売会社におけ

る販売体制についての検証状況 
【達成】 

28 年度 

目 標 
真に顧客の利益のためになる行動の実践の促進 

28 年度 

実 績 

投資運用業者等へのヒアリング等によりガバナンス状況を検証するとと

もに、販売会社に対しては真に顧客本位の業務運営になっているか、定量

及び定性両面より検証しました。 

参考指標 

指標① ＮＩＳＡの口座開設数 

28 年度 

実 績 

28 年 12 月末時点で 1,069 万口座（速報値）となり、27 年度（28 年３月

末時点）から６％増加しました。 

評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ａ（目標達成） 

【判断根拠】 ＮＩＳＡの普及・定着のための税制改正要望提出や金融機

関の手数料ビジネスに関する水平的レビューのフォローア

ップを実施したほか、「顧客本位の業務運営に関する原則」

を策定・公表するなど、国民の資産形成等に真に必要な金融

サービスの提供の観点から、必要な制度・環境整備を着実に

進めました。 

測定指標の目標は全て達成となっていることから、「Ａ」

としました。 

施策の分析 

【必要性】 国民に長期的に適切な投資機会が提供され、家計の安定的

な資産形成が促されるためには、金融サービスが適切に提供

されるための環境整備が必要であると考えられます。 

【 効 率 性 及 び 有 効 性 】 顧客が真に必要な金融サービスを受けられるための環境

や個人の金融資産を成長資金へ転換し、資産形成に寄与する

ための環境の整備に向けて、金融審議会での議論や業界団体

との意見交換などを踏まえつつ検討を行うことにより、効率

的かつ有効な取組を進めることができたと考えています。 



今後の課題・ 

次期目標等への 

反映の方向性 

【今後の課題】 つみたてＮＩＳＡを含めたＮＩＳＡ制度全体の普及・定着

に向けた取組を強化していくとともに、ＮＩＳＡ制度全体の

あり方について引き続き検討を行う必要があります。 

 また、顧客本位の業務運営に関する原則が定着するよう、

各金融機関の取組を継続的にモニタリングしていく必要が

あると考えています。 

【測定指標】 ① 金融審議会「市場ワーキング・グループ」における検討

は 28 年度で終了したことから、29 年度以降は測定指標を

削除します。 

② 家計の安定的な資産形成の支援を図るため、ＮＩＳＡの

広報の充実やあり方に関する検討を引き続き進める必要

があることから、来年度も同様の測定指標を設定します。

③ 金融機関が顧客本位の業務運営を行っているか、引き続

き検証していく必要があることから、投資運用業者等にお

けるガバナンス状況に加え、販売会社おける販売態勢につ

いて、より深度のある検証に取り組んでいきます。 

主な事務事業の取組内容・評価 

① 顧客が真に必要な金融サービスを受けられるための制度・環境整備 

金融審議会「市場ワーキング・グループ」において、情報技術の進展そ

の他の市場・取引所を取り巻く環境の変化を踏まえ、経済の持続的な成長

及び家計の安定的な資産形成を支えるべく、日本の市場・取引所を巡る諸

問題について、幅広く検討を行い、報告書を公表しました（28 年 12 月）。 

これを踏まえ、「金融商品取引法の一部を改正する法律案」を国会へ提出

しました（29 年３月）。本法案は具体的には、主に以下の措置を講ずるもの

です。 

・ 当局が高速取引の実態などを確認できるよう、株式等の高速取引を行

う者に対し登録制を導入し、適切な体制整備・リスク管理、当局への情

報提供などのルール整備を行う。 

・ システム開発業務等の取引所グループ内の共通・重複業務を取引所本

体に集約可能とするなど、グループの業務の柔軟化を行う。 

・ 上場会社による公平な情報開示に関するルールの整備を行う。 

また、報告書を踏まえ、「顧客本位の業務運営に関する原則」を策定し、

公表しました（29 年３月）。 

「原則」は、「顧客の最善の利益の追求」、「利益相反の適切な管理」、「手

数料等の明確化」や、手数料も含めた「重要な情報の分かりやすい提供」、

「従業員に対する適切な動機づけ」等の事項で構成されています。 

さらに、「原則」の公表と併せて、「『顧客本位の業務運営に関する原則』

の定着に向けた取組み」を策定・公表し、以下の施策を進めることとしま

した。 

・ 金融機関の取組を顧客に対して「見える化」すべく、各金融機関に

「原則」の定着度合いを評価するための成果指標（KPI）の策定・公表



を働きかけ 

・ 各金融機関の取組方針と、取組の実態が乖離していることは無いか

等について、モニタリングを実施。また、モニタリングを通じて把握

した事例等については、様々な形での公表を検討 等 

これらの取組により、顧客が真に必要な金融サービスを受けられるため

の制度・環境整備に向けて進展があったものと考えています。 

② 個人の金融資産を成長資金へ転換し、資産形成に寄与するための環境整備 

・  平成 29 年度税制改正にて、つみたてＮＩＳＡの創設が決定されまし

た。つみたてＮＩＳＡの導入により、若年層や投資未経験者層へ投資を

普及させる環境整備が進展したと評価できます。 

また、同改正において、現行ＮＩＳＡに関しても、他の年分の非課税

管理勘定等から上場株式等が移管される場合の上限額撤廃が決定しまし

た。この上限額撤廃によりＮＩＳＡの利便性が向上し、ＮＩＳＡ普及の

ための環境整備が進んだと評価できます。 

・ 投資運用業者等へのヒアリング等によりガバナンス状況を検証すると

ともに、販売会社に対しては真に顧客本位の業務運営になっているか、

定量及び定性両面より検証しました。検証の結果、貯蓄性保険の手数料

開示の進展や顧客本位の業務運営を宣言する金融機関が増加するなど、

これまでの当庁の取組は相応の効果を上げているものと考えています。 

施策の 

予算額・執行額等 

区 分 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 14 25 25 24

補正予算 － － － －

繰 越 等 － －

合 計 14 25

執行額（百万円） 8 17

学識経験を有する者 

の知見の活用 
第 26 回 政策評価に関する有識者会議（29 年６月 26 日） 

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

【測定指標①】 

・金融審議会「市場ワーキング・グループ」報告書の公表について

（金融庁 28 年 12 月 22 日公表） 

・金融商品取引法の一部を改正する法律案 

 （http://www.fsa.go.jp/common/diet/index.html） 

・「顧客本位の業務運営に関する原則」の確定について（金融庁 29

年３月 30日公表） 

【測定指標②】 

ＮＩＳＡ・ジュニアＮＩＳＡ口座の開設・利用状況調査 （金融庁

29 年 2 月 28 日公表） 



担当部局名 

総務企画局 

企画課、市場課、政策課総合政策室 

検査局総務課 

政策評価実施時期 平成 29 年６月 



平成 28 年度 実績評価書 
金融庁 28（施策Ⅲ－１） 

施策名 市場インフラの構築のための制度・環境整備 

施策の概要 

店頭デリバティブ取引及び証券決済システム等の安全性、効率性及び

利便性をより一層向上させることを通じ、信頼性の高い、魅力ある市場

インフラを構築するとともに、国際的な動向等を踏まえ、これらの実現

を図ることとしている。 

また、ＥＤＩＮＥＴの整備を通じ、有価証券の発行者の財務内容、事

業内容及び有価証券を大量に取得・保有する者の状況を正確、公平かつ

適時に開示し、それを基礎として、投資者がその責任において有価証券

の価値その他の投資に必要な判断をするための機会を与え、投資者保護

を図ることとしている。 

達成すべき目標 信頼性の高い、魅力ある市場インフラを構築すること 

目標設定の 

考え方・根拠 

証券決済リスクの削減や市場の効率性の向上等を図るため、国債につ

いては平成30年度上期におけるＴ＋１化の実施に向けて、株式等につい

ては31年中のなるべく早い時期におけるＴ＋２化の実施を目標として、

日本証券業協会などによる各種の取組が進められており、政府としても

こうした取組の着実な実施を促す。また、我が国における金融市場の危

機の伝播の阻止を図り、信頼性の高い市場インフラの構築の実現に資す

る取組を行う。 

また、有価証券の発行者の財務内容、事業内容及び有価証券を大量に

取得・保有する者の状況を正確、公平かつ適時に開示し、それを基礎と

して、投資者がその責任において有価証券の価値その他の投資に必要な

判断をするための機会を与え、投資者保護を図ることを目指す。 

【根拠】 

・「金融・資本市場に係る制度整備について」（22年１月21日） 

・「世界最先端 IT 国家創造宣言」（25年６月 14 日閣議決定） 

測定指標 

指標① 
[主要] 中央清算されない店頭デリバティブ取引にかかる証拠金

規制の整備状況 
【達成】 

28 年度 

目 標 

中央清算されない店頭デリバティブ取引にかかる証拠金規制の施行に向

け、関係者と連携し制度整備を図る 

28 年度 

実 績 

・ 中央清算されない店頭デリバティブ取引にかかる証拠金規制について、

28 年３月に公布した「金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正

する内閣府令」等を踏まえ、28 年９月の施行開始及び 29 年３月の義務対

象者拡大に向けて、金融機関の準備を促しました。 

・ 海外金融機関との取引等に対して国際的に調和の取れた形で規制を実

施するため、28 年７月に「金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を

改正する内閣府令の一部を改正する内閣府令」、同年 10 月に「金融商品

取引業等に関する内閣府令第百二十三条第十項第五号及び第十一項第五

号の規定に基づき、同条第一項第二十一号の五又は第二十一号の六に規

定する措置を講じなくても公益に反し又は投資者の保護に支障を生ずる



おそれがないと認められる場合を指定する件」（金融庁告示第四十八号）

を公布しました。 

これらの取組は、規制の円滑な実施に寄与したものと考えられます。 

指標② 証券決済期間の短縮化に向けた取組状況 【達成】 

28 年度 

目 標 
証券決済期間の短縮化に向け関係者と連携し、取組を支援する 

28 年度 

実 績 

・ 「金融・資本市場に係る制度整備について」（22年１月公表）に基づき、

市場関係者とともに検討を進め、「国債取引の決済リスク削減に関する工

程表」を更新し（28年７月）、その取組状況を金融庁ウェブサイトで公表

するなど、市場関係者の取組を支援しました。 

指標③ 

[主要]有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム

（ＥＤＩＮＥＴ）の稼働率 

（注）システムの定期保守等、故障に因らない停止期間は除外す

る。 

【達成】 

基準値 実 績 目標値 

27 年度 28 年度  28 年度 

 100% 99.9%  99.9％ 

・ これまでＥＤＩＮＥＴの安定稼働に努めた結果であり、ＥＤＩＮＥＴによる投資者に

対する投資判断に必要な情報提供の効果が表れているものと考えられます。 

参考指標 

指標① 開示書類の提出会社数（内国会社） 

28 年度 

実 績 
・約 4,500 社（27 年度 約 4,500 社） 

指標② 有価証券報告書、臨時報告書、大量保有報告書等の提出件数 

28 年度 

実 績 
・37,872 件（27 年度 36,831 件） 

指標③ ＥＤＩＮＥＴへのアクセス件数 

28 年度 

実 績 
・約 21,616 千件／月（27 年度 約 21,028 千件／月） 

評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ｂ（相当程度進展あり） 

【判断根拠】 中央清算されない店頭デリバティブ取引にかかる証拠金

規制の実施に向けた金融機関の準備を促し、関係府令等の整

備を行ったほか、国債取引等の証券決済・清算態勢の強化に

向け関係者と連携し、取組の支援を行いました。また、ＥＤ

ＩＮＥＴの稼働率については、目標値である 99.9％を確保し

ました。 

 測定指標の目標は全て達成することができましたが、引き

続き、市場インフラの構築のための制度・環境整備に向け取

組を進めていく必要があります。 



以上のことから、測定結果は「Ｂ」としました。 

施策の分析 

【必要性】 金融・資本市場を支え、かつ、金融システムの安定を確保

するためには、信頼性の高い、魅力ある市場インフラを構築

することや、投資者が必要とする情報を効果的かつ効率的に

提供する開示システムの整備を行っていく必要があると考

えます。投資者に対し投資判断に必要な情報を適切に提供す

るためには、ＥＤＩＮＥＴの整備に努め、安定運用を確保す

ることが必要であると考えています。 

【効率性】 国際的な動向などを踏まえつつ、決済システムの安全性、

効率性及び利便性のより一層の向上に向けて、店頭デリバテ

ィブ取引に関する制度整備や国債取引等の証券決済・清算態

勢の強化に取り組みました。 

また、投資者が必要とする情報を安全かつ安定的に提供す

るため、ＥＤＩＮＥＴの改修等を行っています。 

【有効性】 ＥＤＩＮＥＴには、毎年度、月に平均 20,000 千件超のア

クセスがあり、投資者に対する投資判断に必要な情報提供を

有効に行うことができていると考えています。 

今後の課題・ 

次期目標等への 

反映の方向性 

【今後の課題】 証券決済については、決済期間の短縮化に向け、引き続き

関係者と連携し、取組を支援していく必要があります。 

ＥＤＩＮＥＴについては、今後もシステムの安定運用及び

情報セキュリティの確保に努めるとともに、企業内容等の開

示に係る制度改正に伴う改修の対応や、開示情報利用者及び

開示書類提出者の利便性の向上や負担軽減に配慮した開発

及び検討等を行うことが必要です。 

【 施 策 】 上記の課題を踏まえつつ、市場インフラの構築のための制

度・環境整備に向けて、証券決済期間の短縮化やＥＤＩＮＥ

Ｔの整備について、引き続き取組を進めていきます。 

【測定指標】 ① 中央清算されない店頭デリバティブ取引にかかる証拠

金規制の施行が開始され、21 年のＧ20 ピッツバーグ・サ

ミット及び 23 年のＧ20 カンヌ・サミットで合意された一

連の店頭デリバティブ市場改革の国内制度化が完了した

ことから、測定指標を削除します。 

② 決済期間の短縮化に向けた市場関係者の取組について、

引き続き支援を行っていきます。 

③ ＥＤＩＮＥＴの安定運用を確保するため、引き続き

99.9％以上の稼働率を目標として取り組んでいきます 。 

主な事務事業の取組内容・評価 

① 店頭デリバティブ取引に関する市場インフラの構築 

・ 中央清算されない店頭デリバティブ取引に対する証拠金規制の円滑な

実施を行いました（28年３月公布、同年９月施行、29 年３月義務対象者



拡大）。同規制は、23 年のＧ20 カンヌ・サミットで合意され、中央清算

機関による清算を促進し、金融市場の危機の伝播の阻止を図るために導

入されたものです。28年９月の施行開始及び 29年３月の義務対象者拡大

に向けて、金融機関の準備を促し、規制の円滑な実施に努めました。こ

れらの取組は、我が国における金融システムの安定性向上に効果があっ

たと考えられます。 

・ 以上から、信頼性の高い市場インフラの構築の実現に資する取組であ

ったと評価できます。 

② 証券決済期間の短縮化 

・ 我が国証券決済の安定性確保の観点から、決済期間の短縮化等に係る

市場関係者の取組を支援しました。日本証券業協会において、29年２月

に、国債取引の決済期間Ｔ＋１化等の具体的な実施予定日が決定され、

公表されるなど、一定の進捗があったものと認められます。

・ 以上から、信頼性の高い、魅力ある市場インフラの構築の実現に資す

る取組であったと評価できます。 

③ ＥＤＩＮＥＴの整備 

・ ＥＤＩＮＥＴについては、システムの安定運用に努めるとともに、企

業内容等の開示に係る制度改正に伴う改修への対応や、開示情報利用者

及び開示書類提出者の利便性向上や負担軽減を考慮した開発及び検討等

を行いました。 

近年の標的型攻撃といった新たなセキュリティ侵害の増加傾向を踏ま

え、ＥＤＩＮＥＴにおいては、セキュリティレベルの更なる向上を図り、

以ってより一層の安定運用を行うことを目的として、情報セキュリティ

対策機能強化のため、システム対応及びハードウェアの全面更改を実施

しました（29 年３月完了）。 

このような中、ＥＤＩＮＥＴは前年に引き続き目標値である 99.9%を達

成しました。ＥＤＩＮＥＴによる開示書類等の提出会社数（内国会社）

及びインターネットを通じたＥＤＩＮＥＴ情報公開サイトへのアクセス

件数はほぼ前年同数を維持、開示書類等の提出件数については、前年度

をやや上回る件数となりました。 

このような状況は、ＥＤＩＮＥＴの安定稼働に努めた結果であり、Ｅ

ＤＩＮＥＴによる投資者に対する投資判断に必要な情報提供の効果が表

れているものと考えています 。 

施策の 

予算額・執行額等 

区 分 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 797 704 820 649

補正予算 － 2,185 407 －

繰 越 等 － －

合 計 797 2,922

執行額（百万円） 755 2,802

学識経験を有する者

の知見の活用 
第 26 回 政策評価に関する有識者会議（29 年６月 26 日） 



政策評価を行う過程

において使用した 

資料その他の情報 

【測定指標①】 

・「Ｇ20 ピッツバーグ・サミット首脳声明」（外務省 21 年９月 24・25 

日開催） 

・「Ｇ20 カンヌ・サミット最終宣言」（外務省 23 年 11 月３・４日開

催） 

・ＢＣＢＳ（バーゼル銀行監督委員会）及びＩＯＳＣＯ（証券監督者

国際機構）による、中央清算されないデリバティブ取引に係る証拠

金規制に関する最終報告書の公表について（金融庁 25 年９月３日

公表） 

・「金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令」等

（案）及び「主要行等向けの総合的な監督指針」等の一部改正（案）

に対する意見募集の結果等について（金融庁 28 年３月 31日公表）

・「金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令の一

部を改正する内閣府令」について（金融庁 28 年７月 25日公表） 

・「金融商品取引業等に関する内閣府令第百二十三条第十項第五号及び

第十一項第五号の規定に基づき、同条第一項第二十一号の五又は第

二十一号の六に規定する措置を講じなくても公益に反し又は投資者

の保護に支障を生ずるおそれがないと認められる場合を指定する件

（案）」に対するパブリックコメントの結果等について（金融庁 28

年 10 月 21 日公表） 

【測定指標②】 

・金融・資本市場に係る制度整備について（金融庁 22年１月21日 

公表） 

・国債取引の決済リスク削減に向けた工程表について（金融庁 22 

年６月29日公表） 

・証券決済リスク削減に向けた市場関係者の取組の進捗状況につい 

て（金融庁 28年７月８日公表） 

担当部局名 
総務企画局 

市場課、企業開示課 

政策評価実施時期 平成 29 年６月 



平成 28 年度 実績評価書 
金融庁 28（施策Ⅲ－２） 

施策名 市場機能の強化のための制度・環境整備 

施策の概要 
市場機能の強化のための制度・環境整備として、資金調達に係る利便

性の向上等の環境を整備するための取組を行う 

達成すべき目標 
我が国市場の公正性・透明性を確保しつつ、多様な資金調達手段・適

切な投資機会が提供されること 

目標設定の 

考え方・根拠 

「日本再興戦略 改訂2015」において、「総合取引所を可及的速やか

に実現する」とされていることを踏まえ、総合取引所の早期実現に向け

た取組を行う。 

「新規・成長企業へのリスクマネーの供給のあり方等に関するワーキ

ング・グループ」報告書（平成25年12月25日公表）等に基づき行った制

度整備等を踏まえ、関係制度の周知等、新規・成長企業へのリスクマネ

ーの供給促進に向けた取組を行う。 

「日本再興戦略 改訂2015」において、「不動産投資市場の持続的な

成長を実現する」とされていることを踏まえ、不動産投資市場の持続的

な成長の実現に向け取り組む。 

会社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上に向け「スチュワード

シップ･コード及びコーポレートガバナンス・コードのフォローアップ会

議」（27年８月７日設置）等における議論・検討を踏まえ、上場企業の

コーポレートガバナンスの実効性の向上を促す。 

さらに、金融審議会「ディスクロージャーワーキング・グループ」報

告（28年４月18日公表）を踏まえ、企業と投資家との建設的な対話の促

進に向けて必要な取組を実施する。 

【根拠】 

・「『日本再興戦略』改訂 2015－未来への投資・生産性革命」（27

年６月30日 閣議決定） 

・金融審議会「ディスクロージャーワーキング・グループ」報告（28

年４月18日） 

・「『責任ある機関投資家』の諸原則≪日本版スチュワードシップ・

コード≫～投資と対話を通じて企業の持続的成長を促すために～」

（26年２月26日） 

・「コーポレートガバナンス・コード」（27年６月１日適用開始） 

測定指標 

指標① [主要]総合取引所の実現に向けた取組に係る進捗状況 【達成】 

28 年度 

目 標 
総合取引所の早期実現に向け、関係者等への働きかけ等を行う 

28 年度 

実 績 

・  国内外の市場・取引所の動向や、総合取引所の早期実現に向けた諸問

題等について、市場関係者にヒアリングを行うとともに、関係省庁と協

議を行うなどの対応を行いました。 



指標② 
[主要] 新規・成長企業へのリスクマネーの供給促進に向けた

取組の実施状況 
【達成】 

28 年度 

目 標 

新規・成長企業へのリスクマネー供給促進に向け、円滑な資金供給のため

の様々な制度の周知等の取組を行う 

28 年度 

実 績 

・ 利用者の利便性向上等の観点から、投資型クラウドファンディングに

ついて、内閣府令の改正を行いました（28 年６月施行）。また、各地域で

「地域の成長マネー供給促進フォーラム」を開催し、関係制度の周知等

を行いました。 

・ これらの取組により、新規・成長企業へのリスクマネーの供給の促進

が図られていくものと考えています。 

指標③ 
不動産投資市場の持続的な成長の実現に向けた取組に係る進

捗状況 
【達成】 

28 年度 

目 標 
不動産投資市場の持続的な成長の実現に向け取り組む 

28 年度 

実 績 

・ 関係省庁・業界団体等と連携し、ヘルスケア事業者向けの説明会を実

施するなど、ヘルスケアリートの普及・啓発に取り組みました。 

指標④ 
[主要]上場企業のコーポレートガバナンスの実効性の向上を

促す取組の状況 
【達成】 

28 年度 

目 標 

「スチュワードシップ･コード及びコーポレートガバナンス・コードのフォ

ローアップ会議」において必要な議論・検討を行う 

28 年度 

実 績 

・ コーポレートガバナンス改革の「形式」から「実質」への深化に向け、

金融庁・東京証券取引所を事務局とする「スチュワードシップ・コード

及びコーポレートガバナンス・コードのフォローアップ会議」において、

機関投資家が中長期的な視点からの企業評価に基づき、「建設的な対話」

を通じて企業に対する実効的な働きかけを行っていくための方策につい

て議論し、「機関投資家による実効的なスチュワードシップ活動のあり

方」と題する意見書を公表しました（28年 11 月）。 

・ 意見書においては、運用機関におけるガバナンス・利益相反管理の強

化等を促すとともに、年金基金等のアセットオーナーの役割を明確化し

ました。 

・ 同意見書を受け、29 年１月より、金融庁において「スチュワードシッ

プ・コードに関する有識者検討会」を開催し、スチュワードシップ・コ

ードの改訂案を取りまとめ、パブリックコメント手続を開始しました（29

年３月）。 

指標⑤ 
[主要]金融審議会「ディスクロージャーワーキング・グループ」

報告（28年４月 18 日）を踏まえた取組の進捗状況 
【達成】 

28 年度 

目 標 
報告書を踏まえた必要な取組を実施する 

28 年度 

実 績 

・ 金融審議会に「フェア・ディスクロージャー・ルール・タスクフォー

ス」を設置し、フェア・ディスクロージャー・ルールの導入について検

討し、報告を取りまとめ、公表しました（28 年 12 月）。 

・ 上記の報告を踏まえ、「金融商品取引法の一部を改正する法律案」を国

会に提出しました（29 年３月）。 



・ 有価証券報告書の記載内容に「経営方針」を追加する内閣府令改正を

行いました（29年２月公布・施行）。 

評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ａ（目標達成） 

【判断根拠】  コーポレートガバナンス改革の「形式」から「実質」への

深化に向け、「スチュワードシップ・コード及びコーポレー

トガバナンス・コードのフォローアップ会議」において、必

要な施策を議論しました。 

28 年 11 月、「機関投資家による実効的なスチュワードシッ

プ活動のあり方」と題する意見書が公表され、同意見書を踏

まえて、金融庁を事務局とする「スチュワードシップ・コー

ドに関する有識者検討会」において、スチュワードシップ・

コード改訂案が取りまとめられました。 

 ディスクロージャーワーキング・グループ報告を踏まえた

取組については、フェア・ディスクロージャー・ルールの導

入に係る法案の国会提出等の取組を実施しました。 

測定指標の目標が全て達成されていることから、「Ａ」と

しました。 

施策の分析 

【必要性】 我が国市場の公正性・透明性を確保しつつ、多様な資金調

達手段・適切な投資機会が提供されるためには、資金調達に

係る利便性の向上等の環境整備を行う必要があります。 

【効率性及び有効性】 日本再興戦略を踏まえ、新規・成長企業へのリスクマネー

の供給や、コーポレートガバナンスの実効性の向上の促進に

向けた取組、ディスクロージャーワーキング・グループ報告

を踏まえた取組等について、市場機能の強化のための環境を

整備する観点から効率的・有効的に取組を進めることができ

たと考えています。 

今後の課題・ 

次期目標等への 

反映の方向性 

【今後の課題】 総合取引所の早期実現に向けて、引き続き、関係者等への

働きかけを行う必要があります。また。上場企業全体のコー

ポレートガバナンスの更なる実効性向上に向けた取組を行う

必要があります。さらに、フェア･ディスクロージャー・ルー

ルの円滑な実施を含め、引き続き、投資家の投資判断に必要

な情報の十分かつ公平な提供の確保に向けた取組を進める必

要があります。 

【 施 策 】 上記の課題を踏まえ、市場機能の強化のための制度・環境

整備に向けて、総合取引所の実現に向けた取組、上場企業全

体のコーポレートガバナンスの実効性向上に向けた取組等

に引き続き取り組みます。 

また、上場企業による十分かつ公平な情報開示を確保する

とともに、企業と投資家の建設的な対話に資する開示のあり

方について、総合的な検討を行います。 



【測定指標】① 総合取引所の早期実現に向けて、引き続き、関係者等へ

の働きかけを行います。 

② 「新規・成長企業へのリスクマネーの供給のあり方等に

関するワーキング・グループ」報告書（25 年 12 月 25 日公

表）等を踏まえた制度整備は 27 年度で終了し、関係制度

の周知等についても 28 年度で概ね終了したことから、29

年度以降は測定指標から削除します。 

③ 不動産投資市場の持続的な成長の実現に向けた取組に

ついては、過去５年間でリート市場に係る制度面・税制面

での整備を進めたところ、上場市場の規模は堅調に推移

（時価総額・銘柄数：（H24）4.5 兆円・37→（H28）12.1

兆円・57）していること等から、一旦測定指標としての役

目を終えたものと考えられるため、29年度以降は測定指標

から削除します。 

④ 引き続き、実効的なコーポレートガバナンスを実現する

ための取組を行います。 

⑤ 引き続き、フェア・ディスクロージャー・ルールの円滑

な実施に向けた取組を行います。 

主な事務事業の取組内容・評価 

① 総合取引所の実現に向けた取組の促進 

・ 国内外の市場・取引所の動向や、総合取引所の早期実現に向けた諸問

題等について、市場関係者にヒアリングを行うとともに、関係省庁と協

議を行うなどの対応を行いました。 

② 新規・成長企業へのリスクマネーの供給促進 

・ 利用者の利便性向上等の観点から、投資型クラウドファンディングに

ついて、信用供与額が 10 万円以下で翌月一括払いである場合等、一定の

要件を満たす場合には、クレジットカード決済を可能とする内閣府令の

改正を行いました（28年６月施行）。 

・ また、金融審議会「新規・成長企業へのリスクマネーの供給のあり方

等に関するワーキング・グループ」報告書（25年 12 月 25 日公表）等に

基づき行った制度整備等を踏まえ、各地域で「地域の成長マネー供給促

進フォーラム」を開催し、関係制度の周知等を行いました。 

・ これらの取組により、新規・成長企業へのリスクマネーの供給の促進

が図られていくものと考えています。 

③ 不動産投資市場の持続的な成長の実現に向けた取組の促進 

・ 関係省庁・業界団体等と連携し、ヘルスケア事業者向けの説明会を実

施するなど、ヘルスケアリートの普及・啓発に取り組みました。 

④ 上場企業全体のコーポレートガバナンスの実効性向上に向けた取組 

・ コーポレートガバナンス改革の「形式」から「実質」への深化に向け、

「スチュワードシップ・コード及びコーポレートガバナンス・コードの

フォローアップ会議」において、機関投資家が中長期的な視点からの企

業評価に基づき、「建設的な対話」を通じて企業に対する実効的な働きか



けを行っていくための方策について議論し、意見書（「機関投資家による

実効的なスチュワードシップ活動のあり方」）を公表（28年 11 月）し、

国内外へ情報発信を行いました。 

意見書においては、運用機関におけるガバナンス・利益相反管理の強

化等を促すとともに、年金基金等のアセットオーナーの役割を明確化し

ました。 

・ 同意見書を受け、29 年１月より、金融庁において「スチュワードシッ

プ・コードに関する有識者検討会」を開催し、スチュワードシップ・コ

ードの改訂案を取りまとめ、パブリックコメント手続を開始しました（29

年３月）。 

また、検討会の議論の内容等を、海外に向けて、適時かつ効果的に情

報発信しました。 

改訂後のスチュワードシップ・コードの普及・定着に向けた取組を含

め、今後も引き続きコーポレートガバナンス改革を更に推進し、「形式」

から「実質」へと深化させていくための取組を行っていくことが重要で

あると考えています。 

⑤ より効果的・効率的な開示に向けた制度整備等の推進 

・ 金融審議会市場ワーキング・グループに「フェア・ディスクロージャ

ー・ルール・タスクフォース」を設置し、フェア・ディスクロージャー・

ルールの導入について検討し、報告を取りまとめ、公表しました（28年

12 月）。本報告を踏まえ、上場会社による公平な情報開示に関するルー

ルの整備を行うなどの措置を講じる「金融商品取引法の一部を改正する

法律案」を国会に提出しました（29 年３月）。 

・ 有価証券報告書の記載内容に「経営方針」を追加する内閣府令を整備・

施行しました（29 年２月）。 

企業と投資家との建設的な対話を促進するため、今後も引き続きこう

した取組を実施していくことが重要であると考えています。 

施策の 

予算額・執行額等 

区 分 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 － － 18 18

補正予算 － － － －

繰 越 等 － －

合 計 － －

執行額（百万円） － －

学識経験を有する者 

の知見の活用 
第 26 回 政策評価に関する有識者会議（29 年６月 26 日） 

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

【測定指標②】 

  金融商品取引業等に関する内閣府令案に対するパブリックコメン

トの結果等について（金融庁  28 年６月 30 日公表） 

【測定指標④】 

・ 日本版スチュワードシップ・コードの受入れを表明した機関投

資家のリスト（金融庁 28 年 12 月 27 日公表） 



・ 機関投資家による実効的なスチュワードシップ活動のあり方

（「スチュワードシップ・コード及びコーポレートガバナンス・コ

ードのフォローアップ会議の意見書（３）」）（金融庁 28 年 11 月

30 日公表） 

・ 「責任ある機関投資家」の諸原則（案）《日本版スチュワードシ

ップ・コード》～投資と対話を通じて企業の持続的成長を促すた

めに～（金融庁 29 年３月 28 日公表） 

【測定指標⑤】 

・ 金融審議会市場ワーキング・グループ フェア・ディスクロージ

ャー・ルール・タスクフォース報告（28年 12 月７日公表） 

・ 金融商品取引法の一部を改正する法律案 （29 年３月３日国会提

出） 

・ 「企業内容等の開示に関する内閣府令」等の改正案に対するパ

ブリックコメントの結果等について（29年２月 14 日公表） 

担当部局名 
総務企画局 

企業開示課、市場課 

政策評価実施時期 平成 29 年６月 



平成 28 年度 実績評価書 
金融庁 28（施策Ⅲ－３） 

施策名 市場取引の公正性・透明性を確保するための制度・環境整備 

施策の概要 

我が国市場取引の公正性・透明性の向上のため、ディスクロージャー

制度等について、制度的枠組み等の整備を図る。また、情報の収集・分

析、検査、調査等の市場監視活動を行い、その結果、法令違反等が認め

られた場合、課徴金納付命令等の勧告、犯則事件としての告発を行い、

厳正な対処を図る。 

達成すべき目標 
投資者保護のための制度・環境の整備等を図ることにより、我が国市

場取引の公正性・透明性の向上に資すること 

目標設定の 

考え方・根拠 

市場取引の公正性・透明性を確保し、投資者の保護を図ることは、金

融・資本市場に対する市場参加者の信頼を保持し、我が国市場の活性化

や国際競争力向上に必要不可欠である。 

【根拠】 

・金融商品取引法第26条、第177条、第210条 等 

・「日本再興戦略」改訂2015（27年６月30日） 

・企業会計審議会「国際会計基準（ＩＦＲＳ）への対応のあり方に関

する当面の方針」（25年６月19日） 

・金融資本市場及び金融産業の活性化等のためのアクションプラン 

（22 年 12 月 24 日） 

測定指標 

指標① 

[主要]マクロ経済情報の収集・分析を踏まえたフォワード・ルッ

キングな観点からの市場監視/根本原因の的確な追究・評価/

市場関係者との対話・認識の共有のプロアクティブな実施 

【 達成 】 

28 年度 

目 標 

フォワード・ルッキングな観点からの市場監視/根本原因の的確な追究・評

価/市場関係者との対話・認識の共有のプロアクティブな実施 

28 年度 

実 績 

・ 大規模上場会社の経営環境の変化等に伴う潜在的リスク等に着目した

市場監視を行ったことに加え、経済情勢等の影響を受けやすい業種・企

業に係る情報収集・分析を行い、検査・調査に活用するなど、フォワー

ド・ルッキングな観点からの市場監視を行いました。 

・ 検査・調査を通じて把握した、経営・内部管理態勢等を含めた問題点につ

いて、その根本原因の的確な追究・評価を行いました。

・ 市場関係者等による自主的な取組を通じた市場規律機能の強化のため、

市場関係者との対話・認識の共有をプロアクティブに実施しました。 

指標② 
金融商品取引法上のディスクロージャーの適正性を確保するた

めの施策 
【 達成 】 

28 年度 

目 標 

金融商品取引法上のディスクロージャーの適正性を確保するための施策を

実施する 



28 年度 

実 績 

・ 有価証券報告書レビューを実施するとともに有価証券報告書の作成に

当たり留意すべき事項について公表しました。 

・ 有価証券報告書等の虚偽記載の違反行為に対し、課徴金納付命令の決

定７件を行いました。 

・ 無届募集であることが判明した場合、無届募集を行っている者に対し

有価証券届出書等の提出の慫慂を行いました。 

指標③ 我が国において使用される会計基準の品質向上 【 達成 】 

28 年度 

目 標 
我が国において使用される会計基準の品質向上に向けた取組を実施する 

28 年度 

実 績 

・ 関係機関と連携し、以下の取組を推進・実施するとともに、企業会計

審議会会計部会（28 年７月、29 年２月開催）において、これらの取組状

況について審議が行われました。 

ⅰ）ＩＦＲＳ任意適用企業の拡大促進 

・ 財務会計基準機構や企業会計基準委員会の協力を得て、「ＩＦＲＳに基

づく四半期連結財務諸表の開示例」を公表しました（28 年７月）。 

・ 企業会計基準委員会において、「リスク分担型企業年金の会計処理等に

関する実務上の取扱い」の公表に際し、リスク分担型企業年金のＩＦＲ

Ｓにおける会計処理に関する論点を整理し公表しました（28 年 12 月）。

・ 会計教育研修機構が中心となり、企業のニーズを踏まえ、ＩＦＲＳへ

の移行を促すためのセミナーを開催しました（29 年３月）。 

ⅱ）ＩＦＲＳに関する国際的な意見発信の強化 

・ 企業会計基準委員会において、我が国によるＩＦＲＳに関する意見発

信の一環として、修正国際基準を改正し公表しました（28年７月）。 

・ 企業会計基準委員会において、のれんの残高の推移等を分析し、「のれ

ん及び減損に関する定量的調査」として公表しました（28年 10 月）。 

ⅲ）日本基準の高品質化 

・ 企業会計基準委員会における収益認識基準の開発に向けた検討が加速

されるよう支援しました。 

ⅳ）国際的な会計人材の育成 

・ 財務会計基準機構が中心となり、ＩＦＲＳに関して国際的な場で意見

発信できる人材等、国際的な会計人材を育成するための「国際会計人材

ネットワーク」の構築に向けた検討を進めました。 

・ 企業会計審議会会計部会において、ＩＦＲＳに基づく会計監査の実務

を担える人材やその育成に係る４大監査法人の状況について把握し、各

法人に対して適切な取組を促しました。 

指標④ [主要]情報力に支えられた機動的な市場監視の実施 【 達成 】 

28 年度 

目 標 
機動的な市場監視を実施する 



28 年度 

実 績 

・ 事務処理のスピードアップ、自主規制機関・財務局等との連携強化に

取り組んだ結果、1,142 件の取引審査を実施しました。 

・ ポスターやリーフレット等を用いて一般投資家への呼びかけを行った

結果、7,600 件の情報提供を受け、取引審査等に活用しました。 

・ ＨＦＴ実態調査、証券会社の売買審査態勢に係る実態把握など、金融・

資本市場の動向についても幅広く情報収集した上で、その背景にある問

題の分析を行い、市場全体に向けた市場監視を行いました。 

指標⑤ [主要]海外当局との必要な連携 【 達成 】 

28 年度 

目 標 

海外当局との必要な連携を通じて、クロスボーダー取引を利用した不公正

取引への対応を行う 

28 年度 

実 績 

・ 証券規制当局間の情報交換枠組みの活用等を通じ、クロスボーダー取

引等を利用した内外プロ投資家等による不公正取引について、４件の課

徴金納付命令勧告を行いました。 

・ 海外当局を訪問しての協議等や情報交換を積極的に実施し、クロスボ

ーダー取引に係る調査等についての意見交換を行うなど、海外当局との

信頼関係醸成による一層の連携強化を図りました。  

指標⑥ [主要]迅速・効率的な取引調査の実施 【 達成 】 

28 年度 

目 標 
迅速・効率的な取引調査を実施する 

28 年度 

実 績 

・ 早期に本格調査に着手するとともに、機動的・弾力的な調査チームの

編成に努めたほか、高度な技術を要するデータ保全等は情報技術専門官

を活用するなど、違反行為の立証に役立てました。 

・ 依然として上場会社の役員等が関与するインサイダー取引が多数認め

られているため、取引が行われた上場会社との間で、根本原因と再発防

止策について意見交換を行い、問題認識の共有に努めました。 

・ 迅速・効率的な取引調査を実施した結果、51 件の課徴金納付命令勧告

を行い、その内訳は、インサイダー取引事案が 43 件、相場操縦事案が８

件となりました。 

指標⑦ [主要]迅速・効率的な開示検査の実施 【 達成 】 

28 年度 

目 標 
迅速・効率的な開示検査を実施する 

28 年度 

実 績 

・ フォワード・ルッキングな視点による大規模上場会社の継続的監視業

務を開始しました。    

・ 機動的・効率的な開示検査を実施した結果、15 件について検査を終了

し、うち、５件の課徴金納付命令勧告、２件の自発的な訂正の慫慂を行

いました。 

・ 開示規制違反が認められた場合には、コンプライアンス意識の欠如な

ど、根本原因の究明を行い、再発防止に向けた会社自身による適正な開

示を行うための体制整備を促進しました。 



指標⑧ 課徴金制度の適切な運用 【 達成 】 

28 年度 

目 標 
課徴金制度を適切に運用する 

28 年度 

実 績 

・ 不公正取引及び有価証券報告書等の虚偽記載等の違反行為に対して、 

審判官による審判手続を経て、49件の課徴金納付命令を行いました。 

指標⑨ [主要]効果的な犯則調査の実施 【 達成 】 

28 年度 

目 標 
効果的な犯則調査を実施する 

28 年度 

実 績 

・ 関係機関との連携やデジタルフォレンジックの積極的な活用等を行い

つつ、効果的な犯則調査を実施しました。その結果、発行会社の役員等

が行ったインサイダー取引事件、極めてリスクの高い状態にあったレセ

プト債が虚偽の説明により一般投資家に販売された偽計事件等につい

て、告発を行いました。 

・ 国際的な情報交換の枠組みを積極的に活用し、海外当局との間で調査

に有用な情報を交換し、犯則調査に役立てました。 

・ 効果的な犯則調査を実施した結果、インサイダー取引事件２件、相場

操縦事件３件、偽計事件２件の合計７件について告発を行いました。 

指標⑩ 政策課題の発生に応じた自主規制機関との適切な連携 【 達成 】 

28 年度 

目 標 
政策課題の発生に応じて自主規制機関と必要な協議・検討を行う 

28 年度 

実 績 

・ 日本証券業協会のワーキング・グループにおいて、私募債等を販売す

る場合における商品審査及び顧客への説明等のあり方に関して検討を行

った結果、（金融庁はオブザーバー参加）、29年 2 月、日本証券業協会が、

「社債券の私募等の取扱い等に関する規則」を制定しました。 

・ 金融先物取引業協会と連携し、会員に対する為替変動リスクに関する

統一的なストレス・テストの実施や、法人向け店頭ＦＸ取引における証

拠金規制の施行を受けての、会員の為替リスク管理態勢の強化を促しま

した。 

指標⑪ 効果的な情報発信及び関係諸団体との意見交換の実施 【 達成 】 

28 年度 

目 標 
効果的な情報発信及び関係諸団体との意見交換を実施する 

28 年度 

実 績 

・ 自主規制機関等との意見交換について、連携先の拡大に努めた結果、

26 回開催し、市場における諸問題について認識を共有しました。 

・ 市場参加者等に対する講演を 40 回、各種広報媒体への寄稿を 53 件実

施し、証券取引等監視委員会の活動状況や問題意識等を情報発信するこ

とで、市場規律の強化に努めました。 

・ 報道機関等を通じた情報発信については、事案の内容や問題点が的確

に伝わるよう公表内容の見直しを行いました。 



参考指標 

指標① 課徴金納付命令の実績＜内容・件数＞ 

28 年度 

実 績 

・ 不公正取引の違反行為に対して、42件の課徴金命令を行いました。 

・ 有価証券報告書等の虚偽記載等の違反行為に対して、7 件の課徴金納

付命令を行いました。 

指標② 国際会計基準（ＩＦＲＳ）の任意適用企業数及びその時価総額の割合 

28 年度 

実 績 

・ 28 年度末のＩＦＲＳ任意適用企業の数は 146 社（27 年度末 109 社）、

全上場企業の時価総額の 24.56％（27 年度末 20.3％）まで増加しました。

指標③ 取引審査実施状況<内容・件数> 

28 年度 

実 績 

・ 28 年度は 1,142 件の取引審査を行い、内訳はそれぞれ、価格形成に関

するものが 98 件、内部者取引に関するものが 1,031 件、その他が 13 件

となりました。 

・ 27 年度は 1,097 件の取引審査を実施しており、約４％の増加となりま

した。 

指標④ 情報受付状況<内容・件数> 

28 年度 

実 績 

・ 28 年度は、市場関係者等から 7,600 件の情報を受け付けました。 

・ 情報提供手段別での内訳は、インターネットが 5,569 件、電話が 1,370

件、文書が 475 件、来訪が 34 件、財務局等からの回付が 152 件となりま

した。 

・ 受け付けた情報の内訳は、相場操縦等の個別銘柄に関するものが 5,661

件、有価証券報告書虚偽記載等の発行体に関するものが 354 件、金融商

品取引業者の営業姿勢等に関するものが 798 件、その他の意見等が 787

件となりました。 

・ 昨年度に引き続き、過去最高水準の件数で推移しました。 

指標⑤ 取引調査に係る勧告の実施状況＜内容・件数＞ 

28 年度 

実 績 

・ 取引調査に係る課徴金納付命令勧告は 51 件であり、その内訳は、イン

サイダー取引事案が 43件、相場操縦事案が 8件となりました。 

指標⑥ 開示検査に係る検査終了件数、勧告の実施状況＜内容・件数＞ 

28 年度 

実 績 

・ 開示検査に係る検査終了件数（15件）、うち、課徴金納付命令勧告を５

件、自発的訂正の慫慂を２件実施しました。 

指標⑦ 犯則事件の告発の実施状況＜内容・件数＞ 

28 年度 

実 績 

・ インサイダー取引事件２件、相場操縦事件３件、偽計事件２件の合計

７件について告発を行いました。 

指標⑧ 市場参加者等に対する意見交換会等の実施状況<内容・件数> 

28 年度 

実 績 

・ 意見交換会等の実施 25 件（うち、日本証券業協会 14 件、証券取引所 4

件、投資信託協会 2件、投資顧問業協会 2件、金融先物取引業協会 1件、

その他 2件） 

・ 講演会等の実施 40件 

・ 寄稿の実施 53 件 



評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ａ（ 目標達成 ） 

【判断根拠】 金融庁においては、有価証券報告書レビューや課徴金納付

命令の決定等の実施、自主規制機関等と連携し、業界におけ

る課題の検討等を行ったこと等から、市場の公正性・透明性

を確保するための制度・環境整備等について目標どおり貢献

することができたと考えています。 

また、証券取引等監視委員会においては、適切に検査・調

査を実施し、必要に応じて課徴金納付命令の勧告、悪質な事

案については告発を行うなど、市場の公正性・透明性の確保

に貢献しました。また、海外当局との緊密な連携や市場関係

者との意見交換など、市場規律の強化に向けた取組について

も積極的に行いました。 

以上のことから、測定結果は「Ａ」としましたが、高速取

引をはじめ多様化・複雑化・巧妙化が進む不公正取引に対す

る市場監視システムの高度化や検査・調査手法の見直し、個

別事案の調査で得られた情報の多面的・複線的活用、グロー

バル経済の変化や不祥事の発生、Ｍ＆Ａの増加等に伴う開示

規制違反の潜在的リスクに着目した大規模上場会社に対す

る継続的監視などについて、引き続き取り組んでいく必要が

あります。 

施策の分析 

【必要性】

【効率性】

【有効性】

市場構造が急速に変化する中で、市場の公正性・透明性の

確保、投資者の保護を図るためには、市場環境のマクロ的な

視点に基づく分析を行うなど、フォワード・ルッキングな市

場監視を行っていく必要があります。 

以下のような取組を行ったことにより、市場取引の公正

性・透明性を確保するための環境整備を効率的に行うことが

できたと考えています。 

・ 平成 28 年度有価証券報告書レビューについて、財務局

等と連携し、企業が有価証券報告書を作成する際の留意事

項等の公表を年一回にまとめた上で早期に行いました。 

・ ＩＦＲＳ任意適用企業の拡大促進等の取組を実施するに

あたり、財務会計基準機構、企業会計基準委員会等の関係

機関と適切に役割分担し取り組みました。 

・ 市場で行われる取引その他の活動について、財務局や自

主規制機関等との連携やＩＴ技術の活用を通じた効率的

な市場監視を実施しました。 

金融商品取引法上のディスクロージャーの適切性を確保

するための取組の実施等に加え、フォワード・ルッキングな

市場監視により、違反行為者について課徴金納付命令勧告や

告発等を行うとともに、その内容を公表し、市場規律の強化

を促したことは、市場の公正性・透明性の確保に有効であっ

たと考えています。 



さらに、自主規制機関と連携して、各業界における課題の

検討等を行ったことは、投資者保護や市場の公正性・透明性

の確保に有効であったと考えています。 

今後の課題・ 

次期目標等への 

反映の方向性 

【今後の課題】

【 施 策 】

【測定指標】

個別事案の調査で得られた情報に関し、市場監視業務全般

に多面的・複線的に活用する等の取組を引き続き推進するこ

とで、市場規律の強化につなげていく必要があります。 

IT の最新動向に関する情報収集に努めるとともに、ＨＦＴ

等の高速取引に対する取引審査手法を含めた調査分析手法

の高度化を行っていく必要があります。 

グローバルなマクロ経済の変化が上場企業の業績等に与

える影響や、不祥事の発生やＭ＆Ａの増加に伴う潜在的な不

正会計リスクの高まりを注視するなど、開示検査の深度を一

層深めていく必要があります。 

目まぐるしく変化する市場環境や新たなリスクに対応す

るため、自主規制機関・関連業界団体や海外当局との協働も

強化しながら、ミクロ・マクロ双方の視点からフォワード・

ルッキングな市場監視を行っていきます。 

①市場環境のマクロ的な視点に基づく分析を行うなど、フォ

ワード・ルッキングな観点からの市場監視を行っていく必

要があります。 

②海外との間のクロスボーダー取引の拡大等を踏まえ、引き

続き海外当局との連携強化を図っていく必要があります。

③引き続き、市場監視の空白を作らないため、幅広い情報の

収集・分析及び取引審査を行っていく必要があります。 

④不公正取引が複雑化等していることを踏まえ、引き続き迅

速・効率的な取引調査を実施していく必要があります。 

⑤正確な企業情報が適正に市場に提供されるよう、引き続き

迅速・効率的な開示検査を実施していく必要があります。

⑥引き続き、市場の公平性・透明性の確保に向け、課徴金制

度を適切に運用していきます。 

⑦犯則行為が複雑化・巧妙化していることを踏まえ、引き続

き、様々な形態の犯則行為に対して、厳正で効果的な犯則

調査を実施していく必要があります。 

⑧法令違反等が認められた場合、根本的な原因を究明・指摘

し、再発防止につなげていく必要があります。 

⑨効果的な情報発信や市場環境整備に向けた積極的な貢献

を通じて、市場規律強化に向けた取組を行っていく必要が

あります。 

⑩市場監視システムにおける IT 技術の更なる活用を推進し

ていく必要があります。 

⑪市場全体としての監視機能強化に向け、自主規制機関・関

係団体等と適切な連携を行っていく必要があります。 

⑫引き続き、財務局等と連携を図りつつ、外部等からの照会



に対する適切な対応、有価証券報告書レビューの実施及び

有価証券報告書等の虚偽記載等の違反行為に関する課徴

金制度の適切な運用並びに無届募集を行う発行者への対

応等を通じ、ディスクロージャーの適正性の確保に努めま

す。 

⑬引き続き、我が国において使用される会計基準の品質向上

に向けた取組を行っていく必要があります。 

主な事務事業の取組内容・評価 

① フォワード・ルッキングな観点からの監視活動の機能強化 

・ 国内外の経済情勢等の影響を受けやすい業種・企業に係る情報収集・

分析を行い、その結果について証券取引等監視委員会内で情報を共有し

ました。 

・ 市場の構造的変化に対応するため、最新の金融技術やＦｉｎＴｅｃｈ

の動向等について、国内外の金融機関やＩＴ企業等の有識者にヒアリン

グを実施しました。また、市場監視へのインプリケーションを考察する

とともに課題やリスクを抽出し、市場監視システムにおけるＩＴ 技術の

更なる活用（ＲｅｇＴｅｃｈ）について検討を行いました。 

② 金融商品取引法上のディスクロージャーの適切性の確保 

・ 外部から寄せられる開示制度に関する照会に対し、適正な情報を確保

するとともに、法令やガイドライン等の根拠を示すこと等により適切・

迅速に回答を行いました。また、有価証券報告書等の受理等に関し、認

識の共有化を図るため、財務局等との間で意見交換等を行いました。 

・ 有価証券報告書レビューとして、①法令改正関係審査（法令改正があ

った事項に係る各社の対応状況の審査）、②重点テーマ審査（特定の事項

に着目し対象企業を抽出して行う審査）、③情報等活用審査（適時開示や

金融庁に提供された情報等に関する審査）を行い、審査結果を公表する

とともに、有価証券報告書の作成に当たり留意すべき事項について、金

融庁ウェブサイト等に公表しました（29年３月）。 

・ 有価証券報告書虚偽記載等の違反行為については、証券取引等監視委

員会の勧告を受け、28年度においては、課徴金納付命令の決定を 7件行

いました。 

【有価証券報告書等の虚偽記載等に係る課徴金納付命令の実施状況】 

（単位：件） 

区  分 26 年度 27 年度 28 年度 

課徴金納付命令件数 ９ ４ ７ 

（出所）総務企画局総務課審判手続室調 

・ 無届募集を行う者への対応については、開示ガイドラインに基づく対

応を行いました。具体的には、各財務局等に対しヒアリングを指示する

など、勧誘行為の実態把握に努め、無届募集であることが判明した場合

には、有価証券届出書等の提出の慫慂を行いました。 

・ 上記の取組により、行政対応の透明性・予測可能性の向上が図られた

ものと考えています。また、有価証券報告書レビューの実施及び有価証



券報告書虚偽記載等に関する課徴金制度の適切な運用並びに無届募集を

行う者への対応の結果、有価証券の発行者の財務内容、事業内容が正確

かつ適時に開示されました。 

③ 我が国において使用される会計基準の品質向上 

・ 関係機関と連携し、以下の取組を推進・実施するとともに、企業会計

審議会会計部会（28 年７月、29 年２月開催）において、取組状況につい

て審議が行われました。 

ⅰ）ＩＦＲＳ任意適用企業の拡大促進 

・ ＩＦＲＳ適用企業等の実務の円滑化を図るため、財務会計基準機構等

の協力を得て、「ＩＦＲＳに基づく四半期連結財務諸表の開示例」を公表

しました（28 年７月）。 

・ 企業会計基準委員会において、「リスク分担型企業年金の会計処理等に

関する実務上の取扱い」の公表に際し、リスク分担型企業年金のＩＦＲ

Ｓにおける会計処理に関する論点を整理し公表しました（28 年 12 月）。

・ 会計教育研修機構が中心となり、企業のニーズを踏まえ、ＩＦＲＳへ

の移行を促すためのセミナーを開催しました（29 年３月）。 

ⅱ）ＩＦＲＳに関する国際的な意見発信の強化 

・ 企業会計基準委員会において、我が国によるＩＦＲＳに関する意見発

信の一環として、修正国際基準を改正し公表しました（28年７月）。 

・ 企業会計基準委員会において、のれんの残高の推移等を分析し、「のれ

ん及び減損に関する定量的調査」として公表しました（28年 10 月）。 

ⅲ）日本基準の高品質化 

・ 企業会計基準委員会における収益認識基準の開発に向けた検討が加速

されるよう支援しました。 

ⅳ）国際的な会計人材の育成 

・ 財務会計基準機構が中心となり、ＩＦＲＳに関して国際的な場で意見

発信できる人材等、国際的な会計人材を育成するための「国際会計人材

ネットワーク」の構築に向けた検討を進めました。 

・ 企業会計審議会会計部会において、ＩＦＲＳに基づく会計監査の実務

を担える人材やその育成に係る４大監査法人の状況について把握し、各

法人に対して適切な取組を促しました。 

④ 包括的かつ機動的な市場監視 

・ ポスターやリーフレット等を用いて呼びかけを行った結果、昨年に引

き続き高水準となる 7,600 件の情報を受け付けました。また、取引審査

や調査等への活用に加え、各取引所の上場審査等に有用と判断した情報

については積極的に情報提供を行う等、関係機関と連携した活用も行い

ました。 

・ 「不公正ファイナンス」と呼ばれる不公正な有価証券の発行等に対す

る監視強化のため、上場企業に対するモニタリングや第三者割当増資に

よるファイナンスの分析を進めました。また、近年増加している行使価

額修正条項付新株予約権の発行状況について分析しました。 

・ 海外からのアルゴリズムを用いた高速取引注文の増加等に対応するた

め、証券会社の売買審査態勢の実態把握を行いました。 



・ 事務の効率化により審査期間の短縮化を図るとともに、情報ツールを

新規導入する等、審査対象銘柄の選定方法の見直しを行い、効果的な取

引審査の実施に取り組みました。 

・ 自主規制機関、証券会社との情報の共有化を一層進めるともに、各財

務局等との意見交換を充実させ、審査銘柄の選定に関して一体的な運用

を行う等、更なる連携強化に努めました。 

・これらの幅広い情報に関する分析等の取組及び取引審査に関する取組は、

発行市場、流通市場全体に向けた包括的かつ機動的な市場監視の実現に

効果があったと考えています。 

⑤ クロスボーダー取引等を利用した内外プロ投資家等による不公正取引への対応 

・ 証券規制当局間の情報交換枠組みの活用等を通じ、クロスボーダー取

引等を利用した内外プロ投資家等による不公正取引について、４件の課

徴金納付命令勧告を行いました。クロスボーダー取引が日常化している

中、海外当局と緊密に連携し対処したことは、市場の公正性・透明性の

向上につながったと考えています。 

・ 海外当局を訪問しての協議等や情報交換を積極的に実施したほか、必

要に応じて電話会議を実施し、クロスボーダー取引に係る調査等につい

ての意見交換を日常的に行うなど、一層の連携強化を図りました。 

・上記取組は、海外当局との緊密な関係構築のために必要な人材の育成及

び海外当局との一層の連携強化につながるものと考えています。 

⑥ 不公正取引に対する迅速・効率的な取引調査の実施 

・ 迅速・効率的な取引調査を実施した結果、51 件の課徴金納付命令勧告

を行い、その内訳は、インサイダー取引事案が 43 件、相場操縦事案が 8

件となりました。 

・ 早期に本格調査に着手するとともに、機動的、弾力的な調査チームの

編成に努めたほか、高度な技術を要するデータ保全等は情報技術専門官

を活用するなど、違反行為の立証に役立てました。 

・ 「情報伝達・取引推奨規制」について調査・検証を行い、法令違反が

認められた事案について、５件の課徴金勧告を行いました。 

・ 近年の経済環境の変化などを背景に、法令上の決定事実等には該当し

ないものの、投資者の投資判断に著しい影響を及ぼす事実が公表され、

株価が大きく変動する事案が認められていることから、上場会社のバス

ケット条項を適用した事案１件及び上場会社等の子会社のバスケット条

項を適用した事案１件について課徴金勧告を行いました。 

・ 依然として上場会社の役員等が関与するインサイダー取引が多数認め

られているため、取引が行われた上場会社との間で、根本原因と再発防

止策について意見交換を行い、問題認識の共有に努めました。 

・ 相場操縦事案においては、個人投資家による複数の証券会社を介して、

対当売買や買い上がり買付けの相場操縦行為が認められたことから、課

徴金勧告を行いました。 

・ 上記取組内容のとおり、迅速・効率的な取引調査を実施したことによ

り、市場の公正性・透明性の確保につながったものと考えています。 



⑦ ディスクロージャー違反に対する迅速・効率的な開示検査の実施 

・ 28 年度においては、継続的な業績不振から、売上の過大計上等の不適

正な会計処理が継続されていた事案のほか、新株予約権証券の無届募集

を行った事案等について、５件の課徴金納付命令勧告を行いました。 

  他方で、課徴金納付命令勧告を行わなかった場合でも、虚偽記載等の

訂正の慫慂を行った結果、会社が自発的に訂正報告書を提出した事例も

ありました。 

・ 開示書類が自発的に訂正された場合等について、必要に応じ、内部統

制等に着目した実態把握のために開示検査を行いました。 

・ 開示検査の実施においては、根本原因を究明し、検査対象企業と議論

の上、改善を求めました。こうした取組により、開示規制違反の再発防

止につながったものと考えています。 

・ フォワード・ルッキングな視点による大規模上場会社やその子会社の

継続的監視業務を行うための態勢強化が必要であると考えています。 

・ 市場関連部局等との連携を進めるとともに、金融商品取引所、公認会

計士協会等との間で、証券取引等監視委員会の持つ問題意識や関連情報

の共有を図りました。また、課徴金事例集や証券監視委メールマガジン

などのツールを通じ、事案の内容や特性等を分かりやすく情報発信した

ことで、開示規制違反の未然防止につながったものと考えています。 

⑧ 課徴金制度の適切な運用 

・ 不公正取引及び有価証券報告書等の虚偽記載等の違反行為に対して、 

審判官による審判手続を経て、49件の課徴金納付命令を行いました。 

【課徴金納付命令件数】 

（単位：件）

不公正取引 
有価証券報告書等

の虚偽記載等 
合 計 

インサイダー取引 相場操縦・偽計   
法人 個人 法人 

個

人  法人 個人  法人 個人   

平成 26年度 25 2 23 10 2 8 9 8 1 44 12 32 

平成 27年度 34 3 31 9 1 8 4 4 0 47 8 39 

平成 28年度 30 1 29 12 5 7 7 7 0 49 13 36 

（出所）総務企画局総務課審判手続室調

・ 法令に基づき、適切に課徴金制度を運用しており、我が国市場取引の

公正性・透明性の向上に資するものになっていると考えています。 

⑨ 犯則事件に対する厳正な調査の実施 

・ 重大で悪質な証券不正事案について、関係機関とも連携の上、厳正な

調査を実施しました。その結果、28 年度は、インサイダー取引事件２件、

相場操縦事件３件、偽計事件２件の合計７件について告発を行いました。

これらの中には、発行会社の役員等が行ったインサイダー取引事件、極



めてリスクの高い状態にあったレセプト債が虚偽の説明により一般投資

家に販売された偽計事件等が含まれるところ、厳正な調査を実施し告発

を行ったことにより、市場の公正性・透明性の確保に貢献できたものと

考えています。 

・ 国際的な情報交換等の枠組みに基づき、海外当局から調査に有用な情

報を迅速かつ的確に収集し、国内の犯則調査に役立てたほか、海外当局

の調査等を的確に支援できるように、機動的に会合を行うなど、常に海

外当局との連携を密にし、協力関係の強化に取り組みました。このよう

に、海外当局と密接に連携し、クロスボーダーでの不公正取引の実態解

明、実効性のある監視を強化していると考えています。 

・ ＩＴ化の進展に対応するため、デジタルフォレンジックに係る研修を

行いました。デジタルフォレンジックを積極的に活用することにより、

効果的な犯則調査を実施することができたと考えています。 

⑩ 自主規制機関との適切な連携 

・ 上記測定指標⑩に書いたように、金融商品取引業者等を取り巻く環境

の変化等を受け、自主規制機関と連携して、各業界における課題の検討

等を行ったことは、投資者保護や市場の公正性・透明性の確保に資する

取組であったと考えています。 

⑪ 市場参加者の規律強化に向けた取組 

市場参加者の規律強化に向けた取組として、以下を実施しました。 

・ 自主規制機関等と、リスクとして認識している分野等について議論を

実施するなど、これまで以上に情報や問題意識をタイムリーに共有し、

更なる連携強化を行ったことに加え、関係機関との連携の拡大を通じて、

市場規律の強化に向けた取組を行いました。 

・ 昨年度に引き続き、財務局において証券取引等監視委員会を開催しま

した（東海財務局：28 年６月、関東財務局：28 年 10 月、北陸財務局：

29 年 3 月）。併せて、中期活動方針に係る説明会を開催し、市場関係者に

対し周知を図るとともに、地元検察庁等と意見交換を実施するなど、関

係機関との連携強化を実施しました。 

・ 事案の内容及び問題点が的確に伝わるよう、意義・特徴や発生原因を

分かりやすく公表することで、事案の正確な理解と報道につながるよう

努めました。さらに、新聞・雑誌・テレビ等の各種媒体からの取材・寄

稿等の依頼に対しても、積極的に対応しました。 

・ 28 年 12 月の証券取引等監視委員会の第９期発足を機に、証券取引等監

視委員会パンフレットについて、更にメッセージの明確化を図り、利用

者に届きやすい内容となるよう構成・内容について見直しを行いました。

加えて、毎月配信している証券監視委メールマガジンについては、勧告・

告発した事案について、意義・特徴や発生原因等を盛り込み、内容や問

題点等が的確に伝わるよう内容の拡充に努めました。 

・ 諸団体に対する講演や各種広報媒体への寄稿、証券監視委メールマガ

ジンの発行等を通じて、証券取引等監視委員会の活動状況や問題意識、

第９期活動方針等について、幅広く情報発信に取り組んだことは、証券

取引等監視委員会の活動に対する理解と関心がより深められたと考えて



います。さらに、勧告事案等について、内容を分かりやすく公表するよ

うに努めたことは、市場参加者等に対し、事案の理解を深め、不公正取

引の未然防止など市場規律の強化につながったものと考えています。 

施策の 

予算額・執行額等 

区 分 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 253 260 222 244

補正予算 － ▲３ － －

繰 越 等 － －

合 計 253 258

執行額（百万円） 152 179

学識経験を有する者 

の知見の活用 
第 26 回 政策評価に関する有識者会議（29 年６月 26 日） 

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

【測定指標③】 

・首相官邸 「日本再興戦略 2016」 

・企業会計審議会 

・「リスク分担型企業年金のＩＦＲＳ上の会計処理に関する事務局によ

る論点の整理」の公表（企業会計基準委員会 28 年 12 月２日公表）

・修正国際基準「その他の包括利益の会計処理」の公表（企業会計基

準委員会 28 年７月 25日公表） 

・リサーチ・ペーパー第２号「のれん及び減損に関する定量的調査」

の公表（企業会計基準委員会 28 年 10月３日公表） 

・「収益認識に関する包括的な会計基準の開発についての意見の募集」

の公表（企業会計基準委員会 28 年 2 月 4 日公表、28 年 4 月 22 日

改訂） 

【測定指標①、④～⑦、⑨～⑪】 

・証券取引等監視委員会 中期活動方針（第 9期） ～四半世紀の活動

を踏まえた新たなステージへ～（証券取引等監視委員会 29 年１月

20 日公表） 

・証券取引等監視委員会の取組み 

【測定指標⑧】 

・「課徴金納付命令等一覧」 

【測定指標⑩】 

・日本証券業協会「私募債等の商品審査及び販売態勢等のあり方に関

するワーキング・グループ」 

担当部局名 

証券取引等監視委員会事務局 

総務企画局 

総務課審判手続室、市場課、企業開示課 

監督局証券課 

政策評価実施時期 平成 29 年６月 





平成 28 年度 実績評価書 
金融庁 28（施策Ⅲ－４） 

施策名 市場仲介機能が適切に発揮されるための制度・環境整備 

施策の概要 

金融商品取引業者等の健全かつ適切な運営を確保するため、金融商品

取引業者等に対する効率的かつ効果的な監督及び検査を実施して業務の

実態把握を図る。また、重大な法令違反等が認められた場合には、行政

処分を行うとともに、再発防止のため、業務改善の実施状況の適切なフ

ォローアップを図る。 

達成すべき目標 金融商品取引業者等の健全かつ適切な運営を確保すること 

目標設定の 

考え方・根拠 

市場仲介機能が適切に発揮されるよう、効率的かつ効果的な監督及び

検査を実施し、金融商品取引業者等の業務の健全かつ適切な運営の確保

を図る。 

【根拠】 

・金融商品取引法第51条、第56条の２ 等 

・金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針 

・平成 28年事務年度証券モニタリング基本方針 

測定指標 

指標① 
内外の経済・金融環境の変化を踏まえた効率的かつ効果的な監

督の実施 
【 達成 】 

28 年度 

目 標 

内外の経済・金融環境の変化を踏まえ、効率的かつ効果的な監督を実施す

る 

28 年度 

実 績 

・ 大手証券会社グループにおいては、国民の安定的な資産形成を実現す

るため、顧客本位の業務運営の定着について深度ある対話を実施しまし

た。また、内外の経済・金融環境の変化を踏まえたビジネスモデルの持

続可能性について、課題の検討と改善に向けた議論を実施しました。 

・ 今後もオン・オフ一体のモニタリングを推進しながら、顧客本位の業

務運営、ビジネスモデルの持続可能性、それらを支えるガバナンスにつ

いて、効率的かつ効果的な検証と対話を継続していきます。 

指標② 
[主要]検査対象先の特性に応じた効率的かつ実効性ある証券検

査の実施 
【 未達成 】 

28 年度 

目 標 
検査対象先の特性に応じた効率的かつ実効性ある証券検査を実施する 

28 年度 

実 績 

証券取引等監視委員会は、平成 28 年 10 月に公表された「平成 28 事務年

度証券モニタリング基本方針」に基づき、 

・ 関係部局との連携を一層強化し、金融商品取引業者等の規模・特性等

を勘案しつつ、全ての金融商品取引業者等のビジネスモデルの分析、そ

れを支えるガバナンスの有効性等に着目したリスクアセスメントを実施

しました。 

・ リスクアセスメントの結果を踏まえ、リスクベースでオンサイト・モ

ニタリング先を選定し、オンサイト・モニタリングにおいては、金融商



品取引業者等が取り扱う商品の内容や取引スキームについて分析を行っ

た上で業務運営の適切性等について検証を進め、問題が認められた場合

には、その問題の根本的な原因の究明に努めました。 

  しかしながら、オンサイト・モニタリングにおいては、事実認定の的

確性、把握した問題事象に係る根本原因の究明等について、更なる改善

の余地が認められました。 

・ 金融商品取引業者等について、重大な法令違反が認められた事案や投

資家被害を発生させていることが認められた事案等に対しては、行政処

分を求める勧告を行いました。 

指標③ 政策課題の発生に応じた自主規制機関との適切な連携 【 達成 】 

28 年度 

目 標 
政策課題の発生に応じて自主規制機関と必要な協議・検討を行う 

28 年度 

実 績 

・ 日本証券業協会のワーキング・グループにおいて、私募債等を販売す

る場合における商品審査及び顧客への説明等のあり方に関して検討を行

った結果、（金融庁はオブザーバー参加）、29 年 2 月、日本証券業協会が、

「社債券の私募等の取扱い等に関する規則」を制定しました。 

・ 金融先物取引業協会と連携し、会員に対する為替変動リスクに関する

統一的なストレス・テストの実施や、法人向け店頭ＦＸ取引における証

拠金規制の施行を受けての、会員の為替リスク管理態勢の強化を促しま

した。 

・ 自主規制機関と連携し、問題意識を共有することで証券モニタリング

を効率的に実施するとともに、証券取引等監視委員会によるモニタリン

グと自主規制機関による監査・考査等の役割・連携について検討しまし

た。今後、検討結果を踏まえ、役割・連携について取りまとめを行う予

定です 



参考指標 

指標① 金融商品取引業者等に対する行政処分の実施状況＜内容・件数＞ 

28 年度 

実 績 

・ 平成 28年 4 月から平成 29年 3 月にかけて、536 社に対する行政処分を

公表しました。 

指標② 証券検査実施状況＜内容・件数＞ 

28 年度 

実 績 

区 分 26 年度 27 年度 28 年度 

第一種金融商品取引業者 77 61 16 

第二種金融商品取引業者 72 32 9 

投資助言・代理業者 42 28 8 

投資運用業者 15 7 4 

登録金融機関 1 1 0 

適格機関投資家等特例業務届出者 31 30 20 

金融商品仲介業者 18 19 2 

信用格付業者 2 0 0 

自主規制機関等 3 3 0 

投資法人 2 1 1 

その他 3 3 1 

合 計 266 185 61 

指標③ 証券検査に係る行政処分等の勧告の実施状況＜内容・件数＞ 

28 年度 

実 績 

26 年度 27 年度 28 年度 

16 18 35 

指標④ 
証券検査における金融商品取引業者等に対する法令遵守等の不備に係る通知の実施

状況＜内容・件数＞ 

28 年度 

実 績 

26 年度 27 年度 28 年度 

105 72 67 

評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ｂ（ 相当程度進展あり ） 

【判断根拠】 金融庁においては、重大な問題が認められた金融商品取引

業者に対し、行政処分を行うなど、金融商品取引業者におけ

る業務運営体制の改善に向けた取組を進めました。また、顧

客本位の業務運営の定着や、内外の経済・金融環境の変化を

踏まえたビジネスモデルの持続可能性について、大手証券会

社グループの社外取締役等と深度ある対話を行いました。ま

た、日本証券業協会等と連携し、各業界における課題の検討

等を行いました。 

証券取引等監視委員会においては、金融商品取引業者等の

規模・特性等を勘案しつつ、全ての金融商品取引業者等のビ



ジネスモデルの分析、それを支えるガバナンスの有効性やリ

スク管理の適切性等に着目したリスクアセスメントを実施

し、リスクアセスメントの結果を踏まえてオンサイト・モニ

タリングを実施した結果、重大な法令違反が認められた事案

等に対しては、行政処分を求める勧告等を行いました。 

しかしながら、オンサイト・モニタリングにおいては、事

実認定の的確性、把握した問題事象に係る根本原因の究明等

について、更なる改善の余地が認められました。 

以上のことから、測定結果は「Ｂ」としました。今後は、

自主規制機関等との連携を一層強化するとともに、金融商品

取引業者等の業態及び規模・特性等を踏まえつつ、そのビジ

ネスモデルやそれに由来するリスク、ガバナンスやリスク管

理態勢等により一層着目したリスクアセスメントを強化し、

オン･オフ一体のモニタリングをより効率的かつ効果的に実

施していく必要があるほか、オンサイト・モニタリングにお

ける事実認定の的確性の向上、把握した問題事象に係る根本

原因の深度ある究明、新しいビジネスモデルや新商品の登場

に伴う新たなリスクに係る対応などについて、引き続き取り

組んでいく必要があります。 

施策の分析 

【必要性】 市場仲介機能が適切に発揮されるためには、効率的かつ効

果的な監督及び検査を実施し、金融商品取引業者等の業務の

健全かつ適切な運営の確保を図ることが必要であると考えて

います。 

【効率性】 監督部局と検査部局の緊密な連携等により、様々な情報を

収集・分析して検査対象先の規模・特性等を踏まえたリスク・

ベースの検査を効率的に実施し、問題が認められた金融商品

取引業者等に対する速やかな行政処分の実施や、同様の事案

の発生を抑制するための事実関係等の公表などを行うこと

は、市場仲介機能が適切に発揮されるための制度・環境を整

備するという施策効果を効率的に実現するものであると考え

ています。 

【有効性】 監督部局と検査部局との間で情報共有を行い、迅速に検査

を実施して早期に実態を解明し、的確に行政処分を行うとと

もに、金融商品取引業者等による再発防止策の策定やそれに

基づく業務改善の状況を適時適切にフォローアップすること

により、金融商品取引業者等の健全かつ適切な運営に資する

ことができたと考えています。 

今後の課題・ 

次期目標等への 

反映の方向性 

【今後の課題】 金融商品取引業者等に対するモニタリングにおいて、マク

ロ経済や証券市場等の変化による金融商品取引業者等のビジ

ネスモデルの変化に着目し、当該ビジネスモデルの変化に起

因する問題事象をタイムリーに把握し、より迅速に被害の未

然防止・極小化を図っていく必要があります。 

また、オンサイト・モニタリングにおいて、事実認定の的 



今後の課題・ 

次期目標等への 

反映の方向性 

【 施 策 】

確性、把握した問題事象に係る根本原因の究明等について、

更なる向上を図っていく必要があります。 

金融取引が高度化・複雑化し、市場が激しく変動する中で、

市場仲介機能が適切に発揮されるためには、引き続き、オン・

オフ一体となった効率的かつ効果的な監督及び検査を実施

し、各社のビジネスモデルやそれに由来するリスク、ガバナ

ンスやリスク管理態勢等により一層着目したリスクアセスメ

ントを強化することで、金融商品取引業者等の業務の健全か

つ適切な運営の確保を行う必要があります。法令に照らして

投資者保護等に重大な問題が発生している事実が確認された

金融商品取引業者等に対し、引き続き、厳正かつ迅速な行政

処分を行うとともに、業務改善に向けた取組を促していく必

要があります。併せて、行政処分の内容の公表や、監督指針

の整備等を引き続き講じることによって、法令違反の再発防

止に向けた、金融商品取引業者等やその利用者への情報提供

を行っていく必要があります。 

また、引き続き、自主規制機関と緊密な情報交換等を行う

ことにより、市場の公正性・透明性の確保に向けた業界自身

の取組の充実・改善を後押ししていく必要があります。 

【測定指標】 ① 金融商品取引業者等の業態及び規模・特性等を踏まえつ

つ、そのビジネスモデルやそれに由来するリスク、ガバナ

ンスやリスク管理態勢等により一層着目したリスクアセス

メントを強化する必要があることから、内外の経済・金融

環境の変化を踏まえた、より効率的かつ効果的な監督を実

施していきます。 

② 市場の公正性・透明性の確保に向けた業界自身の取組の

充実・改善を後押ししていくため、引き続き、自主規制機

関との適切な連携を図っていく必要があります。 

主な事務事業の取組内容・評価 

① 金融商品取引業者等に対する効率的かつ効果的な監督の実施 

・ 大手証券会社グループについては、リアルタイムで問題点の把握と具

体的な対応を求めることで、オン・オフ一体となった切れ目のないモニ

タリングを行うことが出来たと考えます。 

・ 金融庁において、販売・勧誘の際の虚偽告知や顧客資産の流用等の法

令違反行為等が認められた事例について、警告書を発出した上で、社名・

代表者名・法令違反行為等を公表するとともに、関係機関に情報提供を

行うことにより、金融商品取引業者等の健全かつ適切な業務運営の確保

を促すことができたと考えます。 

② 金融商品取引業者等に対する効率的かつ効果的な検査の実施 

証券取引等監視委員会は、「平成 28 事務年度証券モニタリング基本方針」

に基づき、次のような取組を行い、より効率的かつ効果的なモニタリング

の実施に努めました。 



・ オフサイト・モニタリングにおいては、経済環境等のマクロ的分析を

踏まえ、関係部局が連携し、全ての金融商品取引業者等に対して規模・

特性等を踏まえつつ、３つの防衛線の考え方に基づき、ビジネスモデル

の分析、それを支えるガバナンスの有効性やリスク管理の適切性等に着

目したリスクアセスメントを行いました。また、オンサイト・モニタリ

ングにおいては、オフサイト・モニタリングの結果等を総合的に勘案し

た上で、リスクベースで対象先を選定するとともに、検証項目を絞り込

んだオンサイト・モニタリングを実施するなど機動的な対応に努めまし

た。これらの取組は、効率的かつ効果的なモニタリングの実施に資する

ものと考えています。 

・ 財務局が実施する金融商品取引業者等に対する証券モニタリングにつ

いて、証券取引等監視委員会は、オフサイト・モニタリングの着眼点や

実施状況、オンサイト・モニタリングの計画段階から終了まで指導・調

整機能を積極的に発揮するとともに、複数の財務局に跨る問題に対して

は、財務局間の情報共有、戦略立案等の調整を行いました。これらの取

組は、効率的かつ効果的なモニタリングの実施に資するものと考えてい

ます。 

・ 金融商品取引業者等に対するオンサイト・モニタリングを行うに当た

っては、取り扱う商品や取引スキームについて深度ある分析を行った上

で業務の適切性等について検証を行い、問題が認められた場合、法令違

反行為等の指摘にとどめることなく、問題の根本的な原因を究明するた

めに経営方針・ガバナンス等の観点からも検証に努めました。しかしな

がら、事実認定の的確性、把握した問題事象に係る根本原因の究明等に

ついて、更なる改善の余地が認められました。 

・ 適格機関投資家等特例業務届出者については、平成 28 年３月より施行

された改正金融商品取引法により行為規制の強化等が図られるとともに

行政処分が可能となったことから、詐欺的な営業を行う適格機関投資家

等特例業務届出者に対しては、オンサイト・モニタリングの結果、重大

な法令違反行為が認められた場合には、行政処分勧告を行うなど被害の

拡大防止のための適切な措置を講じました。また、相互に関連した複数

のファンドを用いた適格機関投資家等特例業務届出者のグループに着目

してオンサイト・モニタリング先を選定したことは、限られた人的資源

を効率的に活用できたものと考えています。 

・ 証券モニタリングの事例の分析を行い、証券取引等監視委員会ウェブ

サイトにおいて「金融商品取引業者等に対する証券検査結果事例集」と

して公表し、また公表に合わせて各協会に対し、協会員への周知を依頼

するなど、金融商品取引業者等の自主的な規律付けへの働きかけを行い

ました。これらの取組は、金融商品取引業者等の健全かつ適切な運営及

び投資者保護に寄与したものと考えています。 

③ 金融商品取引業者等の自主規制機関との適切な連携 

・ 金融商品取引業者等を取り巻く環境の変化等を受け、自主規制機関と

連携して、各種改善策の検討やストレス･テストの実施を促したことは、

投資者保護や市場の公正性・透明性の確保に資する取組であったと考え



ています。 

・ 自主規制機関等と連携し、問題意識を共有することで証券モニタリン

グを効率的に実施するとともに、証券取引等監視委員会によるモニタリ

ングと自主規制機関による監査・考査等の役割・連携について検討しま

した。これらの取組は、効率的かつ効果的なモニタリングの推進に寄与

したものと考えています。 

施策の 

予算額・執行額等 

区 分 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 27 27 27 22

補正予算 － － － －

繰 越 等 － －

合 計 27 27

執行額（百万円） 24 ８

学識経験を有する者

の知見の活用 
第 26 回 政策評価に関する有識者会議（29 年６月 26 日） 

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

【測定指標①】 

・「平成 28 事務年度 金融行政方針」（金融庁 28 年 10 月 21 日公表） 

【測定指標②】 

・証券取引等監視委員会 中期活動方針（第９期）～四半世紀の活動を

踏まえた新たなステージへ～（証券取引等監視委員会 29 年１月 20

日公表） 

・平成 28 事務年度証券モニタリング基本方針（証券取引等監視委員会

28 年 10 月 25 日公表） 

・金融商品取引業者等に対する検査結果に基づく勧告について、適格

機関投資家等特例業務届出者等に対する検査結果に基づく勧告等に

ついて 

【測定指標③】 

・日本証券業協会「私募債等の商品審査及び販売態勢等のあり方に関

するワーキング・グループ」 

【参考指標①】 

・行政処分事例集（金融庁 公表） 

担当部局名 

証券取引等監視委員会事務局 

監督局証券課 

検査局総務課 

政策評価実施時期 平成 29 年６月 



平成 28 年度 実績評価書 
金融庁 28（施策Ⅲ－５） 

施策名 市場機能の発揮の基盤となる会計監査に関する制度・環境整備 

施策の概要 

適正な会計監査の確保により市場機能の発揮の基盤が強化されるため

に、監査基準等の整備の要否の検討、公認会計士・監査法人等に対する

適切な監督、品質管理レビューの適正な審査及び監査法人等に対する的

確な検査、海外監査監督当局との協力・連携、優秀な会計人材確保に向

けた取組の推進に係る取組を図ることとしている。 

達成すべき目標 適正な会計監査の確保により市場機能の発揮の基盤が強化されること 

目標設定の 

考え方・根拠 

公認会計士・監査法人による監査は、財務書類の信頼性確保のために

極めて重要な役割を果たすものであり、厳正な会計監査の確保を図るこ

とが重要である。 

【根拠】 

・公認会計士法第１条、第１条の２ 等 

測定指標 

指標① 
〔主要〕適正な会計監査の確保のための態勢整備に向けた取組の

実施 
【 達成 】 

28 年度 

目 標 

「会計監査の在り方に関する懇談会」の提言も踏まえ、適正な会計監査の

確保のための態勢整備に向けた取組を実施 

28 年度 

実 績 

「会計監査の在り方に関する懇談会」の提言を踏まえ、以下の取組を実

施しました。 

・ 監査法人が実効的な組織運営を実現し、組織としての監査の品質を確

保する取組を促すため、29 年３月に「監査法人の組織的な運営に関する

原則」（監査法人のガバナンス・コード）を策定・公表しました。 

・ 会計監査業務の水準を向上させるため、当局と大手・準大手監査法人

等との間で継続的な対話の場を設け、会計監査をめぐる課題についての

問題意識の共有を図りました。 

指標② [主要]公認会計士・監査法人等に対する適切な監督 【 達成 】 

28 年度 

目 標 

虚偽証明等に関わった公認会計士・監査法人等に対して、適切な監督を実

施 

28 年度 

実 績 

・ 監査法人等の非違事例等について、法令に基づく厳正な処分を行った

ほか、業務改善報告を通じて品質管理態勢の整備状況を確認する等、適

切な監督を実施しました。 

・ 適切な監査の実施に資するため、日本公認会計士協会を通じて、有価

証券報告書レビューの結果を踏まえた有価証券報告書作成に係る留意点

を監査法人等に周知しました。 

指標③ 
[主要]品質管理レビューの審査及び監査法人等に対する検査の

実施状況 
【達成】 

28 年度 

目 標 

監査法人等における監査品質の一層の向上に向け、品質管理レビューの審

査及び監査法人等に対する実効的な検査の実施 



28 年度 

実 績 

・ 品質管理レビューを適正に審査し、その審査結果等を踏まえて、監査

法人等に対して報告徴収を行い、品質管理レビューの改善勧告に対する

改善計画の実施状況等について検証しました（平成 28 年度報告徴収件数

は、レビュー実施件数101件のうち50件（実施率49.5％、前年度65.2％））。

・ 審査結果等を踏まえて、必要かつ適当であると認められた監査法人に

対して検査を実施し、品質管理等の問題点を指摘して改善を促すととも

に、業務運営が著しく不当と認められた監査法人については、金融庁長

官に対し、行政処分その他の措置を講ずるよう勧告しました（28 年度検

査件数 10件・勧告件数１件） 

指標④ 海外監査監督当局との協力・連携状況 【達成】 

28 年度 

目 標 

高品質な我が国会計・監査制度の実現に向けた海外監査監督当局との連携

強化 

28 年度 

実 績 

・ 28 年４月の監査監督機関国際フォーラム（ＩＦＩＡＲ）常設事務局の

東京設置の決定を受けて、同事務局の開設に向け、必要な支援を実施し

ました。この結果、29 年４月に東京にＩＦＩＡＲ事務局が開設されまし

た。 

・ ４月に開催されたＩＦＩＡＲの第 16 回本会合（ロンドン）、10 月に開

催された第４回中間会合（シンガポール）及び各ワーキング・グループ

において積極的に議論に参加・貢献しました。とりわけ執行ワーキング・

グループにおいては、設立以来日本が議長を務め議論をリードしており、

４月には執行ワークショップを実施しました。 

・ ４月に監査監督上の協力に関するフランス会計監査役高等評議会(Ｈ３

Ｃ)との書簡交換を行ったほか、多国間情報交換枠組みへの参画等を通

じ、諸外国の監査監督当局との連携を強化しました。 

指標⑤ 受験者等への情報発信の拡大 【達成】 

28 年度 

目 標 
多様な人々が試験に挑戦することを促すため、受験者等へ情報発信を拡大 

28 年度 

実 績 

・ 多様な人々が公認会計士試験に挑戦することを促す観点から、全国の大

学等で公認会計士の使命や資本市場における会計及び監査の重要性等を

テーマとした講演を行っており、28 年度においては全国９大学で実施し

ました。また、受験者のすそ野の拡大を図る観点から、全国３商業高校

で、会計・監査や公認会計士資格に関する講演を実施しました。 

・ 情報発信を充実させる観点から、公認会計士・監査審査会の業務内容を

記載したパンフレット、及び公認会計士の業務や試験の概要等を掲載し

た試験パンフレットの改訂を行い、上記講演等において配布を行ったほ

か、審査会ウェブサイトに掲載しました。 

さらに、試験の透明性や信頼性の確保を図る観点から、引き続き、試験

問題、受験者数、合格者数、得点階層分布等の公表を行いました。 

指標⑥ 優秀な会計人材確保に向けた取組の推進状況 【達成】 

28 年度 

目 標 
優秀な会計人材確保に向けた取組の実施 



28 年度 

実 績 

・ 大手監査法人等との間で、公認会計士資格の魅力の向上策等について意

見交換を行いました。 

・ 我が国の会計・監査を担う優秀な人材の確保に向け、全国の大学等にお

いて講演会を実施するなど、一層の広報活動の充実に取り組みました。 

参考指標 

指標① 公認会計士等に対する行政処分の実施状況＜内容・件数＞ 

28 年度 

実 績 
・ 監査法人に対する業務改善命令 ３法人 

指標② 監査法人等に対する検査に係る勧告の実施状況＜件数＞ 

28 年度 

実 績 
・ １件（27 年度 ４件） 

指標③ 公認会計士・監査審査会ウェブサイトへのアクセス件数 

28 年度 

実 績 

・審査会トップページ 

年間件数：28 年度  717,599 件（27 年度 428,939 件） 

月間平均件数：28 年度  59,800 件（27 年度 35,745 件） 

・公認会計士試験関係 

年間件数：28 年度  233,378 件（27 年度 224,704 件） 

月間平均件数：28 年度  19,448 件（27 年度 18,725 件） 

※ システムに不具合があった影響等により、27 年度については正確なア

クセス件数を入手できていない月があります。 

評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ａ（目標達成） 

【判断根拠】 適正な会計監査の確保に向け、監査法人のガバナンス・コ

ードの策定等の取組を行いました。 

公認会計士・監査法人に対する品質管理レビューの審査や、

その結果に基づく監査法人等に対する検査の実施、厳正な処

分など、監査法人等に対する適切な検査・監督を行いました。

 ＩＦＩＡＲを中心とした国際会議において積極的に議論に

貢献するとともに、情報交換枠組みの締結に向けた交渉や各

国の監査監督方針に関する意見交換等を通じて、海外当局と

の協力・連携を強化しました。また、29 年４月にＩＦＩＡＲ

常設事務局が東京に開設されました。 

 多様な人材に公認会計士試験の受験を広く促す観点から、

会計・監査の重要性や公認会計士の使命等をテーマとした講

演を実施するとともに、審査会パンフレット及び公認会計士

試験パンフレットの見直しを行うなど、受験者等への情報発

信の強化に努めました。 

 以上のとおり、測定指標に掲げた目標は全て達成すること

ができたことから、測定結果は「Ａ」としました。 



施策の分析 

【必要性】 適正な会計監査の確保により市場機能の発揮の基盤が強化

されることが、我が国の資本市場の活性化、国際的競争力の

向上に貢献するものと考えています。公認会計士・監査法人

による監査は、企業の財務情報の信頼性を確保し、我が国の

資本市場の透明性・信頼性を向上させていく上で、極めて重

要な役割を担うものであることから、会計監査に関する制

度・環境整備を進めることが必要です。 

【効率性】 適正な会計監査の確保のため、金融庁及び公認会計士・監

査審査会が監査法人等に対する監督及び検査等を着実に実行

することが施策効果を効率的に実現する手段であると考えて

います。 

【有効性】 監査法人のガバナンス・コードの策定、監査法人等に対す

る適切な監督の実施、品質管理レビューの審査等に基づく監

査法人等に対する報告徴収及び検査の実施、利用者の確実な

理解を図るための検査結果事例集の改訂等の取組は、監査法

人等の監査の質の向上に向けた取組を促し、厳正な会計監査

の確保に資するものと考えています。 

今後の課題・ 

次期目標等への 

反映の方向性 

【今後の課題】

【 施 策 】

【測定指標】

適正な会計監査の確保に向け、引き続き、監査の品質の向

上に向けた取組を進めていくとともに、こうした取組の実効

性の確保を図っていく必要があります。 

会計監査に関する制度・環境整備は一定程度進捗している

ものと考えられますが、引き続き適正な会計監査の確保によ

り市場機能の発揮の基盤が強化されることを目指す必要があ

ります。 

① 監査法人のガバナンス・コードを踏まえた各監査法人の

改革の実施状況のフォローアップ等により、会計監査の品

質の持続的な向上・信頼性確保を図ります。 

② 財務情報の信頼性の確保において重要な役割を担う監査

法人等の非違事例等に対して厳正な処分を行うなど、引き

続き、適正な監督を実施していきます。 

③ 引き続き、適正な会計監査の確保に資するよう、品質管

理レビューのより適正な審査及び監査法人等に対するより

実効的な検査を実施していきます。 

④ 29 年４月に東京に開設されたＩＦＩＡＲ事務局の円滑

な運営を確保するために必要な支援を引き続き行っていき

ます。また、ＩＦＩＡＲ関連活動等への積極的な関与・貢

献を行うとともに、海外監査監督当局との緊密な協力・連

携を図ります。 

⑤  公認会計士試験に多様な人々が挑戦することを促すた

め、引き続き講演会等の広報活動の充実や受験者にとって

有益な情報発信を拡大します。 

⑥  引き続き、日本公認会計士協会や経済界等と連携しつつ、

優秀な会計人材確保に向けた取組を実施していきます。 



主な事務事業の取組内容・評価 

① 適正な会計監査の確保のための態勢整備に向けた取組の実施 

「会計監査の在り方に関する懇談会」提言を踏まえ、以下の取組を実施

し、会計監査業務の水準向上につなげました。 

・ 監査法人が実効的な組織運営を実現し、組織としての監査の品質を確

保する取組を促すため、29 年３月に「監査法人の組織的な運営に関する

原則」（監査法人のガバナンス・コード）を策定・公表しました。本コー

ドを踏まえ、各監査法人が、実効的な組織運営を実現するための改革を

進めることで、会計監査の持続的な向上につながるものと考えています。

・ 当局と大手・準大手監査法人等との間で継続的な対話の場を設け、会

計監査をめぐる課題についての問題意識の共有を図りました。 

② 公認会計士・監査法人等に対する適切な監督 

・ 監査法人等の非違事例等について、法令に基づく厳正な処分を行った

ほか、業務改善報告を通じて品質管理態勢の整備状況を確認する等、適

切な監督を実施しました。 

・ 適切な監査の実施に資するため、日本公認会計士協会を通じて、有価

証券報告書レビューの結果を踏まえた有価証券報告書作成に係る留意点

を監査法人等に周知しました。 

・ こうした取組は、監査法人等に質の高い監査を促し、ひいては企業の

財務情報の信頼性の向上に資するものであると考えています。 

③ 品質管理レビューの適正な審査及び監査法人等に対する的確な検査 

・ 「監査事務所等モニタリング基本方針（審査・検査基本方針） -より

実効性のある監査の実施のために-」（平成 28年５月 13 日）、「平成 28 事

務年度監査事務所等モニタリング基本計画」（平成 28 年７月 14日）に基

づき、日本公認会計士協会による品質管理レビューの結果を審査し、そ

の審査結果を踏まえ、報告徴収の実施、又は、必要かつ適当であると認

められた監査法人に対して検査を実施しました。 

・ 大手監査法人に対しては、ガバナンス等経営管理態勢、業務管理態勢

に一層重点を置いた検査や前事務年度の検査で指摘した不備事項の改善

状況を検証するためのフォローアップ検査を実施する等、監査法人等に

対する的確な検査を実施しました。 

・ なお、これらの検査を実施した結果、業務運営が著しく不当と認めら

れた監査法人については金融庁長官に対し、行政処分その他の措置を講

ずるよう勧告を行いました。 

・ 最近の監査を取り巻く環境変化を踏まえ、審査・検査のより一層の充

実・強化を図るため、関係機関等と連携を密にし、監査法人等に関する

幅広い情報の収集・分析を行いました。 

④ 海外監査監督当局との協力・連携 

・ 28 年４月のＩＦＩＡＲ常設事務局の東京設置の決定を受けて、同事務

局の開設に向け、必要な支援を実施しました。この結果、29 年４月に東

京にＩＦＩＡＲ事務局が開設されました。 

・ ４月に開催されたＩＦＩＡＲの第 16 回本会合（ロンドン）、10 月に開



催された第４回中間会合（シンガポール）及び各ワーキング・グループ

において積極的に議論に参加・貢献しました。とりわけ執行ワーキング・

グループにおいては、設立以来日本が議長を務め議論をリードしており、

４月には執行ワークショップを実施しました。 

・ ４月に監査監督上の協力に関するＨ３Ｃとの書簡交換を行ったほか、

多国間情報交換枠組みへの参画等を通じ、諸外国の監査監督当局との連

携を強化しました。 

⑤ 優秀な会計人材確保に向けた取組の推進 

・ 我が国の会計・監査を担う優秀な人材の確保に向け、全国の大学等に加

えて高校生等若年層に対し、会計・監査に係る講演を行うなど、一層の

広報活動に取り組みました。さらに、多様な人々が公認会計士試験に挑

戦することを促すためには、引き続き、高校生等若年層や女性に向けて、

会計・監査や公認会計士資格に関しての広報活動を協会等と連携して推

進することが必要であると考えています。 

施策の 

予算額・執行額等 
区 分 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 104 112 101 103

補正予算 － － － －

繰 越 等 － －

合 計 104 112

執行額（百万円） 75 79

学識経験を有する者 

の知見の活用 
第 26 回 政策評価に関する有識者会議（29 年６月 26 日） 

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

【測定指標①】 

・「会計監査の在り方に関する懇談会」提言（金融庁 28 年３月８日公

表） 

・「監査法人の組織的な運営に関する原則」（監査法人のガバナンス・

コード）（金融庁 29 年３月 31 日公表） 

【測定指標③】 

・「公認会計士・監査審査会の活動状況」（公認会計士・監査審査会 29

年６月 16日公表） 

・「監査事務所検査結果事例集の公表について」（公認会計士・監査審

査会 28 年７月 29 日公表） 

・『「公認会計士・監査審査会検査の実効性の向上～大規模監査法人を

中心に～」の公表について』（公認会計士・監査審査会 28 年３月

24 日公表） 

・「外国監査法人等に対する検査監督の考え方」（金融庁、公認会計士・

監査審査会 21 年９月 14 日公表） 

・「公認会計士・監査審査会の実施する外国監査法人等に対する報告

徴収・検査に関する基本指針」（公認会計士・監査審査会 22 年１

月 14 日公表） 



・「監査事務所等モニタリング基本方針 （審査・検査基本方針）-よ

り実効性のある監査の実施のために-」（公認会計士・監査審査会 28

年５月 13日公表） 

・「平成 28 事務年度監査事務所等モニタリング基本計画」（公認会計

士・監査審査会 28 年７月 14 日公表） 

【測定指標④】 

・金融庁「監査監督機関国際フォーラム（IFIAR）事務局開設 

～我が国初となるグローバルな金融関係国際機関の本部～」 

（http://www.fsa.go.jp/ifiar/20161207-1.html） 

・金融庁「監査監督機関国際フォーラム（IFIAR）事務局開設について

～我が国初となるグローバルな金融関係国際機関の本部～」 

（http://www.fsa.go.jp/ifiar/20170404.html） 

・Outcomes Plenary Meeting April 2017（IFIAR 29 年４月６日公表）

（ https://www.ifiar.org/IFIAR/media/Documents/IFIARMembersAr

ea/PlenaryMeetings/September%202012%20(London)/Final_2017-Pl

enary-Stakeholder-Announcement-News-Release.pdf） 

・公認会計士・監査審査会「第 16 回監査監督機関国際フォーラム（ロ

ンドン会合）について 」

(http://www.fsa.go.jp/cpaaob/sonota/kokusai/20160428-1.html) 

・公認会計士・監査審査会「監査監督上の協力に関するフランス会計

監査役高等評議会(H3C)との書簡交換について」 

(http://www.fsa.go.jp/cpaaob/sonota/shokan/20160421.html) 

【測定指標⑤】 

・平成 28 年公認会計士試験第Ⅱ回短答式試験の合格発表について（公

認会計士・監査審査会 28 年６月 24 日公表） 

・平成 28 年公認会計士試験論文式試験の試験問題及び答案用紙につい

て（公認会計士・監査審査会 28 年８月 22 日公表） 

・平成 28 年公認会計士試験の合格発表について（公認会計士・監査審

査会 28 年 11 月 11 日公表） 

・平成 29 年公認会計士試験第Ⅰ回短答式試験の合格発表について（公

認会計士・監査審査会 29 年１月 16 日公表） 

・公認会計士・監査審査会「講演等」 

（http://www.fsa.go.jp/cpaaob/sonota/kouen.html） 

担当部局名 

公認会計士・監査審査会事務局 

総務企画局 

企業開示課、 

総務課審判手続室 

ＩＦＩＡＲ常設事務局設立準備本部同準備室 

政策評価実施時期 平成 29 年６月 



平成 28 年度 実績評価書 
金融庁 28（施策Ⅳ－２） 

施策名 
 アジア諸国をはじめとする新興国の金融・資本市場の整備及び金融業

の一層の開放に向けた政策協調 

施策の概要 
 アジア諸国をはじめとする新興国に対する金融インフラ整備支援、及び

「グローバル金融連携センター」（GLOPAC）の運営等の取組を実施する。 

達成すべき目標 

 アジア諸国をはじめとする新興国の金融・資本市場の整備を促進する

ことや、金融規制の緩和を促すことを通じて、日本企業・金融機関の新

興国における事業の拡大や新興国の成長力基盤の強化を支援し、日本の

金融・資本市場を新興国とともに成長させる。 

目標設定の 

考え方・根拠 

 日本の金融・資本市場は、日本企業・金融機関の新興国における事業

の拡大や新興国の成長力基盤の強化を通じ、新興国とともに成長させる

必要がある。 

 こうした観点から、アジア諸国をはじめとする新興国の金融・資本市

場の整備を促進するとともに、金融規制の緩和を促す。 

【根拠】 

 ・「日本再興戦略」（平成25年６月14日閣議決定） 

 ・「日本再興戦略」改訂2014（26年６月24日閣議決定） 

 ・「日本再興戦略」改訂2015（27年６月30日閣議決定） 

測定指標 

指標① 
アジア諸国をはじめとする新興国の金融当局との関係強化に向

けた取組状況 
【 達成 】 

28 年度 

目 標 
新興国の金融当局から支援ニーズ等を把握する機会の確保 

28 年度 

実 績 

・ ミャンマーやインドネシア、タイ、ベトナム等の金融当局との間で締

結・交換した金融分野の技術協力に係る覚書・書簡に基づき、各国金融

当局との間で対話等を行い、支援ニーズの把握に努めました。また、「グ

ローバル金融連携センター」においては、過去プログラムを終了した「卒

業生」を再招聘し、現行のプログラムに対する改善策を提案してもらう

など、新たな取組を行いました。 

指標② 
［主要］アジア諸国をはじめとする新興国に対する金融インフラ整備

支援の実施状況、及び「グローバル金融連携センター」の運営状況 
【 達成 】 

28 年度 

目 標 
金融インフラ整備支援の実施、「グローバル金融連携センター」の運営 

28 年度 

実 績 

・ 日系金融機関等の意見も踏まえた上で、ミャンマーやインドネシア、

タイ、ベトナム等に対する技術協力を継続しました。具体的には、例え

ば以下の取組を行いました。 

 １ ミャンマーに関しては、技術協力を受けて、28 年３月にヤンゴン証

券取引所（ＹＳＸ）において取引が開始されたところ、引き続き、現

地に長期派遣中の金融庁職員と連携しつつ、上場企業数の増加や不公

正取引への対策のための取組を行いました。 



28 年度 

実 績 

 ２ インドネシアに関しては、28 年４月、インドネシア金融庁（ＯＪＫ）

と共催で、日系金融機関等に対して同国のイスラム金融を紹介するた

めのセミナーを開催しました。 

・ アジアを中心とする新興国の金融当局職員を招聘し、銀行・証券・保

険各分野における日本の規制や検査・監督上の取組を紹介する内容の研

修を提供しました（28 年８月（銀行分野）／同 11 月（保険分野）／29

年３月（証券分野））。 

・ 28 年４月、「アジア金融連携センター」（26年４月設置）を「グローバ

ル金融連携センター」に改組し、対象地域を全世界の新興国に拡大しま

した。同センターにおいて、新興国の金融当局職員を研究員として招聘

し、金融庁が提供する講義の受講や外部関係機関（金融機関や研究所な

ど）の訪問などを内容とするプログラムを提供しました。なお、同セン

ターでは、研究員の帰国後も、ニュースレターの定期送付や職員出張の

機会を活用した面談を実施するなど、ネットワークの維持・海外当局に

おける知日派の育成を着実に進めています。同センターでは、26 年４月

の設置以来、29 年３月までに 22 ヶ国から計 77 名の金融当局職員を受け

入れました。 

評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ｂ（相当程度進展あり） 

【判断根拠】  支援対象となる新興国の金融当局のニーズ等も把握した

上で、金融インフラ整備支援の実施や「グローバル金融連

携センター」の運営に取り組みました（測定指標①・測定

指標②）。「グローバル金融連携センター」では、26 年４月

の設置以来、29 年３月までに 22 ヶ国から計 77 名の金融当

局職員を受け入れました（測定指標②）。 

 以上、28 年度においては、すべての測定指標で目標を達

成することができました。一方、本来、新興国の金融当局

との連携・協力・交流は、中長期的に継続してはじめて意

義があると考えられます。今後も、新興国の金融・資本市

場の整備等の観点から一層効果的な取組みを行っていく必

要があるため、「Ｂ」としました。 

施策の分析 

【必要性】  日本経済、ひいては世界経済の持続的成長に資するため、

新興国を含めた世界の金融システムの安定と発展に貢献す

る必要があります。こうした観点から、海外金融当局との

連携強化や、新興国に対する金融分野の技術協力の必要性

は高まっています。 

【効率性】  支援対象となる新興国の金融当局のニーズのほか、日系

金融機関等の意見も踏まえて、効率的に施策を実施したと

考えています。 

【有効性】  海外金融当局との連携強化や、新興国に対する金融分野

の技術協力は、新興国を含めた世界の金融システムの安定

と発展に貢献する上で有効であると考えています。 



【今後の課題】  「グローバル金融連携センター」において、引き続き、研究

員の帰国後も、ニュースレターの定期送付や職員出張の機会を

活用した面談を実施するなど、ネットワークの維持・海外当局

における知日派の育成を着実に進める必要があります。 

今後の課題・ 

次期目標等への 

反映の方向性 

【 施 策 】  日本経済、ひいては世界経済の持続的成長に資するため、

新興国を含めた世界の金融システムの安定と発展に貢献す

る必要があります。こうした観点から、引き続き、海外金

融当局との連携強化や、新興国に対する金融分野の技術協

力を行います。 

【測定指標】 ① 金融機関の活動や金融取引のグローバル化に対応する

ため、引き続き、海外金融当局との連携強化や、新興国

に対する金融分野の技術協力を行います。 

② 金融機関の活動や金融取引のグローバル化に対応する

ため、引き続き、海外金融当局との連携強化や、新興国

に対する金融分野の技術協力を行います。 

主な事務事業の取組内容・評価 

① アジア諸国をはじめとする新興国の金融・資本市場の整備の促進等 

・ 支援対象となる新興国の金融当局のニーズ等も把握した上で、金融イ

ンフラ整備支援の実施や「グローバル金融連携センター」の運営に取り

組みました（詳細は指標①・指標②に係る「28年度実績」欄参照）。 

・ 「グローバル金融連携センター」では、26年４月の設置以来、29年３

月までに 22 ヶ国から計 77 名の金融当局職員を受け入れました（詳細は

指標②に係る「28 年度実績」欄参照）。 

・ 日本も参加する「アジア地域ファンドパスポート」（アジア太平洋経済

協力（ＡＰＥＣ）加盟国のうち参加を表明した国が、投資者保護上の要

件を満たす投資信託等について、その相互販売を容易にするための枠組

み）に関して、運営管理等のために設立された合同委員会の議長を金融

庁職員が務めるなど、議論を主導しました。 

・ 日ＥＵ経済連携協定（ＥＰＡ）や東アジア地域包括的経済連携（ＲＣ

ＥＰ）などの経済連携交渉について、金融庁として積極的に交渉に参加・

貢献しました。また、環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定に関し

ては、28年 12 月、臨時国会において「環太平洋パートナーシップ協定の

締結に伴う関係法律の整備に関する法律」（平成 28 年法律第 108 号）が

成立しました。 

施策の 

予算額・執行額等 

区 分 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 232 288 257 292

補正予算 － － － －

繰 越 等 － －

合 計 232 288

執行額（百万円） 193 205



学識経験を有する者 

の知見の活用 
第 26 回 政策評価に関する有識者会議（29 年６月 26 日） 

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

特になし 

担当部局名 総務企画局総務課国際室 

政策評価実施時期 29 年６月 



平成 28 年度 実績評価書 
金融庁 28（施策Ⅳ－３） 

施策名 金融サービスの提供者に対する事業環境の整備 

施策の概要 

金融サービスの提供者が、利用者のニーズに的確に対応しつつ、積極

的に事業を展開できる環境を確保するため、規制・制度改革の推進や法

令照会等への対応、官民による持続的な対話の実施等を行うこととして

いる。 

達成すべき目標 
金融サービスの提供者が、利用者のニーズに的確に対応しつつ、積極

的に事業を展開できる環境を確保すること 

目標設定の 

考え方・根拠 

金融を取り巻く環境変化に適切に対応するため、規制・制度改革を推

進すること等により、金融サービスの提供者が、利用者のニーズに的確

に対応しつつ、積極的に事業を展開できる環境を確保する必要がある。

【根拠】  

・「日本再興戦略」改訂2015（平成27年６月30日閣議決定） 

・「規制改革実施計画」（27年６月30日閣議決定） 

・「平成27事務年度 金融行政方針」（27年９月18日公表） 

・金融審議会「決済業務等の高度化に関するワーキング・グループ 

報告～決済高度化に向けた戦略的取組み～」（27年12月22日公表）

・金融審議会「金融グループを巡る制度のあり方に関するワーキン

グ・グループ報告～金融グループを巡る制度のあり方について～」

（27 年 12 月 22 日公表）                                 等 

測定指標 

指標① 
[主要]金融サービスの提供者を対象とした金融行政のあり方・ア

プローチの見直しの進捗状況 
【 達成 】 

28 年度 

目 標 
金融行政のあり方・アプローチの見直しの実施 

28 年度 

実 績 

・ 「金融モニタリング有識者会議」（28 年８月設置）において、ルールと

プリンシプルの最適な組み合わせ、担保・保証に過度に依存しない事業

をみた融資への転換等、これまで金融庁が見直してきたモニタリングの

基本的な考え方や手法等について、外部の有識者を交えて議論し、検査・

監督改革の方向と課題について報告書をとりまとめ、公表しました。 

・ 顧客から金融機関の行動や取組がより良く見えるようにする、「見える

化」を進めるため、「金融仲介機能のベンチマーク」（28 年９月公表）、「顧

客本位の業務運営に関する原則」及び「『顧客本位の業務運営に関する原

則』の定着に向けた取組み」（29年３月公表）の策定等を行いました。 

・ 「「金融行政モニター」におけるご意見等の受付状況及び金融庁の対応

について」を公表しました（28 年４月、10 月）。 

これらは、金融サービスの提供者が、利用者との関係において、主体的

に多様な創意工夫を発揮できる環境の確保に寄与したものと考えていま

す。 



指標② FinTech による金融革新の推進 【 達成 】 

28 年度 

目 標 

FinTech エコシステムの実現に向けた所要の方策の検討、決済インフラの改

革等に係る検討 

28 年度 

実 績 

・ 「フィンテック・ベンチャーに関する有識者会議」を設置（28 年５月）

し、３回の会合を開催しました。 

・ 決済高度化官民推進会議を設置（28 年６月）し、２回の会合を開催し

ました。 

指標③ FinTech の動きに対する制度面の対応 【 達成 】 

28 年度 

目 標 

「情報通信技術の進展等の環境変化に対応するための銀行法等の一部を改

正する法律」の施行のための制度整備、金融関係の制度面の課題について

金融審議会において検討 

28 年度 

実 績 

・ 「情報通信技術の進展等の環境変化に対応するための銀行法等の一部

を改正する法律」施行に向け、銀行法施行令等の所要の改正を実施しま

した（同法律は 28 年６月公布、29 年４月施行）。 

・ 金融審議会「金融制度ワーキング・グループ」において、制度面の課

題について検討、報告書を取りまとめ、公表しました（28年 12 月）。 

・ 「銀行法等の一部を改正する法律案」を第 193 回国会に提出しました

（29 年３月３日）。 

指標④ FinTech サポートデスクで受け付けた相談への適切な対応 【 達成 】 

28 年度 

目 標 

FinTech サポートデスクで受け付けた相談について、内容・ニーズに応じて

的確に対応 

28 年度 

実 績 

・ FinTech サポートデスクにおいて、FinTech 企業からの相談に応じて、

事業実施の支援を行うとともに、FinTech に関するビジネス動向や事業者

のニーズを把握し、金融関係の制度面の検討にも活用しました。 

指標⑤ 「規制改革実施計画」に盛り込まれる項目等の検討作業 【 達成 】 

28 年度 

目 標 
「規制改革実施計画」に盛り込まれる項目等の検討・必要な措置の実施 

28 年度 

実 績 

・ 「規制改革実施計画」（27 年６月 30 日）等に盛り込まれた規制・制度改

革事項について検討を進め、規制・制度改革を積極的に推進しました。 

これにより、金融サービスの提供者が、利用者のニーズに的確に対応し

つつ、積極的に事業を展開できる環境の整備が、着実に進展したものと考

えます。 

指標⑥ 
ノーアクションレター、一般法令照会の受理から回答までの処理

期間 
【 達成 】 

28 年度 

目 標 

ノーアクションレター制度等を利用した法令照会への対応について、所定

の処理期間の遵守を徹底するとともに、可能な限り、その短縮を図る 

28 年度 

実 績 

・ 28 年度における、一般法令照会制度に基づく照会１件について、処理

期間内での回答を達成しました。 

これにより、金融行政の透明性・予測可能性を高め、金融サービスの提

供者が積極的に新しい商品の販売やサービスの提供を行える環境の確保に

寄与したものと考えています。 



指標⑦ 金融機関等との意見交換の会合の開催実績 【 達成 】 

28 年度 

目 標 
金融業をめぐる課題等を踏まえて必要に応じ実施 

28 年度 

実 績 

・ 地域の実情を踏まえつつ地域の成長マネー供給促進を図るため、行政

当局と地元企業や地域金融機関等との意見交換等の場として、「地域の成

長マネー供給促進フォーラム」を２回（金沢、札幌）開催しました。 

・ こうした取組みを通じ、行政当局と金融機関等の事業者との建設的な

対話を継続して実施することにより、我が国金融機能の向上・活性化に

繋がっていくものと考えます。 

参考指標 

指標① 金融行政モニターの受付状況及び金融庁の対応状況 

28 年度 

実 績 

・ 「「金融行政モニター」におけるご意見等の受付状況及び金融庁の対応

について」の公表（28年４月、10 月） 

・ 金融行政モニター受付窓口の受付件数:25 件 

・ 金融行政ご意見受付窓口の受付件数:564 件 

指標② FinTech サポートデスクの受付状況及び金融庁の対応状況 

28 年度 

実 績 

・ FinTech サポートデスクでは、28 年度に 110 件の相談を受け付け、

内容・ニーズに応じて的確に対応している。 

指標③ ノーアクションレター、一般法令照会の受理件数及び回答件数 

28 年度 

実 績 

・ ノーアクションレターの受理件数０件、回答件数０件 

・ 一般法令照会の受理件数１件、回答件数１件 

評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ａ（ 目標達成 ） 

【判断根拠】 金融・資本市場の活性化に向けて、平成 27、28 事務年度

の金融行政方針に基づき、金融サービスの提供者を対象とし

た金融行政のあり方・アプローチの見直しを進めました（測

定指標①）。 

また、ＩＴ技術の進展による金融業・市場の変革に対応す

るため、改正銀行法の成立等をはじめとする規制・制度改革

を推進したほか（測定指標②、③、⑤）、FinTech サポートデ

スクで受け付けた相談・ノーアクションレター制度等に基づ

く法令照会に適切に対応しました（測定指標④、⑥）。 

加えて、「地域の成長マネー供給促進フォーラム」の開催

等を通じて、官民による持続的な対話の実施に向けた取組を

進めました（測定指標⑦）。 

さらに、今年度の測定指標の目標は全て達成していること

を勘案して、評価結果は「Ａ」としましたが、29年度以降も、

金融サービスの提供者に対する事業環境の整備に引き続き

取り組んでいく必要があります。 



施策の分析 

【必要性】 金融サービスの提供者の事業環境を整備するためには、引

き続き、企業や金融機関と継続的に対話を行うとともに、金

融を取り巻く環境変化に対応するための規制・制度のあり方

を検討していくことが必要であると考えています。 

【効率性】 金融・資本市場の活性化に向け、現状・課題の分析を改め

て行うことにより、効率的に取組を進めることができたと考

えています。 

【有効性】 規制・制度改革の推進、ノーアクションレター制度等への

適切な対応は、金融サービスの提供者の事業環境の整備に有

効であると考えています。 

今後の課題・ 

次期目標等への 

反映の方向性 

【今後の課題】 金融・資本市場の更なる活性化に向けて必要な取組を進め

ていく必要があります。 

【 施 策 】 金融・資本市場の更なる活性化に向けて必要な取組を進め

ていく必要があります。 

【測定指標】
①金融サービスの提供者による主体的で多様な創意工夫を

促す観点から、引き続き、必要な取組を進めるとともに、

28 年度における検討等を踏まえ、必要に応じ測定指標の見

直しを行います。 

②FinTech エコシステムの実現に向けた所要の方策の検討、

決済インフラの改革等に係る検討を引き続き行います。 

③金融機関とフィンテック企業とのオープン・イノベーショ

ン（連携・協働）を進めるための制度整備について、引き

続き、対応を進めていくとともに、新たな制度面の課題に

ついて金融審議会において検討を行います。 

④引き続き、FinTech サポートデスクで受け付けた相談につ

いて、内容・ニーズに応じて的確に対応していきます。 

⑤金融サービスの提供者が、利用者のニーズに的確に対応し

つつ、積極的に事業を展開できる環境を整備するため、引

き続き、規制・制度のあり方について検討を行います。 

⑥引き続き、ノーアクションレター制度等に基づく法令照会

について迅速に対応していきます。 

⑦金融を取り巻く環境変化に応じ、適切に金融業をめぐる課

題に対応するため、測定指標の見直しを行います。 

主な事務事業の取組内容・評価 

① 金融サービスの提供者を対象とした金融行政のあり方・アプローチの見直し 

・ ルールとプリンシプルの最適な組み合わせ、担保・保証に過度に依存

しない事業をみた融資への転換等、これまで金融庁が見直してきたモニ

タリングの基本的な考え方や手法等について、外部の有識者を交えて議

論し、検査・監督改革の方向と課題について取りまとめた「金融モニタ

リング有識者会議報告書」を公表しました。 



・ 顧客が自らのニーズや課題解決に応えてくれる金融機関を主体的に選

択できるようにするため、顧客から金融機関の行動や取組がより良く見

えるようにする、「見える化」を進めました。具体的には、28 年９月に金

融仲介機能の発揮状況を客観的に評価できる多様な指標（「金融仲介機能

のベンチマーク」）を策定・公表し、金融機関による取組の自主的な開示

を促しました。加えて、金融行政の透明性の向上を図るため、29 年１月

より、業界団体との意見交換会において金融庁が提起した主な論点を公

表することとしました。 

・ 国民の安定的な資産形成を促進していくためには、金融機関が顧客本

位の業務運営を行うことが重要であることから、29 年３月に金融機関が

顧客本位の業務運営におけるベスト・プラクティスを目指す上で有用と

考えられる「顧客本位の業務運営に関する原則」及び「『顧客本位の業務

運営に関する原則』の定着に向けた取組み」を策定・公表しました。 

・ 中立的な第三者である外部専門家がご意見等をお聞きする「金融行政

モニター受付窓口」に寄せられた意見等を踏まえ制度改正を行うなど、

寄せられた意見等を金融行政に反映しました。 

 こうした取組は、金融サービスの提供者が、利用者との関係において、

主体的に多様な創意工夫を発揮できる環境の確保に寄与したものと考えて

います。 

② FinTech への対応 

・  海外展開も視野に入れた日本発のFinTechベンチャーを創出するため、

「フィンテック・ベンチャーに関する有識者会議」において、多様な領

域の人材の連携が図られる場の構築など、FinTech エコシステムの実現に

向けた方策の検討を進めました。 

・ FinTech による金融高度化を推進するため、決済インフラの改革等につ

いて、幅広く外部の有識者との連携も活用し、国際的議論も踏まえつつ、

官民連携して取組を進めました。 

・ 「情報通信技術の進展等の環境変化に対応するための銀行法等の一部

を改正する法律」の施行に向けた所要の政府令を整備しました（同法律

は 29 年４月１日施行）。 

・ 金融機関と金融関連 IT 企業等との連携強化のための環境整備を推進す

るため、FinTech の更なる展開等も見据え、利用者保護や不正利用の防止、

システムの安全性確保等の観点も踏まえつつ、金融関係の制度面の課題

について、金融審議会において検討を行いました。 

・ 「銀行法等の一部を改正する法律案」を第 193 回国会に提出しました

（29 年３月３日）。 

・ FinTech サポートデスクにおいて、FinTech に関する民間事業者の相談

等に一元的に対応するとともに、FinTech に関するビジネス動向や事業者

のニーズの把握を図っています。 

これらの措置により、FinTech の進展を我が国金融・経済の発展に繋げて

いく環境の整備が、着実に進展したものと考えます。 



③ 規制・制度改革等の推進 

・ 「規制改革実施計画」（27年６月 30 日閣議決定）に盛り込まれている

「デビットカードを活用したキャッシュアウトサービスに係る規制の明

確化」について、銀行がキャッシュアウトサービスを行う場合の必要な

体制の整備等を内容とする「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府

令」を制定し（29 年３月 24 日公布、４月１日施行）、銀行によるデビッ

トカードを活用したキャッシュアウトサービスが可能となりました。 

上記改正をはじめとして、金融を巡る状況の変化に対応した様々な規制・

制度改革を推進することにより、金融サービスの提供者が、利用者のニー

ズに的確に対応しつつ、積極的に事業を展開できる環境の整備が着実に進

展したものと考えます。 

④ 事前確認制度の適切な運用 

・ ノーアクションレター制度等について、一層の利用を促すために、引

き続き、金融庁ウェブサイト等を活用した周知を行うとともに、同制度

の適切な運用を図っています。これにより、金融行政の透明性・予測可

能性を高め、金融サービスの提供者が積極的に新しい商品の販売やサー

ビスの提供を行える環境の確保に寄与したものと考えています。 

⑤ 官民による持続的な対話の実施 

・ 地域の実情を踏まえつつ地域の成長マネーの供給促進を図るため、行

政当局と地元企業や地域金融機関等との意見交換等の場として、「地域の

成長マネー供給促進フォーラム」を２回（金沢、札幌）開催しました。 

 こうした取組を通じ、行政当局と金融機関等の事業者との建設的な対話

を継続して実施することにより、我が国金融機能の向上・活性化に繋がっ

ていくものと考えます。 

施策の 

予算額・執行額等 

区 分 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 25 103 60 58

補正予算 － ▲3 － －

繰 越 等 ▲1 －

合 計 24 100

執行額（百万円） 12 32

学識経験を有する者 

の知見の活用 
第 26 回 政策評価に関する有識者会議（29 年６月 26 日） 



政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

【測定指標①】 

・「金融仲介の改善に向けた検討会議」議事要旨・資料等（第３回：28

年４月 27日、第４回：28 年６月 20 日、第５回：28 年９月 15 日、第

６回：29年１月６日、第７回：29 年３月 17日） 

<http://www.fsa.go.jp/singi/kinyuchukai/index.html> 

・「金融モニタリング有識者会議報告書」（29年３月 17 日） 

<http://www.fsa.go.jp/news/28/singi/20170317-1.html> 

・「金融行政モニター」におけるご意見等の受付状況及び金融庁の対応

について」（28年 10 月 26 日、29 年４月 13 日） 

【測定指標②】 

・フィンテック・ベンチャーに関する有識者会議（第１回～３回）

<http://www.fsa.go.jp/singi/fintech_venture/index.html> 

・決済高度化官民推進会議（第１～２回） 

<http://www.fsa.go.jp/singi/kessai_kanmin/index.html> 

・金融審議会 金融制度ワーキング・グループ報告－オープン・イノ

ベーションに向けた制度整備について－ 

<http://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/20161227-1.html> 

【測定指標③】 

・銀行法施行令等の一部を改正する政令等 

<http://www.fsa.go.jp/news/28/ginkou/20170324-1.html> 

・金融審議会 金融制度ワーキング・グループ報告－オープン・イノ

ベーションに向けた制度整備について－ 

<http://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/20161227-1.html> 

【測定指標④】 

・平成 28事務年度 金融行政方針 

<http://www.fsa.go.jp/news/28/20161021-3.html> 

【測定指標⑤】 

・銀行法施行令等の一部を改正する政令等 

<http://www.fsa.go.jp/news/28/ginkou/20170324-1.html> 

【測定指標⑥】 

・一般的な法令解釈に係る書面照会手続の照会に対する回答（28年４

月 22 日ほか） 

【測定指標⑦】 

・「地域の成長マネー供給促進フォーラム」の開催について（金沢：28

年６月 10日、札幌：29年３月 22日） 

担当部局名 

総務企画局 

政策課、総務課、企画課、企画課信用制度参事官室 

地域金融企画室 

検査局総務課 

監督局総務課 



政策評価実施時期 平成 29 年６月 



平成 28 年度 実績評価書 
金融庁 28（施策Ⅳ－５） 

施策名 金融リテラシー（知識・判断力）の向上のための環境整備 

施策の概要 
金融リテラシーを向上させるための環境整備として、金融経済教育の

推進に向けた取組を行う。 

達成すべき目標 金融リテラシーが向上すること 

目標設定の 

考え方・根拠 

金融リテラシーの向上は、以下の点から重要である。 

・ 金融取引を巡るトラブルから身を守るとともに、ローン、保険、

資産運用商品等の金融商品を賢く利用することを通じて、生活の質

の向上につながる。 

・ 利用者保護の実現には、当局による規制だけでは限界があり、過

度な規制は、金融機関等のイノベーションを阻害するという問題も

ある。このため、利用者の金融商品を選別する目が確かになれば、

より良い金融商品の普及も期待できる。 

・ 1,700兆円を超える家計金融資産の過半は現預金となっている。

資産運用を行う上での基礎知識を身に付け、家計が国内外の資産

（株式、債券等）への中長期・分散投資を進めることは、家計の安

定的な資産形成に資するだけでなく、成長資金の供給等を通じ、デ

フレ脱却にも資すると考えられる。 

【根拠】 

・日本経済再生に向けた緊急経済対策（平成25年１月11日閣議決定）

・金融経済教育研究会報告書（25年４月30日公表） 

・消費者教育の推進に関する基本的な方針（25年６月28日閣議決定）

・金融・資本市場活性化に向けての提言（25年12月13日公表）  

・金融・資本市場活性化に向けて重点的に取り組むべき事項（提言）

（26年６月12日公表） 

・消費者基本計画（27年３月24日閣議決定） 

・日本再興戦略 2016（28 年６月２日閣議決定） 

測定指標 

指標① 
[主要]最低限身に付けるべき金融リテラシーの普及に向けた取

組 
【 達成 】 

28 年度 

目 標 
最低限身に付けるべき金融リテラシーの普及に向けた取組の実施 

28 年度 

実 績 

・ 金融庁を含めた関係団体等で構成する「金融経済教育推進会議」を通

じて金融経済教育を効率的・効果的に推進するとともに、「金融リテラシ

ー･マップ」(※)の内容を反映したガイドブックを全国の高校等や地方公

共団体に配布したほか、関係団体と連携して、大学生を対象とした授業

を実施するなど、最低限身に付けるべき金融リテラシーの普及に向けて

取り組みました。 

※ 金融経済教育推進会議において、「最低限身に付けるべき金融リテラ

シー」の内容を項目別・年齢層別に具体化・体系化したもの（26 年



６月に策定、27年６月に改訂）。 

指標② 
国民の金融知識の状況： 生活設計策定の有無 

※金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調査」 
【未達成】 

基準値 実 績 目標値 

27 年度 

調査実施 

時点 

28 年度 

調査実施 

時点 

28 年度 

調査実施時点 

 35.1% 34.8%  50.0% 

指標③ 金融広報中央委員会の認知度の向上に向けた取組 【 達成 】 

28 年度 

目 標 
金融広報中央委員会のウェブサイト（「知るぽると」）の周知 

28 年度 

実 績 

・ シンポジウムにおいて、金融広報中央委員会の活動状況などについて

も周知しました。また、引き続き、委員会のウェブサイト（「知るぽると」）

と金融庁や関係団体のウェブサイトで相互にリンクを張るなど、様々な

機会を通じて「知るぽると」の周知を図りました。 

評価結果 

目標達成度合い

の測定結果 

Ｂ（相当程度進展あり） 

【判断根拠】 金融庁を含めた関係団体等で構成する「金融経済教育推進

会議」を通じて金融経済教育を効率的・効果的に推進すると

ともに、「金融リテラシー・マップ」の内容を反映したガイ

ドブックを全国の高校等や地方公共団体へ配布したほか、シ

ンポジウムや大学生を対象とした授業、市民講座等への講師

派遣を実施するなど、金融経済教育の推進に取り組みまし

た。 

 しかし、一部の測定指標について目標を達成できなかった

ほか、金融リテラシーの向上に向けてさらに実効性の高い取

組を行う必要があります。 

以上のことから、測定結果を「Ｂ」としました。 

施策の分析 

【必要性】 金融リテラシーの向上を通じて、国民一人一人が、経済的

に自立し、より良い暮らしを送っていくことを可能とすると

ともに、健全で質の高い金融商品の提供の促進や家計金融資

産の有効活用を促していくことは必要と考えています。 

【効率性】 多種多様な実施主体がいる中で、最低限身に付けるべき金

融リテラシーの内容を共有して、活動に必要な予算を確保し

つつ、適切な役割分担を行うことにより、より効率的・効果

的な推進を図ることができると考えています。 



【有効性】 金融経済教育研究会報告書で指摘された諸課題について、

関係者が連携しつつ、知恵を絞りながら、持続的に金融経済

教育を効率的・効果的に推進することによって、国民の金融

リテラシーの向上が図られると考えています。 

今後の課題・ 

次期目標等への 

反映の方向性 

【今後の課題】 金融リテラシー向上のため、引き続き様々な機会を活用し

ながら、着実に金融経済教育を推進していくことが重要で

す。 

【 施 策 】 金融リテラシーを向上させるための環境整備として、金融

経済教育の推進に向けた取組を行います。 

【測定指標】 測定指標の見直しを行い、「最低限身に付けるべき金融リ

テラシーの普及に向けた取組」を主要指標とします。 

主な事務事業の取組内容・評価 

① 金融経済教育の推進 

・ 金融庁を含めた関係団体等で構成する「金融経済教育推進会議」を通

じて金融経済教育を効率的・効果的に推進するとともに、「金融リテラシ

ー・マップ」の内容を反映したガイドブック「基礎から学べる金融ガイ

ド」、未公開株取引等に関するトラブル防止について解説した「『未公開

株』等被害にあわないためのガイドブック」を全国の高校・大学・地方

公共団体等へ配布しました。 

・ 大学生に対して、「金融リテラシー・マップ」に基づいた授業を関係団

体と連携して８大学で実施しました。さらに 29年度において取組を拡大

するため、大学に対して働きかけを行いました。 

・ 地方公共団体や関係団体等と連携しながら、ＮＩＳＡに関するシンポジウ

ムの開催や市民講座等への講師派遣を実施しました。 

・ 一般の方々が金融トラブルに巻き込まれないよう注意を促すことを目

的とした「金融トラブルから身を守るためのシンポジウム」を全国６箇

所で開催しました。 

・  電子マネーに関する消費者被害の未然防止のため、文部科学省等の協

力を得て、消費者被害防止のための啓発チラシ（「『プリペイドカードを

買ってきて』は詐欺」）を全国の高校へ配布したほか、政府広報を実施す

るとともに、財務局などに対し出前講座などにおいて引き続き注意喚起

するよう要請するといった取組を行いました。

施策の 

予算額・執行額等 

区 分 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

予算の状況 

（百万円） 

当初予算 14 16 19 37

補正予算 － － 45 －

繰 越 等 － －

合 計 14 16

執行額（百万円） 10 11



学識経験を有する者 

の知見の活用 
第 26 回 政策評価に関する有識者会議（29 年６月 26 日） 

政策評価を行う過程 

において使用した 

資料その他の情報 

・「金融経済教育研究会報告書」（金融経済教育研究会 25 年４月 30日

公表） 
・「金融リテラシー・マップ」（金融経済教育推進会議 27 年６月 29日

公表） 

・「家計の金融行動に関する世論調査」（金融広報中央委員会 28 年 11

月４日公表） 

担当部局名 総務企画局政策課 

政策評価実施時期 平成 29 年６月 


